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本刊行物は，農林水産政策研究所における研究成果について，主として行政での

活用に資するため取りまとめた資料であり，学術的な審査を経たものではありませ

ん。研究内容の今後一層の充実を図るため，読者各位から幅広くコメントをいただ

くことができれば幸いです。 



まえがき 

 

このカントリーレポートは，当研究所の研究者が世界の主要各国について農業・農政の分析

を行った成果を広く一般に提供するものである。 

当研究所においては，平成 19（2007）年度から，単年度の「行政対応特別研究」の枠組みの

下で毎年カントリーレポートを作成・公表してきたが，平成 25（2013）年度からは，研究の枠

組みが 3 年度にわたる「プロジェクト研究」に移行した。プロジェクト研究は，平成 25（2013）

年度から平成 27（2015）年度までを一期目，平成 28（2016）年度から平成 30（2018）年度まで

を二期目とし，平成 31（2019）年度から令和 3（2021）年度までを三期目とし，令和 4（2022）

年度から四期目を実施している。 

これまで当研究所では，農業政策立案の観点から重要となる国・地域を対象とした農業情勢

と関連政策の分析と国際食料需給の分析を実施してきた。四期目の「主要国における農業政策

の改革の進展とそれを踏まえた中長期的な世界食料需給に関する研究」においても，これまで

に蓄積された知見を活用しながら，世界の主要国・地域の農業情勢及び関連政策の調査研究を

行っている。そして，国・地域別の知見と定量的な食料需給予測の連携を深め，より的確な需

給見通しの策定に努めている。さらに，多くの国々が共通した課題に直面するようになってい

る現状を踏まえ，各国・地域単独での分析に加えて，関連した複数国を横断する課題を設定し，

各国の政策や関連状況を比較・分析している。 

本レポートは，農林水産政策研究所における研究成果について，主として行政での活用に資

するため取りまとめた資料であり，学術的な審査を経たものではない。農林水産政策研究所で

は今後も海外農業情報の収集・分析を充実させる方針であり，広範の読者の方より，御指導・

御指摘を賜れば幸いである。 

 

【参考】 平成 19 年～令和６年度カントリーレポート 

（平成 19 年度） 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第１号 中国，韓国 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第２号 ASEAN，ベトナム 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第３号 インド，サブサハラ・アフリカ 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第４号 オーストラリア，アルゼンチン，EU 油糧種子政

策の展開 

 

（平成 20 年度） 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第５号 中国，ベトナム 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第６号 オーストラリア，アルゼンチン 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第７号 米国，EU 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第８号 韓国，インドネシア 

 

（平成 21 年度） 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第９号 中国の食糧生産貿易と農業労働力の動向 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第 10 号 中国，インド 



行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第 11 号 オーストラリア，ニュージーランド，アルゼン

チン 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第 12 号 EU，米国，ブラジル 

行政対応特別研究〔二国間〕研究資料第 13 号 韓国，タイ，ベトナム 

 

（平成 22 年度所内プロジェクトカントリーレポート） 

所内プロジェクト研究〔二国間〕研究資料第１号 アルゼンチン，インド 

所内プロジェクト研究〔二国間〕研究資料第２号 中国，タイ 

所内プロジェクト研究〔二国間〕研究資料第３号 EU，米国 

所内プロジェクト研究〔二国間〕研究資料第４号 韓国，ベトナム 

 

（平成 23 年度行政対応特別研究カントリーレポート） 

行政対応特別研究〔主要国横断〕研究資料第１号 中国，韓国（その１） 

行政対応特別研究〔主要国横断〕研究資料第２号 タイ，ベトナム 

行政対応特別研究〔主要国横断〕研究資料第３号 米国，カナダ，ロシア及び大規模災害対策

（チェルノブイリ，ハリケーン・カトリーナ，台湾・大規模水害） 

行政対応特別研究〔主要国横断〕研究資料第４号 EU，韓国，中国，ブラジル，オーストラリ

ア 

 

（平成 24 年度行政対応特別研究カントリーレポート） 

行政対応特別研究〔主要国横断〕研究資料第１号 中国，タイ 

行政対応特別研究〔主要国横断〕研究資料第２号 ロシア，インド 

行政対応特別研究〔主要国横断〕研究資料第３号 EU，米国，中国，インドネシア，チリ 

行政対応特別研究〔主要国横断〕研究資料第４号 カナダ，フランス，ブラジル，アフリカ，

韓国，欧米国内食料援助 

 

（平成 25 年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第１号 中国，タイ，インド，ロシア 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第２号 EU，ブラジル，メキシコ，インドネシ

ア 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第３号 アメリカ，韓国，ベトナム，アフリカ 

 

（平成 26 年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第４号 タイ，オーストラリア，中国 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第５号 米国，WTO，ロシア 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第６号 EU（フランス，デンマーク） 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第７号 インド，アルゼンチン，ベトナム，イ

ンドネシア 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第８号 米国農業法，ブラジル，韓国，欧州酪

農 



 

（平成 27 年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第９号 総括編，食料需給分析編 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第10号 EU（CAP 改革，フランス，スコット

ランド, デンマーク, フィンランド, 酪農） 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第11号 中国，インド，インドネシア，中南米，

アフリカ 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第12号 タイ，ベトナム，ミャンマー，オース

トラリア，ロシア，ブラジル 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略〕研究資料第13号 米国，フランス，韓国，GMO（米国，

EU） 

 

（平成 28 年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第１号 総論，横断的・地域的研究，

需給見通し 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第２号 米国（農業支援政策，SNAP

制度），EU（価格所得政策とCAP簡素化，酪農，農業リスク管理，フランス），韓国，台

湾  

プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第３号 タイ，ベトナム，オースト

ラリア，ロシア  

プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第４号 中国，インド，インドネシ

ア，メキシコ，ケニア 

 

（平成 29 年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第５号 横断的・地域的研究，需給

見通し 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第６号 米国（米国農業法，農業経

営の安定化と農業保険，SNAP-Ed），EU（CAP 農村振興政策，フランス，英国），韓国，

台湾 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第７号 タイ，ベトナム，オースト

ラリア，ロシア，ブラジル 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第８号 中国，インド，インドネシ

ア，メキシコ，アフリカ，フィリピン 

 

（平成 30 年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第９号 横断的・地域的研究，需給

見通し 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第 10 号 米国，カナダ，EU（条件

不利地域における農業政策，共通農業政策（CAP）の変遷における政治的要因等の検討，

ドイツ，フランス，英国），ロシア 



プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第 11号 中国，韓国，台湾，インド

ネシア，フィリピン，タイ，インド，アフリカ 

プロジェクト研究〔主要国農業戦略横断・総合〕研究資料第 12号 メキシコ，ブラジル，アル

ゼンチン，オーストラリア 

 

（令和元年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第１号 米国，EU（CAP），フラ

ンス，英国，CETA，ロシア 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第２号 中国，台湾，ベトナム，

アフリカ（ケニア） 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第３号 ブラジル，メキシコ，ア

ルゼンチン，ウルグアイ，オーストラリア 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第４号 横断的・地域的研究，世

界食料需給分析 

 

（令和２年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第５号 EU（農産物貿易政策等，

持続可能性確保と経済復興・成長に向けた取組，フランス），英国，ロシア 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第６号 タイ，ベトナム，インド

ネシア，韓国，中国 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第７号 ブラジル，アルゼンチン，

パラグアイ，オーストラリア 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第８号 横断的・地域的研究，世

界食料需給分析 

 

（令和３年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第９号 EU（農産物貿易政策等），

英国，ロシア 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第 10 号 タイ，ベトナム，インド

ネシア，中国，インド，西アフリカ 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第 11 号 ブラジル，アルゼンチ

ン，パラグアイ，オーストラリア 

プロジェクト研究［主要国農業政策・貿易政策］研究資料 第 12 号 横断的・地域的研究，世

界食料需給分析 

 

（令和４年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究［主要国農業政策・食料需給］研究資料 第１号 EU，ドイツ，ロシア・ウ

クライナ 

プロジェクト研究［主要国農業政策・食料需給］研究資料 第２号 タイ，ベトナム，中国，

インド，アフリカ，セネガル 



プロジェクト研究［主要国農業政策・食料需給］研究資料 第３号 ブラジル，アルゼンチン 

プロジェクト研究［主要国農業政策・食料需給］研究資料 第４号 横断的・地域的研究，世

界食料需給分析 

 

（令和５年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究［主要国農業政策・食料需給］研究資料 第５号 アルゼンチン 

プロジェクト研究［主要国農業政策・食料需給］研究資料 第６号 ベトナム，中国，インド，

西アフリカ 

プロジェクト研究［主要国農業政策・食料需給］研究資料 第７号 EU，フランス，ロシア 

プロジェクト研究［主要国農業政策・食料需給］研究資料 第８号 世界食料需給分析 

 

（令和６年度プロジェクト研究資料） 

プロジェクト研究［主要国農業政策・食料需給］研究資料 第９号 タイ，ベトナム，中国，

インド 



プロジェクト研究 「主要国における農業政策の改革の進展とそれを踏まえた中長期的な

世界食料需給に関する研究」 

 令和６年度 カントリーレポート 第 10号 

 

EU，英国，ドイツ，ロシアとウクライナ，米国 

 

目  次 

 

 

第１章 最近の国際政治情勢の変動が EU の農産物貿易政策に与える影響の検

討 

（羽村 康弘） 

１．序論 

２．EUにおける食料安全保障政策 

３．EUにおける多面的機能政策 

４．まとめ 

 

 

第２章 英国の農業・食料部門を取り巻く諸課題―環境と生産の両立，労働等に

着眼して― 

（桑原田 智之） 

１．英国における新たな農業政策の方向性 

２．環境重視の新たな政策体系導入と農業生産の両立 

３．農業支援政策に対する予算措置の推移 

４．環境土地管理(ELM)スキームの課題 

５．農業労働力と食料生産 

６．おわりに 

 

 

第３章 ドイツにおける健康的な食品摂取と食意識・食環境 

（飯田 恭子・丸山 優樹・山本 祥平・伊藤 紀子） 

１．はじめに 

２．研究方法 

３．集計結果 －食意識、社会・経済的環境、食環境－ 

４．健康的な食品摂取を促す政策 

５．健康的な食品摂取に関する分析 



６．おわりに  

 

 

第４章 ロシアとウクライナ―戦争下の農業と農業政策における対照性― 

（後藤 正憲） 

１．はじめに 

２．ロシア農業関連企業に対する政府の対応 

３．混迷するウクライナの農業と農業ビジネス 

４．おわりに 

 

 

第５章 米国―主要農産物の需給動向と品目別の収支分析― 

（勝又 健太郎） 

１．はじめに 

２．主要農産物の需給動向 

３．品目別の収支と直接支払いの効果 

４．おわりに 

 



農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第 10 号（2025.3） 

- 1 - 

 

第１章 最近の国際政治情勢の変動が EU の農産物貿易政策
に与える影響の検討 

 

羽村 康弘  

 

１．序論 

 

米中対立，新型コロナ禍，ウクライナ戦争など，近年世界情勢が大きく変動していると

ころ，今年度も，EU 域内でも欧州議会選挙が実施されて政治勢力に変動が見られたほか，

米国でトランプ大統領が選出されて世界情勢に大きな影響を与えている。本稿においては，

EU を取り巻く世界情勢が大きく変動し，また EU 自体が変質する中で，EU の農産物貿

易政策がどのように変化したか，また変化しなかったか等について，主として EU の FTA

交渉に焦点を当てつつ検討する。 

EU の農産物貿易政策は，農産物貿易の相手国の意向のみならず国際貿易制度の安定性

から影響を受け，また，EU の共通通商政策の枠内で形成・交渉されるので EU の他分野

に係る貿易政策からも影響を受ける。また，外交交渉と国内の利害関係は相互に影響を与

えることから（2 レベル・ゲーム（飯田，2007：52；Putnam, 1988）），EU の農産物貿易

政策は域内の農業政策（以下，CAP）からも影響を受ける。ここで，CAP については農業

以外の分野や EU 域外の様々な要因の影響を受けるようになり狭い農業分野的性格を失っ

て久しく(1)，EU 域内の他分野に係る政策から影響を受けるようになっている。 

このようにEUの農産物貿易政策は，他分野を含め他方面から影響を受けており，また，

近年，その影響はますます大きくなってきているが(2)，農産物貿易政策は，貿易政策全般

とは別に一つの分野として議論され，また交渉されることが多い。ここで，EU の農産物

貿易政策をはじめとする農業政策において，他の産業分野と異なる配慮が必要だとされる

際に挙げられる概念は，日本と同様，食料安全保障及び農業・農村の有する多面的機能で

ある。本稿においては，大きく食料安全保障に係る論点（第 2 節），及び多面的機能に係る

論点（第 3節）に分けて EUの農産物貿易政策の変化の有無等について検討していきたい。 

なお，本稿は，2025 年 1 月末までの情報を基に記述している。したがって，昨年 12 月

1 日に発足した新しい欧州委員会が 100 日以内に発表するとしている農業及び食品の政策

ビジョンはまだ発表されておらず，またトランプ政権も発足直後で，その貿易政策は一部

しか明らかになっていない段階での情報に基づく記述である。このレポートにおいて EU

と記載している場合は，特にコメントしない限り，EEC（European Economic Community, 

欧州経済共同体），EC（European Community, 欧州共同体），EU（European Union, 欧

州連合）の総称である。 
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２．EUにおける食料安全保障政策 

 

（１）EUの食料安全保障政策に影響を及ぼす要因 

各国の食料安全保障政策(3)に影響を及ぼす要因としては， 

①天候，災害等生産条件の変化，バイオエネルギー向け需要を含め消費状況の変化といっ

た域内外の農産物需給の変動や為替の変動といった市場経済に係る要因のほか， 

②国際貿易の基盤を形成してきた GATT/WTO という多国間の国際貿易体制の変動や，EU

自ら及び第三国による二国間や複数国間の FTA 締結による農産物の輸出入条件等の変

化，さらには他国の輸出規制など個別具体的な農産物貿易施策の実施といった制度的な

要因が考えられる。 

後述するように EU は農産物純輸出国であり，市場経済に係る要因から大きな影響を受

けることが少ないこと，また，特に今年度については，EU において新型コロナ禍発生時

やウクライナ戦争勃発時ほど農産物価格高騰が懸念されていないこともあり，本稿におい

ては制度的な要因を中心に検討していきたい。 

 

（２）国内生産重視論（リアリズム）と国際貿易重視論（リベラリズム） 

 各国政府等が国民に対して必要な食料の供給を保障する手法としては，それぞれの国の

自然条件等農業生産の優位性やその国の置かれた国際関係といった状況の違いにより組み

合わせの比率に違いはあるものの，世界共通であって，①国内生産，②海外からの輸入，

③備蓄の三つの手法の組み合わせで構成されている。これらの手法のうち備蓄については，

一時的，短期的な食料不足に対応するためには有益であって必要であるが，食料は長期保

存が難しいこともあって中長期的な食料の安定供給を頼ることは困難である。ゆえに，毎

日の食料の安定的な供給を頼る手法は，国内生産か，海外からの輸入かということになる

が，両者のどちらに重きを置くべきかという点で，考え方に大きな違いが生じる。 

 

①国内生産重視論 

この考え方は，食料安全保障を確保するためには，食料の供給についてはなるべく他国

に依存しないようにすべきであって，国内で十分な食料生産を確保することが重要である

と考える。この考え方の背景には，貿易相手国や国際貿易制度は国民生活にとって重要な

食料の取引を任せるに足りないという国際貿易制度に対する信頼感の欠如がうかがえる。 

 

②国際貿易重視論 

一方で，食料安全保障を確保するためには，自国内にこだわるべきではなく，国際貿易

による輸入に頼ることが望ましいという考え方がある。この考え方の背景には，貿易相手

国や国際貿易制度は国民生活にとって重要な食料の取引を任せるに値するという国際貿易

制度に対する信頼感の存在がうかがえる。 

EU の農産物貿易政策を含め各国の農産物貿易政策については，基本的にこの両者の考
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え方の間に存在し（Clapp, 2017; Ewing-Chow and Slade, 2012），その時々の世界情勢等

の影響を受けて両者の間で動いていると考えられるが，国際関係全般についてのリアリズ

ムとリベラリズムの考え方に符合し（大庭, 2004），国際制度の安定性等国際秩序全般の影

響も受ける。ここで，リアリズムとリベラリズムのそれぞれの考え方の違いは，国際貿易

制度を含む国際制度（Regimes, Institutions）の影響力の大きさについての評価の差と捉

えられ，リアリズムと比較してリベラリズムは国際制度がより大きな影響を与えていると

考える（下図参照）。近年，国際貿易制度への信頼感が揺らいできているところ(4)，次項で

は，本年度，世界各国の国際貿易制度への信頼感がますます低下している状況について見

ておきたい。 

 

 

第１図 リアリズムとリベラリズム 

注．Krasner(1982)に基づき著者作成。 

 

（３）国際関係におけるリベラルな貿易秩序の後退の加速化 

第二次世界大戦以降，世界経済を支配してきたリベラルな国際秩序は弱体化してきてお

り（日本経済新聞，2024），特に多国間貿易制度を重視しない傾向が強まってきていると

言われる（Financial Times, 2024h）。 

WTO 事務局長は，国際貿易が地政学的な線で分断されはじめているとする（Financial 

Times, 2024n）。WTO のレポートでは，ウクライナ戦争開始後，モノの貿易は，地政学的

ブロック内に比べブロック外では，4.2%だけ成長が低かったとし（Blanga-Gubbay and 

Rubínová, 2024），IMF のレポートも，地政学的ブロック間の貿易や海外直接投資はブロ

ック内と比較して大幅に減少しているとしている（Gopinath et al, 2024）。 

覇権国として第二次世界大戦後の国際貿易制度を含む国際制度全般の担い手であった

米国の貿易政策も大きく変化している。バイデン政権下では，第一期のトランプ政権と同

様，多国間の GATT/WTO を重視せず，また，二国間や複数国間の FTA も新たに締結する

ことはなかった。ただし，商務省が半導体，重要鉱物，消費者電気製品等についてサプラ

イチェーン・センター（Supply Chain Center）を立ち上げ，同盟国や友好国とともにど

こにリスクや機会が存在するのか検討を開始し（（Financial Times, 2024k），また，同盟国

や友好国とともに鉱物安全保障パートナーシップ（Mineral Security Partnership）を立ち上げ
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て，希少原材料の協力を改善しようとするなど（（Financial Times, 2024p），同盟国や友好

国との貿易関係の強化（フレンドショアリング）のため積極的に動いた。 

今般選出されたトランプ大統領は，多国間条約をほとんど破棄し（Financial Times, 

2024t），多国間貿易制度の衰退は加速化するだろうとされる（Financial Times, 2024u）。

トランプ大統領が選挙期間中に訴えてきた一律 10%～20%の関税等は，WTO の義務違反

となる（（Financial Times, 2024w）。さらに，自国第一主義を唱道するトランプ大統領は，

貿易政策において同盟国であるか否かや FTA を締結しているか否かを区別していない。カ

ナダやメキシコに 25%の関税をかけると繰り返し言っており，また，カナダ及びメキシコ

との USMCA を含め全ての FTA を見直しの対象とするとしており（Financial Times, 

2025a），バイデン政権で見られたフレンドショアリングへの配慮も見られない。 

 

（４）EUの対応（貿易政策全般） 

 このように，世界的にリベラルな貿易秩序，特に多国間貿易制度の弱体化が進み，さら

に米国においては，同盟国や FTA 締結相手国など友好国との貿易関係も軽視する傾向が

見られる中で，本項では，EU の農産物貿易政策の変化を検討する前に，EU の貿易政策全

般はどのように変化してきているのか見ておきたい。 

 

EU は，元々，オープンな自由貿易が平和及び繁栄の道筋であるとの考え方によって形

成されてきた国際組織である（Newman, 2024）。フォンデアライエン委員長は，EU の国

際貿易への接し方は米国と異なり，公正でルールに基づいて行いたいと考えており，中国

との関係もデカップルではなくデリスクを求めているとした（Financial Times, 2024f）。

また，ドイツのオラフ・ショルツ首相やフランスのマクロン大統領も，基本的に WTO を

支持しつつ，FTA 締結を促進するとしている（Macron and Scholz, 2024）。 

しかしながら，米中対立，ウクライナ戦争など，世界情勢が近年大きく変動する中で，

EU においても地政学的な考え方が猛烈な勢いで復活してきていると言われる（Financial 

Times, 2024j）。EU の改革及び結束基金担当委員（（当時）は，欧州はオープンであり続け

る必要があるが，他の誰もがプレーしているゲームをする際には世間知らずではいけない

（less naïve）とした（Financial Times, 2024c）。そして，欧州中央銀行のラガルド総裁

は，「世界経済が競合するブロックに分裂するのを目撃している」と警告している

（Financial Times, 2024x）。元々EU が自律する必要性を強調することが多かったフラン

スのマクロン大統領は，米国でトランプ大統領が再選されたことを受けて，（「世界は草食動

物と肉食動物で構成されており，草食動物であり続けることに決定すると，我々は単なる

肉食動物の市場になってしまうだろう」とし，欧州は米国と同様，特に防衛と貿易につい

て，自らの利害を第一に守る地域であることが求められると主張するようになっている

（Financial Times, 2024v）。 

具体的な施策では，一昨年，EU は，重要原材料法（Critical Raw Materials Act）を成

立させ，EU 産業にとって重要な希少金属等の供給を確保するため，その自給率を 3%から
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10%に上げる目標を設定し，加盟国による共同購買の実施や，加盟国が地質資源の探索に

関する国家プログラムを立ち上げることを求めるなど，国内生産重視（EU においては域

内生産重視。以下同じ）の方向に動いている。また，対中貿易政策においては，米国が中

国製品に関税をかけたことにより中国政府の補助金を受けた中国製電気自動車が EU にな

だれ込む懸念があることから，域内での生産を保護するため，昨年 10 月，中国製電気自動

車への最大 45%の関税をかけることを決定したほか（（Financial Times, 2024r），中国から

の合板へアンチダンピング調査を開始するなど（Financial Times, 2024q），より強硬な手

法を採るようになってきている。 

 ただし，EU は国内生産重視に一辺倒に傾いているわけではない。欧州委員会の依頼で，

欧州中央銀行前総裁でイタリア前首相のドラギ氏がまとめたレポートでは，経済安全保障

を向上するため，EU は重要原材料へのアクセスを確保し，重要なバリューチェーンを守

る必要があるとして，重要なパートナーと FTA を締結して供給を確保する必要があると

している（（Draghi, 2024）。そして貿易担当委員は，就任前の欧州議会の承認プロセスにお

ける書面での質疑応答（（European Parliament, 2024 b）において，EU はグローバルな経

済に深く組み込まれており，激動する地政学的な世界情勢を踏まえつつ，できる限り開か

れた経済を維持し，また，友好国との重要なサプライチェーンを発展させるとしている。

このように，EU は二国間や複数国間での国際貿易制度を重視する姿勢を維持しており，

この点で，自国第一主義を掲げ，友好国との FTA も軽視する米国トランプ政権の姿勢と

は異なっている。 

 

（５）EUの対応（農産物貿易政策：食料安全保障関係） 

 前項で述べたように，EU は，貿易政策全般においては，希少金属の貿易や対中政策な

どにおいて国内生産重視の方向に傾く一方で，FTA の締結等を通じて，少なくとも二国間

や複数国間の貿易を通じた友好国との協調を図ろうとしている。本項では，農産物に係る

貿易政策について考え方の変化は見られるのか，特に，第 2 項で述べた国内生産重視論と

国際貿易重視論の間での移動は見られるのかについて検討したい。 

  

そもそも，今世紀に入って EU にとって十分な食料を生産することはもはや課題ではな

くなり，食料安全保障を主として途上国の問題として解釈しているとされる（Cardwell, 

2012: 281）。その後，米中対立，新型コロナ禍，ウクライナ戦争と国際政治情勢が大きく

変動し，今年度においては，米国でトランプ大統領が選出されるなど更に変動し，また，

昨年 6 月上旬に実施された欧州議会選挙（5 年ごとに実施される）において右派ポピュリ

ズムが伸長するなど域内政治情勢も変動したが，結論を先に述べると，EU において，国

内生産重視論と国際貿易重視論の間での移動は見られず，食料安全保障についての考え方

の変化は見られない。 

欧州議会選挙後の６月末に EU 加盟国首脳で構成される欧州理事会が提示した今後の

EU の政策の方向性を示す 2024 年から 2029 年にかけての戦略アジェンダ（European 
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Council, 2024）を，前回の 2019 年から 2024 年にかけての戦略アジェンダ（European 

Council, 2019）と比較して見ると，今回は前回には使われなかった食料安全保障という言

葉が使われている。しかしながら，引き続き確保する（continues to ensure）とされてい

るのであり，また，ここでの食料安全保障は域外の途上国を含めた世界の食料安全保障で

あると考えられる。また，農業担当委員は，就任に当たっての欧州議会の承認プロセスに

おける書面での質疑応答（European Parliament, 2024a）において，EU 及び世界の食料

安全保障に貢献するとしているが，気候変動や環境への悪影響を減らすための対応が求め

られるとする環境政策について述べる文脈で言及されているのであり，また，「引き続き」

貢献するとしているのであって，国内生産重視論への傾きは見られない。 

 以上のように EU において農産物貿易政策についての考え方の変化は見られない理由と

して，以下の要因が考えられる。 

まず EU は，2010 年以来，食料の純輸出地域であり，EU は繰り返しこの純輸出地域で

あるという状態を強調してきている。EU は，飼料など輸入に依存している農産物がある

ことは認識しつつも，域外との貿易が食料安全保障にとって重要な役割を果たしており，

貿易を制限する政策は気候変動や経済的な衝撃に対する脆弱性を増すことになるとしてい

る（（EFSCM, 2023）。元々EU 加盟国は，EU という単一市場によって EU 域内の異なる土

壌や気候の地域からの多様な農産物を安定的に供給されることができているのであり，逆

に各 EU 加盟国が国内生産重視論を強調し過ぎると各加盟国は自らの食料安全保障を確保

できないことになりかねない。また，EU は第二次世界大戦後に欧州の平和及び繁栄を目

的として関税同盟という国際貿易制度として発足し，その後統合を深めるという経緯を経

てきており，国際貿易制度が制度の根幹に位置付けられている。ゆえに自らの存立基盤で

もある国際貿易制度を重視して行動するという伝統があり，この根強い考え方も影響して

いると考える。 

 なお，昨年 6 月，ウクライナの EU 加盟交渉が開始されているが，新農業委員は，ウク

ライナが加盟すると，CAP 農業予算の配分等について困難な調整を行う必要があるとしつ

つも，食料安全保障の観点では，大豆といったプロテイン穀物の南米などの地域への依存

を減らす助けにもなると評価している（Financial Times, 2024z）。 

 

 ところで，近年，EU においては欧州議会を中心に農業分野における環境規制強化に反

対する議論の中で，食料安全保障という概念が持ち出されることが多くなってきている。 

しかしここで食料安全保障という言葉を使って行われている主張は，域内での農産物を増

産すべきという国内生産重視論というより，域内における農業生産活動による農村維持な

どの多面的機能を確保すべきという趣旨のものであり，むしろ多面的機能の概念に関係し

てくるものだと考えるところ，この点については，次節で検討することとしたい。 

 

３．EUにおける多面的機能政策 
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本節においては，まず，農業・農村の有する多面的機能に係る政策を検討するに際して

重要と考えられる「埋め込まれた自由主義（Embedded Liberalism）」の考え方を概述し，

この考え方を踏まえつつ，EU の多面的機能に係る政策形成に影響を及ぼす多様な行為主

体（アクター）の考え方を検討し，その後，実際の EU の農産物貿易政策の動きを見てい

きたい。 

 

（１）埋め込まれた自由主義の考え方 

戦後目指された自由貿易体制は，レッセフェールという自由放任主義ではなく，各国政

府による国内市場への介入と共存するような形で整えられた「埋め込まれた自由主義

（Embedded Liberalism）」（Ruggie, 1983）であるとされる。この「埋め込まれた自由主

義」では，戦後の自由貿易体制を，多国間主義による自由主義経済秩序の維持という国際

的な規範と雇用や経済成長を保障するための国内市場への政府による介入という国内経済

政策の独立との間の相克を回避する「妥協」の産物であると考える。この「妥協」に際し

て，各国は，対外的には自由経済体制を支持しつつ，国内的には各国の政治状況，経済状

況，社会的要請に見合うように市場への介入を行う「福祉（welfare）政策」を実施し，こ

れにより国内の安定を図ってきたとされる。一方で，貿易自由化を更に進展させることに

ついても，国内の「福祉政策」と矛盾しない範囲で進められ，ゆえに開放的な貿易体制を

保つ政府ほど，国内的にも手厚い「福祉政策」を行い，弱者対策を行っているとされる（古

城，2017:189；飯田，2007:103；Cameron, 1978）。ちなみに，国内で十分な「福祉政策」

を実施する余裕のない途上国は，GATT/WTO の義務の多くが免除されている。 

農業分野においては，農産物貿易自由化の要請と，農業分野の「福祉政策」，すなわち農

業・農村の有する多面的機能を維持・促進するための政策的支援の要請が拮抗し，両者の

共存を図る必要があった。ここで，GATT/WTO において両者の共存のために設けられた

指標が「緑の政策」である(Wolfe, 1998)。 

GATT ウルグアイラウンドにおいて農産物貿易自由化を迫られた EU にとっては，両者

を共存させるための方策が直接支払いであった。しかしながら，WTO ドーハラウンドに

おいては，GATT ウルグアイラウンドを踏まえて導入された EU の直接支払いも，農産物

輸出国から市場歪曲効果が大きいと糾弾されることとなった。ここで，EU は，直接支払

いは EU の農業分野への「福祉政策」として必要欠くべからざるものであると考え，これ

を正当化する理由として「多面的機能」の概念を提起している。ただし，EU は，平行し

て，この直接支払いを改善するために，生産とデカップルする単一直接支払い（Single 

Farm Payment）を検討している。そして，この改善策が WTO ドーハラウンドにおいて

「緑の政策」として受け入れられることが分かると，EU は急速に多面的機能のアイデア

に興味を失ったとされる（Potter, 2015: 117）。 

このように，EU は GATT/WTO における累次のラウンド交渉を通じて，農産物貿易自

由化を行ってきたが，その際に，農産物貿易自由化という国際的な要請と，農業・農村へ

の政策的支援の要請を調整し，「妥協」点を探っており，「埋め込まれた自由主義」という
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考え方に沿った行動を行ってきたと考えられる。EU は現在，GATT/WTO の場では多面的

機能の概念を訴えることはなくなっているが，FTA 締結等による農産物貿易自由化に対応

する域内対策を検討するに際しては，依然として「埋め込まれた自由主義」の考え方に沿

った形で，農業・農村への政策的支援を検討し，農産物貿易自由化と農業分野への「福祉

政策」との調整・妥協を図ろうとしている。次項においては，この調整・妥協のプロセス

に係る主要な行為主体（アクター）の考え方について見てみたい。 

 

（２）多面的機能政策に係る行為主体（アクター） 

食料安全保障政策については，域内市民に安定的に食料を供給することが目的であるこ

とから，基本的に，客観的な農産物の生産状況，消費状況，備蓄状況，流通状況等を前提

に，主として欧州委員会が専門的に判断することになる。しかしながら，多面的機能政策

については，農産物貿易自由化の要請と農業分野への「福祉政策」との妥協点を見出すこ

とが目的であることから，欧州委員会は様々な分野の様々な利害関係者等と調整する必要

があり，それぞれの利害を代表するアクターが影響を及ぼすことになる。 

ここで，EU の多面的機能政策に係るアクターとしては以下の者が考えられる。 

 

１）欧州委員会 

 共通通商政策については，基本的に欧州委員会の専権事項である。また，FTA 交渉につ

いても，事前の FTA 締結の影響調査，交渉の範囲などを定めるスコーピング作業，実際の

交渉等重要な過程において欧州委員会が主要な役割を果たしている。また，農業分野への

福祉政策の重要な部分を占める CAP についても欧州委員会と各国の共管であり，欧州委

員会も大きな役割を果たしている。以上，多面的機能政策については，まずは欧州委員会

の考え方が大きな影響を及ぼしていると考えられる。 

 

２）閣僚理事会 

 閣僚理事会は，EU 加盟国の担当大臣により構成され，EU 加盟国の利害が反映される

場である。FTA 交渉においては，欧州委員会からの交渉開始の提案に対して，欧州委員会

に対して交渉指令を発出し，そして交渉結果を承認して調印する権限を有している。この

承認のプロセスは，閣僚理事会に対して交渉結果に対する拒否権を与えるものであり，閣

僚理事会の判断は交渉の成否に影響を及ぼすことになる。 

 

３）欧州議会 

 欧州議会は，FTA 等の交渉過程において欧州委員会から累次報告を受けることとされて

おり，欧州委員会が交渉し，閣僚理事会が調印した FTA 等を最終的に批准する権限を有

している。この批准のプロセスも，欧州議会に対して交渉結果に対する拒否権を与えるも

のであり，欧州議会の判断は交渉の成否に影響を及ぼすことになる。 
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 ここで，欧州議会は，様々な会派に分かれており，また，農業分野など特定の利益団体

等の利害を代表するグループも存在する。農産物貿易政策に対し影響を及ぼす可能性があ

るグループや会派としては以下のようなものがある。 

 

①農業グループ(5) 

 EU は農産物純輸出地域となったが，北米，南米，オセアニア地域，旧ソ連構成国等と

比較すると農業分野での競争力が弱く，基本的に農産物貿易自由化に反対の姿勢を示すこ

とが多い。農業グループは欧州議会における大勢力ではないが，最近では，農民が，投入

財コストの上昇を背景に，欧州各地で①環境規制強化と②FTA 締結に反対を訴えるデモを

行い，これが欧州議会で伸長する右派ポピュリズムと連動することを懸念した欧州議会に

おける最大会派の欧州人民党（EPP）に影響を与え，結果として農業分野における環境規

制が緩和されることになるなど，一定の政治的影響力を有している。 

 

②工業グループ(6) 

 分野ごと国ごとに競争力に違いがあることから一概には言えないが，輸出市場の拡大等

を目指して FTA 締結等を推進しようとすることが多く，農業グループと比較して貿易自

由化に前向きである。なお，相手国の工業品市場への輸入自由化を求めると，相手国から

は農産物の貿易自由化を求められることが多く，結果として農産物分野においても貿易自

由化を進めざるを得なくなるというのが EU における FTA 交渉の基本的な構図である。 

 

③環境グループ(7) 

環境グループは農業分野においても環境対策を強力に推し進めるべきと考えており，域

内の農業分野における環境対策については，環境対策の負担が重過ぎると批判的な農業グ

ループと厳しく対立してきた。しかしながら，環境グループは，域外各国の農業分野にお

ける環境対策は EU 以上に不十分であると考えており，これらの国からの農産物の輸入が

増大することになる FTA 締結等に対しては，農業グループと同様反対している。 

 

④右派ポピュリズム(8) 

 基本的に，移民や難民だけでなく，経済面においても強い国境を形成しようとすると言

われ（Financial Times, 2024i），国境と市場を閉ざす傾向にあると言われる（庄司，2018）

ことから，その影響力を考慮に入れる必要がある。なお，オランダでは農業グループとの

連携が見られたが，ポーランドでは連携しておらず，農業グループとの関係は加盟国ごと

に様々である。 

 

⑤左翼グループ(9) 

欧州議会において，FTA 締結への反対勢力は，環境グループ及び左翼グループだと言わ

れており（Financial Times, 2024l），その影響力を考慮に入れる必要があると考える。 
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４）EU加盟国議会 

EU と加盟国の共管の項目が含まれる FTA（（合合協定）については，欧州議会の批准に

加えて EU 加盟国の議会の批准が必要である。しかしながら，農産物等のモノの貿易につ

いては EU の専管事項であって加盟国議会の批准を受ける必要がなく，実際に，EU 専管

の分野についてのみ EUの手続きが終了すると暫定的に適用することになる場合が多いの

で，EU 加盟国議会の大きな影響は及ばないと考えられる。 

 

（３）EUの対応：農産物貿易政策：多面的機能関係 

本項では，前項で挙げたアクターについて，昨年 6 月上旬に実施された欧州議会選挙を

経て勢力図にどのような変化があったのか，それが EU の多面的機能に係る農産物貿易政

策にどのような影響を及ぼしているのか，そして実際の EU の行動がどのように変化して

いるのか，変化していないのか等について検討する。検討対象は，主としてメルコスール

との FTA とする。このメルコスールとの FTA は，締結されると EU がこれまで締結した

FTA の中で最大の市場規模を創出することになり経済的な影響が大きく，また，メルコス

ール加盟国は EU と比較して農産物分野の競争力が強い一方で，EU はメルコスール加盟

国の環境政策が EU と比較して緩いと問題視していることもあって，農産物貿易政策に関

してアクター間の考え方の違いが大きく，争点が明瞭に映し出されている。なお，交渉が

締結最終段階まで長年にわたって紆余曲折して難航してきており，今後の EU の貿易政策

の変化の方向性を示す試金石ともいえると考える。 

 

１）各アクターの影響 

貿易政策に限らず，現在の欧州政治の主流をめぐる対立は，移民対策や人権問題をめぐ

るものもあるものの，決定的な対立は環境政策をめぐるもので，環境グループと欧州のラ

イフスタイルを維持したい右派ポピュリズムの衝突であると言われる（Financial Times, 

2024g）。欧州議会選挙においては，この両者の勢力図に変動があった。前回の 2019 年の

結果と比較して，右派ポピュリズム政党が全体の 5 分の 1 から 4 分の 1 へ議席数を伸ばし

た。一方で，環境グループは 2019 年の 71 議席から 52 議席に減らし，前々回の 2014 年

と同じ議席数となった。 

環境グループは，前述のとおり，基本的にメルコスールとの FTA 締結には反対の姿勢

を取っている。その理由は，これまで強化してきた EU 域内の環境規制と比較してメルコ

スール加盟国の環境規制が弱く，FTA を締結すると EU レベルの環境規制を守らずに生産

された農産品の輸入が増大するというものである。ここで EU 域内の環境規制に関しては，

欧州議会の主流である EPP は，昨年，欧州議会選挙において右派ポピュリズムが伸長す

ることを懸念して，既に欧州議会選挙前に環境規制を緩和している。農業分野については，

域内各国に農薬制限目標を定めるよう求めた指令を撤回し，農家に補助金を交付する CAP

の要件を緩和したほか，温暖化効果があるメタンガスについて，農業分野での排出削減目
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標の導入も見送っている。欧州議会選挙において，環境グループの議席数が減少し，一方

で環境政策に反対する右派ポピュリズムの議席数が伸びており，更なる環境政策の後退の

可能性もあるが，フォンデアライエン委員長は，欧州議会において環境グループの支持を

得て再選されており，同委員長が欧州議会で承認を求める際の誓約においては（（European 

Commission (2024b)）欧州のグリーン・トランジションは継続するとしている（stay the 

course on Europe’s green transition）。ただし，新規にクリーン産業ディール（Clean 

Industrial Deal）を提言し，農業から工業までより多くの投資が必要であるとして，新規

に競争力基金（European Competitiveness Fund）を提案するなど，環境規制を強化する

より，グリーン・トランジションを促す振興政策を強化する方向に変わってきている。少

なくとも当面，環境規制が後退することはあっても，強化されることはなさそうである。

このような域内の環境政策は，域外の国における環境規制への要求水準を下げることにつ

ながり，ゆえに FTA 締結に対する反対も緩和する可能性があると考えられる。 

一方で，欧州議会選挙において大きく勢力を伸ばした右派ポピュリズムは，フランスに

おける右派ポピュリズムの国民連合（RN）は新規の FTA に反対するとしているが，右派

ポピュリズムの掲げる政策はバラバラであるとされ（Financial Times, 2024i），欧州の右

派ポピュリズムは統一会派を組んでいるわけではない。また欧州の右派ポピュリズムは，

農業分野を始めとして環境基準を緩和することには熱心であるが，域外において環境基準

を執行することには興味がほとんどなく，特に保護主義者というわけではないと言われる

（Financial Times, 2024l）。したがって，欧州議会での極右の伸長による貿易政策への影

響は大きくないのではないかと考えられる。 

左翼は，健康，農家及び気候を犠牲にして大企業の利益を優先するものであるとして反

対している（（The Left in the European Parliament, 2024）。ただし，欧州議会選挙におけ

る議席数の変化はほとんどないものの，大勢力ではない。 

農業グループは，農産物加工分野など輸出に熱心な分野もあるものの，特にメルコスー

ルとの FTA については，メルコスール加盟国が農業大国であり締結により農産物の輸入

が増えることが懸念されるので，締結に強く反対している。なお，メルコスールとの FTA

締結交渉における特に大きな争点は，フランスとブラジル間での食肉に係る貿易自由化で

あるとされる（日本経済新聞, 2024）。 

一方で，工業グループは，自動車を始めとして，化学製品，医薬品，その他工業品の輸

出増が期待できること，また希少金属等重要原材料の安定的な供給を図る上でも重要であ

るとして，全体としては締結することを強く求めている。 

以上，欧州議会における各アクターの考え方及び欧州議会における勢力の変化を極大雑

把にまとめると下表のとおりである。それぞれの会派の大きさや欧州議会選挙における増

減を考慮に入れると，賛成派と反対派の勢力はほぼ拮抗しているのではなかろうか。 
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第１表 各アクターの考え方等 

 農業グループ 工業グループ 環境グループ 右派ポピュリ

ズム 

左翼 

基本的な姿勢 反対 賛成 反対 中立的 反対 

議会での勢力

等 

・欧州議会に

おいて大勢

力ではない 

・欧州委員会

に参画 

・欧州議会選

挙で中道右

派の EPP は

議席数を増

やす（＋） 

・欧州委員会

に参画 

・欧州議会選

挙で議席数

を減らす 

・欧州委員会

に参画 

・欧州議会選

挙で議席数

を増やす 

・なお欧州委

員会への参

画は限定的 

・欧州議会に

おいて大勢

力ではない 

・欧州委員会

に参画せず 

資料：筆者作成。 

 

次に，閣僚理事会を通じて反映されることとなる各国の意向を見てみたい。FTA につい

ては，少なくとも人口の 35%以上を占める４か国以上の反対があれば承認されないことと

なる。 

まず，EU 加盟国の 2 大国である仏独の状況を見てみると，EU の主要国であるフラン

スのマクロン大統領は，昨年前半においては，農家への財政支援を増やすことを求めつつ

も（Financial Times, 2024a），上記のとおり FTA 締結を促進するとしていた。しかしな

がら，国内で勢力を伸ばす右派ポピュリズムの RN が反対しており，農家によるデモが続

くせいもあるのか，メルコスールとの FTA に対しては反対を強く表明している。なお，こ

の反対については，貿易協定に対するフランスの伝統的なパフォーマンス的な反対とは異

なって，本物（genuine）であるとも評されている（Financial Times, 2024s）。 

一方で，ドイツのショルツ首相は，引き続きメルコスールとのものを含め FTA を推進す

べきとの立場である。 

 その他の国はどうであろうか。昨年 9 月に 11 か国の EU 加盟国がメルコスールとの

FTA を締結するよう求めている（（Financial Times, 2024o）。一方で，オーストリアが反対

し，アイルランドやオランダも賛成していない。ポーランドは，国内の工業界はこの FTA

を支持していることを認めつつ，我々にとっての優先事項は農業市場の保護になったとし

て，協定をブロックすることを試みるとしている。イタリアは，反対するかどうかは公表

していないが，FTA を締結するに当たっては農家への補償を求めているとされる

（Financial Times, 2024y）。 

 

２）欧州委員会の行動：FTA調印 

 以上のように，各アクターの考え方を見ると，欧州議会，加盟国（（閣僚理事会）ともに，

明確に賛成派が多数であるとは言えず，賛否両サイド間での激しい議論が絶えない状況で

あったが，昨年 12 月，最終的に欧州委員会はメルコスールとの FTA を締結している。 
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元々「深い」FTA により経済的，政治的統合を進めてきた EU にとって FTA は政治経

済の基盤であり，また，米国と比較して GDP に占める貿易の割合が高い EU にとって，

国際貿易を促進して欧州の経済力・政治力を維持・強化するために FTA を締結すること

は重要であった（（Financial Times, 2025c）。また，中国が南米と接近し，一方で EU と中

国との間で緊張が増してきている中で，メルコスールとの FTA 締結は仲間づくりのため

地政学的な重要性も増してきていた。これが欧州委員会をして，域内の抵抗が強いにもか

かわらず農業大国が集まるメルコスール相手に FTA を締結する決断をした理由であると

考えられる。なお，EU はメルコスールとの FTA を締結後，更に，EU への農産品の輸出

増も予想されるメキシコとの FTA を締結し，また，マレーシアとの FTA 交渉を再開して

いる（Financial Times, 2025b）。このように，EU において，WTO に比較して次善の策

ではあるものの，自由貿易体制を象徴する FTA を締結することは重要であるという考え

方は根強いものであると考える。 

ここで，EU の市民一般の意識を見ておきたい。2024 年初頭に実施された世論調査

（Eurobarometer）では，EU 加盟国の市民の 10 人に 6 人以上が国際貿易から利益を得て

いると考え，この割合は 2019 年の調査から増えている。また，国際貿易における EU の

役割に対する強い支持がうかがえ，74%の市民は，加盟国の貿易利害を守るために，EU は

加盟国が自ら行動するより効果的であると考えている（European Commission, 2024a）。

このように，EU 市民は，FTA 反対を訴える農家デモに対しては日常生活に支障をきたす

可能性もあるにもかかわらず寛容であり同情的でもあったが，農業グループと異なって，

国際貿易に対しては肯定的に捉えていることが伺える。このような EU 市民一般の意識も

欧州委員会の意思決定に影響を与えているのではなかろうか。 

 

３）欧州委員会の行動：今後の域内調整 

今後のプロセスであるが，上記のとおり，フランスほか複数の加盟国が反対しており，

閣僚理事会の承認は確実とはいえない。また，欧州の農業団体と環境団体は，既に協定へ

の反対のために動員するとしており（（Financial Times, 2024y），賛成派が圧倒的とは言え

ない欧州議会で批准を取り付けることも簡単ではないだろう。 

 

ここで，第 1 項で述べた（「埋め込まれた自由主義」の考え方に基づくと，FTA に反対す

る域内の各アクターの理解を得るためには，（「福祉政策」を充実させることが重要になって

くる。 

昨年春先の農家デモに対し，フランス，ポーランドその他の東欧諸国の農業大臣は，こ

れを鎮めるために CAP の増額を求めている（Financial Times, 2024b）。また，マクロン

大統領は，農家のデモに対し，農家に対してより財政支援することを誓うことで反動を鎮

めようとしたとされる（（Financial Times, 2024a）。イタリアは，上記のとおり今般のメル

コスールとの FTA 締結に当たって，農家への補償を求めている。 
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一方で，欧州委員会が依頼して作成された Draghi (2024)においては，農業分野に限定

しているわけではないが，生産性成長と社会的包摂（social inclusion）は手をつないで進

む必要があるとして（これまで）政策決定者はグローバリゼーションが及ぼしたとされる

社会的結果，特に労働収入への影響に対して鈍感過ぎたとしている。 

 

 以上のように，農業分野への補助金を充実させることへの加盟国からの要請は増してき

ており，これら要請を欧州委員会も認識しているが，一方で EU の財政事情は非常に厳し

く，増額することも難しそうである。 

 まず，歳入面で，EU の財源を増やすことは非常に困難な状況である。現在，EU の財源

の 3 分の 2 以上が国民総所得（GNI）に応じて加盟国から徴収されるものであるが，各加

盟国の懐事情等を考えるとこれを増やすことは非常に困難である（Financial Times, 

2024d）。EU 加盟国にとって，特にウクライナ戦争が勃発している現在，NATO による軍

事安全保障は最重要の政策課題である。2024 年末現在，北米及び欧州諸国中心に 32 か国

で構成される NATO に EU 加盟国 27 国のうち 23 か国が加盟しているところ，NATO 加

盟国は GDP 比 2%としている防衛費の目標（2024 年末現在この目標を達成している国は

32 か国中 23 か国）を 2030 年までに 3%に引き上げることを検討しているが（Financial 

Times, 2024aa），トランプ大統領からは更に 5%に増やすことを求められていて

（Financial Times, 2024ab），EU 加盟国の防衛費負担は増えるばかりである。EU におい

てリーダーシップが期待されてきたドイツ及びフランスは，それぞれ景気が悪い上に，政

治的に大きく合乱している。更にフランスの財政状況は悪化して国債の評価がギリシャを

下回ったとされる。EU への拠出金の増額は期待できない。 

なお，新型コロナ復興基金として，一時的に EU としての共通債務による基金が造成さ

れたことがあるが，EU 財政への純拠出国の抵抗は大きく，これまでのところあくまでも

一時的な措置とされている。 

一方で，支出面では，EU の優先課題は，European Commission (2024b)に見られるよ

うに，産業競争力の強化対策，デジタル移行対策及びこれと関連するがグリーン・トラン

ジション対策並びに防衛力強化である。グリーン・トランジション対策については，農業

分野も含まれているが，あくまでもグリーン・トランジションに必要なものに限定されよ

う。第 2 節で述べたように，食料安全保障面で懸念を抱えていない EU において，仮に

WTO 等の国際協定との整合性を確保することができたとしても，一般的な農業振興策を

増額させることは困難であろう。FTA 締結のための「福祉政策」として必要だとしても，

グリーン・トランジション対策に必要なもの等の条件が付けられることになるのではなか

ろうか。 

EU 本部が所在するブリュッセルで影響力のあるシンクタンクの Brugel は，国境をまた

ぐインフラ，イノベーション補助，EU における環境公共投資，国際的な気候変動資金及

び国際的なパートナーシップへの支援といった EU の優先分野への財源を生み出すため，
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加盟国の共同支出（co-funding）を導入することにより CAP への割り当て割合を削減すべ

きと提言している（Brugel, 2024）。 

実際に，フォンデアライエン委員長は，世界のライバルと比較して競争力の改善が遅い

状態を改革するため，EU からの補助金を加盟国の経済改革に条件づけることを提起し，

具体的には結束基金及び CAP に条件を課すことに利点があるとしていた（Financial 

Times, 2024e）。フォンデアライエン委員長の諮問を受け，農食分野，市民社会，地方のコ

ミュニティ及び学会といった利害関係者が作成し昨年 9 月に発表されたレポート

Strategic Dialogue on the Future of EU Agriculture (2024)では，財源面で，環境対策へ

の移行を支援するため移行基金（Just Transition Fund）を CAP の外に設けるとし，ま

た，地方の景観や生物生息を回復するため CAP の外に nature restoration fund を設置す

るとしているものの，一方で，CAP 本体は，より目標を絞って提供すべきとしている。ま

た，新任の農業担当委員も，EU には多くの政治的優先事項があり，CAP 予算は増えるこ

とはないだろうと述べている。そして，農地面積を基礎とした支払いから完全に離れるこ

とはないものの，分配を変えることが最も重要な見直しとなるとして，大きな農業ビジネ

スではなく，低収入の農家に分配することを進めるとして選択と集中の方針を示している

（Financial Times, 2024z）。 

 

４．まとめ 

 

以上，EU の農産物貿易政策の動きについて，食料安全保障政策や多面的機能政策とい

う視点から，主として各方面の対立する要請が明瞭に現れているメルコスールとの FTA交

渉等に焦点を当てて検討してきた。 

食料安全保障政策に関しては，世界情勢が大きく変動し，それにつれて希少金属貿易等

他分野においては変化が見られる中にあっても，EU においては，国内生産重視論と国際

貿易重視論の間での変化は見られなかった。 

一方で，多面的機能政策に関しては，農業グループ，環境グループ，左翼の反対にもか

かわらず，欧州委員会は，メルコスールとの FTA を締結するという判断を行っており，こ

の面でも大きな変化は見られない。ただし，今後，この FTA が発効するには，EU 側では

閣僚理事会の承認や欧州議会の批准が必要であり，（「埋め込まれた自由主義」の考え方を踏

まえると，域内調整のための補助金等による支援を増強することが要請される。しかしな

がら，EU や EU 加盟国は産業競争力強化のための予算や防衛費など他の優先政策事項を

数多く抱えており，農業予算を増額することには大きな困難が伴うと考えられ，選択と集

中が求められることになろう。 

EU においては，ちょうど次期中期予算の議論が始まる時期であり，EU は，米国のトラ

ンプ政権の政策の動向や，ウクライナ加盟交渉も念頭に置きつつ，難しい調整を図り，落

としどころを探っていくことになると考えられる。フォンデアライエン委員長の出身母体

で欧州議会の最大会派である EPP は，自会派から農業委員を出すことにこだわっていた
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と言われるが（Financial Times, 2024m），あるいはこの困難な調整を想定してのことか

もしれない。 

 

 

注 

 

(1) 今日では EU において「多くの農業政策課題は，貿易，環境，公衆衛生，エネルギー及び財政の課題と結びついて

きており，共通農業政策（CAP）は狭い分野的な性格（narrow sectoral character）を失ってきている」（Roederer-

Rynning, 2015: 196）と言われる。 

(2) EU の農産物貿易政策が EU 域内外から受ける多様な影響については，羽村(2024)を参考にされたい。 

(3) EU における食料安全保障政策は FAO の定義を前提にしたものであると考えられるが，本稿においては特に穀物

等の量的確保に焦点を当てている。 

(4) 近年世界各国の国際貿易制度への信頼感がますます低下している状況については，羽村(2024)を参考にされたい。 

(5) 本稿においては，中道右派（欧州人民党（EPP：Group of the European People’s Party, Christian Democrats)），

中道リベラル（欧州刷新（RE : Renew Europe Group））及び中道左派（欧州社会民主進歩同盟（S&D：Group of 

the Progressive Alliance of Socialists and Democrats in the European Parliament））の議員のうち，欧州の農家

や農業団体の利害を代表してその利害を強く主張する者を農業グループと捉えることとする。 

(6) 本稿においては，中道右派，中道リベラル及び中道左派の議員のうち，欧州の工業界や工業団体の利害を代表して

その利害を強く主張する者を工業グループと捉えることとする。 

(7) 本項においては，緑の党・欧州自由連盟（Greens/EFA：Group of the Greens/European Free Alliance）を環境グ

ループとして捉えている。 

(8) 本項においては，欧州保守改革グループ（ECR：European Conservatives and Reformists Group）及び主権国家

の欧州（ESN : Europe of Sovereign Nations）に属する議員を右派ポピュリズムと捉えている。 

(9) 本項においては，欧州統一左派連合／北方緑の左派（The Left : The Left Group in the European Parliament – 

GUE/NGL）に属する議員を左翼グループと捉えている。 
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第２章 英国の農業・食料部門を取り巻く諸課題 

―環境と生産の両立，労働等に着眼して―(1) 

 

桑原田 智之  

 

英国においては，従前 EU 加盟国として EU の共通農業政策（Common Agricultural 

Policy; CAP） に基づき農業政策が展開されてきたが，EU からの離脱後は，2020 年 11 月

に制定された英国農業法 2020（Agriculture Act 2020）に基づき，新たな農業政策への移

行が進められている（同法等で示された EU 離脱後の英国農業の方向性等については桑原

田（2021）参照）。 

英国においては，連合王国構成国であるイングランド，ウェールズ，スコットランド，

北アイルランドに対して農業政策の立案等は権限委譲されており，各構成国においてそれ

ぞれ異なる農業政策の展開が図られている。 

本稿においては，まず第１節において，2024 年に発足した労働党政権に引き継がれた英

国における新たな農業政策の方向性について概観する。続いて第２節では，環境重視の新

たな政策体系の導入と農業生産の両立との観点から，政府，主要政党，環境・農業団体の

見解について整理するとともに，環境的な土地利用と食料生産に係る土地利用とのトレー

ドオフの実際について確認する。続いて，農業支援予算の推移（第３節），ELM の課題（第

４節）を論じた上で，第５節では，環境課題と同様に，食料安全保障・食料生産に圧力を

与え続けていると英国政府により認識されている労働の課題について論述する。 

 

１．英国における新たな農業政策の方向性 

 

英国全体のうち，農地面積において約 5 割，農業所得において約 7 割を占めるイングラ

ンドに特に着眼すると，新たな農業政策への移行は，2021 年 1 月 1 日から 2027 年末まで

の農業の移行期間（agricultural transition period）を通じて実施されており，この期間を

通じて，CAP 下での主要な農業支援手段である直接支払いを段階的に縮小の上廃止し，「公

的資金を公共財に（public money for public goods）」の考え方の下で，環境土地管理

（Environmental Land Management; ELM）スキーム等の導入が進められている。 

EU からの離脱後の新たな農業政策の展開における直接支払いの取扱いやその他の支援

施策の実施状況は各構成国において相違しており，直接支払いについては，イングランド

及びウェールズにおいては徐々に縮減の上で廃止，スコットランドにおいては少なくとも

近い将来においては，簡素化しつつ存置，北アイルランドにおいては，経営体へのセーフ

ティネット提供と，効率性・競争力の阻害要因とならないこととの間でいかにバランスを

取るかとの観点から見直しが図られている。これら各連合王国構成国における政策展開の

相違等に係る詳細は，桑原田（2019）における第３表（連合王国構成国におけるデカップ
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ル所得支持政策への評価），第４表（連合王国構成国におけるデカップル所得支持見直しの

方向性），第５表（連合王国構成国におけるデカップル所得支持政策見直しの時間軸）等を

参照。 

 イングランドにおいて，直接支払いの縮減・廃止に伴い，直接支払いに代わり農業支援

の大部分を占める形で徐々に導入の拡大が進展している ELM スキームは，その主要な構

成要素として，持続可能な農業インセンティブ（Sustainable Farming Incentive; SFI），

カントリーサイド・スチュワードシップ（Countryside Stewardship; CS），景観回復

（Landscape Recovery）の 3 要素が挙げられる（第１表）。 

イングランドにおける農業支援は，この ELM スキームに係る施策のほか，農業の生産

性向上，技術革新，研究開発，家畜の健康・福祉向上のための助成等が行われている（ELM

やその他の農業支援施策に係る詳細は桑原田（2021）第９表等参照。なお，農業の移行期

間開始時点と比べて，第１表のとおり ELM の構成要素に変化が生じていることに留意が

必要である）。 

 

第１表 ELM を構成する主要 3施策の概要 

 

資料：Coe（2024）, Defra（2024a）を基に筆者作成。 

 

２．環境重視の新たな政策体系導入と農業生産の両立 

 

このようにイングランドにおいては，農業生産を行う農業経営体の収支を直接に下支え

する直接支払いの縮減・廃止や，環境重視の支援施策である ELM の導入等で特徴づけら

れる新たな政策体系の導入が展開されている。 

一方で，英国にとって農産物・食品の主たる輸入元である EU からの離脱に伴う英国・

EU 間の非関税障壁出現，また，近年においては，ロシアによるウクライナ侵攻等の国際

情勢を踏まえて，英国における食料の調達リスクが従前に比べて高く意識されるようにな

り，英国内においても食料安全保障，農業生産への関心が以前に比べ高まっている。英国

政府は，国内におけるこのような関心の高まりを受け，EU からの離脱後の新たな農業政

ELMの施策名 概要

持続可能な農業インセンティブ
(Sustainable Farming Incentive)

・食料生産と並行して自然環境を維持・向上させる持続可能な農業方法を採用・維
持する農業者に対して行われる支払い。具体例として、土壌の質の改善、生垣の植
栽。

カントリーサイド・スチュワード
シップ(Countryside Stewardship)

・農地において先進的な環境保全に取り組む農業者・土地管理者を支援することを
目的として、特定の場所、地物(features)、生息地に関連して、より的を絞った活
動に対して行われる支払い。
・自然の生息地の保護・強化、水質保全、生物多様性の滋養に資する複合的で長期
的なプロジェクトに対して資金を提供する。
・「カントリーサイド・スチュワードシップ・プラス」を通じて、土地管理者に対
して、地域全体の活動を連携させるための追加的なインセンティブが付与される。

景観回復(Landscape Recovery)

・自然環境を強化するための、オーダーメイドの長期的かつ大規模なプロジェクト
に対して行われる支払い。
・生物多様性滋養、景観保護、環境に係る課題への対処を行う重要な機会を農業者
に提供。
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策の下で，（英国内で必要となる食料のうち）国内で少なくとも 60％の生産が確保され続

けるようにするとの方針を示した（Defra, 2024b）。 

このような中で，環境重視の支援施策である ELM の導入等で特徴づけられるイングラ

ンドの新たな農業政策に関しては，特に農業生産と環境の両立において，政府・主要政党・

関係団体においてどのような見解が有されているのであろうか。本節ではこの点について

論述する。 

 

（１）農業生産と環境の両立に係る英国政府の見解 

2024 年 12 月に英国政府が公表した英国食料安全保障レポート 2024（United Kingdom 

Food Security Report 2024）においては，ELM に代表される農業環境スキーム（Agri-

environmental schemes; AES）と食料生産との関係について，以下のとおり述べられてい

る。同レポートは，保守党政権下で導入された ELM 等の政策体系について，労働党政権

下で食料安全保障との関係で見解が表明されるものであり注目が必要と考えられる。 

a. AES が食料生産に与える様々な影響を解明するためには，更なる研究が必要である 

b. AES のうちいくつかの施策は，被覆作物(2)への支援など持続可能な食料生産（手法）

を支援する直接的な対策を通じて，食料生産に対して直接的な影響を与える。土壌

の健全性を向上させることで，洪水や干ばつに対する強靭性を高め，それゆえに，異

常気象の期間においても英国国内の食料生産を守ることに貢献する。AES のそれ以

外の施策は，自然のレジリエンスを強化させることを通じて食料生産に対して間接

的な効果を有する施策が存する。 

c. AES は，農業者が生産性の低い土地で収入を得られるようにすることで，農業者や

土地管理者が食料生産だけでなく環境にも貢献できるよう支援している。これには，

動植物種や受粉媒介者をサポートする野草牧草地の生成も含まれる。 

d. 場合によっては，環境的な土地利用と食料生産に係る土地利用との間にトレードオ

フが生じることもある。土地の種類は，（筆者注：このトレードオフにおいてどのよ

うな土地の利用形態を採用するかについて）決定要因の一つとなる。 

 

 このように英国政府は，農業生産と環境の両立に関して，ELM に代表される AES は，

持続可能な食料生産（手法）の支援，自然のレジリエンス強化，環境に資する土地管理の

維持等を通じて，直接・間接に食料生産に（正の）効果を有するとしつつ，場合によって

は，環境的な土地利用と食料生産に係る土地利用との間にトレードオフが生じることもあ

るとの見解を示している。 

 

（２）農業生産と環境の両立に係る主要政党の見解 

主要な政党における，農業生産と環境の両立に係るスタンスを確認すると，総じて，両

立の重要性への認識において各党ともに共通しており，これを実現する手段について，保

守党政権下で導入されている ELM を中心とした農業支援施策を活用すること，そして，
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予算措置がより手厚くなることで，この両立がより図られるとの考え方で一致している。 

以下では，農業生産と環境の両立に係る主要各党の見解を論述する（第２表は，農業生

産と環境の両立に係る主要各党における見解を整理したもの）。 

 

１）両立に係る保守党の見解 

2024 年 7 月の総選挙に際しての保守党マニフェスト（Conservative and Unionist 

Party, 2024）においては，「イングランドにおいては，ほぼ半数の農業者が ELM スキーム

に参加し，食料安全保障と持続可能な農業への投資に最適な支援施策を選択している」と

した上で，2024 年に始まる議会会期（2024-29 年）において，英国全体で 10 億ポンドの

農業支援予算の増加方針を示し，この予算措置の増額により，「農業者は，ELM への取組

維持に加え，国内の食料生産促進のために追加的に提供される補助金を活用することが可

能になる」，高地農家などを含む「全ての農業者にとって，私たちの計画が機能するよう，

これまでの取組を基盤として構築する」との考えを示している。 

このように，保守党は，ELM 等，同党政権下で導入された新たな農業支援施策を基盤

としつつ，食料生産促進のための支援措置を充実させることで，農業生産と環境の両立を

図る考えを示している。 

 

２）両立に係る労働党の見解 

労働党が 2023年に公表した政策文書（National Policy Forum Final Policy Documents） 

（Labour Party, 2023）においては，「農業と環境保護は相互補完的な優先事項

（complementary priorities）であり，労働党はその両方が支援されることを保証する」と

述べられている。また，同政策文書において，「より多くの国産の持続可能な食品が購入，

製造，販売されるようにすることを保証し，公共調達目標を通じて全国の農業者を支援す

る」と公約している。同党は，2021-22 年度，2022-23 年度における農業支援予算不足を

批判し，「不足している資金を農業者に対して開放し，環境スキームからの資金を受けやす

くする」と公約した。 

また，2024 年 7 月の総選挙に際しての労働党マニフェスト（Labour Party, 2024）にお

いては，①食料安全保障は国家安全保障であり，であるからこそ，環境を守りつつ英国の

農業を支援すること，②公共部門全体で購入する食料の半分を地元で生産されたもの，又

は，より高い環境基準を満たすものとする目標を設定すること，③ELM を農業者と自然の

ために機能させること等が示された。 

このように，労働党は，農業と環境保護は相互補完的な優先事項であり，その両方が支

援されることを保証するとの考え方を示した上で，その実現に向けては，保守党政権下で

導入された ELM スキームを活用する方針を示し，当該スキームから農業者がより多くの

資金提供を受けることが可能となるよう措置を講じることを示している。 

 

３）両立に係る自由民主党の見解 
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自由民主党は，2023 年に公表した政策文書（Policy Paper - Food and Farming 

Autumn Conference 2023） （Liberal Democrats, 2023）において，ELM スキームや

その他の農業支援スキームを改革し，持続可能な食料を生産しながら一方で，公共財を提

供するという農家の重要な役割を支援する旨を表明している。同党は，60％以上の農業者

が現在以上の「大きな経済的リターン」を受けることが可能となることを保証するとして

いる。同党は，新たな農業政策における支払いの多くが公共財を提供するコストをカバー

する上で十分でないと見込まれることを考慮し，農業支援に年間 10 億ポンドを追加する

よう求めている。 

このように，自由民主党は，農業者による食料生産と公共財提供について双方ともに重

要な役割である一方で，現在の農業支援施策は農業者が公共財を提供する上でのコストを

十分にカバーできていないとの認識を示した上で，農業生産と環境の両立の実現に向けて

は，ELM やその他の農業支援施策の改革，予算増額を図ることで，農業者の収入増加を図

る方針を示した。 

 

第２表 農業生産と環境の両立に係る主要政党の見解 

 

資料：Conservative and Unionist Party(2024), Labour Party(2024), Labour Party(2023), Liberal Democrats(2023)

を基に筆者作成。 

 

（３）農業生産と環境の両立に係る環境団体，農業団体の見解 

農業生産と環境の両立に関して，主要政党間では方向性における大きな相違は確認され

ていないが，環境団体，農業団体等の関係団体においては，どのような考え方が有されて

いるのであろうか。この点について，環境団体と農業団体はともに，2020 年 11 月の英国

農業法 2020 の制定に際して，環境改善のために農業者に対して支払いを行うという同法

見解

保守党

・ELM等、保守党政権下で導入された新たな農業支援施策を基盤としつつ、食料生産促進のた
めの支援措置を充実させることで、農業生産と環境の両立を図る考え
・「イングランドにおいては、ほぼ半数の農業者がELMスキームに参加し、食料安全保障と持
続可能な農業への投資に最適な支援施策を選択している」
・「(農業支援予算措置の増額により)農業者は、ELMへの取り組みを維持するだけでなく、国
内の食料生産を促進されるために追加的に提供される補助金を活用することが可能になる」

労働党

・農業と環境保護は相互補完的な優先事項(complementary priorities)であり、その両方が支
援されることを保証するとの考え方を示した上で、その実現に向けては、保守党政権下で導入
されたELMスキームを活用する方針を示し、当該スキームから農業者がより多くの資金提供を
受けることが可能となるよう措置を講じる
・「より多くの国産の持続可能な食品が購入、製造、販売されるようにすることを保証し、公
共調達目標を通じて全国の農業者を支援する」
・「(2021-22年度、2022-23年度における農業支援予算は不足しており)不足している資金を農
業者に対して開放し、環境スキームからの資金を受けやすくする」

自由民主党

・農業者による食料生産と公共財提供について双方ともに重要な役割である一方で、現在の農
業支援施策は農業者が公共財を提供する上でのコストを十分にカバーできていないとの認識を
示した上で、農業生産と環境の両立の実現に向けては、ELMやその他の農業支援施策の改革、
予算増額を図ることで、農業者の収入増加を図る
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の広範な目的を支持した。しかし，より具体的に農業生産と環境の両立に係る農業団体，

環境団体の見解を確認すると，両者間には明確な相違が見受けられる(3)（第３表は，両団

体の見解を比較したものである）。 

 

１）両立に係る環境団体の見解 

環境団体は，農業支援への新たなアプローチに対しておおむね肯定的なスタンスであり，

農業生産と環境の両立も図られるとの考え方を示している。例えば野生生物トラスト

（Wildlife Trusts）は，「公的資金を公共財に」という概念を支持し，（ELM 等の）新たな

支援スキームが，野心的で，適切に導入される限り，これらの支援スキームは「変革的

（transformational）」であり，国が必要とする食料を生産する一方で，種の回復や気候変

動の影響を緩和することができる「自然肯定的な（nature positive）」農業セクターを創出

することができるとしている。 

このように環境団体からは現行の支援施策の下での両立に関して肯定的な見解が示さ

れる一方で，農業団体からは異なる見解が示されている。 

 

２）両立に係る農業団体の見解 

英国最大の農業団体である英国農業者連合（National Farmers' Union; NFU）は，英国

農業法 2020 の制定に際して，「食料生産と環境への配慮は手を取り合うもの」であるとす

る同法の認識を歓迎した。しかし，その後新たな農業政策が具体的に展開される中で，①

「食料生産への支援は環境に対する支援と同等水準のものであるべき」（2024 年 2 月，

NFU の前会長バターズ氏），②「食料生産と食料安全保障には（高い）優先順位が置かれ

るべきであり，政治家は「自国の食料生産能力を無視し，必要な食料を他国から輸入する

だけではいけない」」（2024 年総選挙における NFU のマニフェスト「Farming for Britain’s 

Future」） （National Farmers Union, 2024a），③世界的な食料価格の変動，気候変動の

圧力，労働力不足が農業者の間における「信頼の危機」につながっており，2024 年におけ

る直接支払いの削減中止を実施すべき（2024 年 5 月）等，両立の実現に向けては，農業生

産に対して，予算等を通じたより手厚い政策措置を講じるべきとの主張が確認される。 
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第３表 農業生産と環境の両立に係る農業団体，環境団体の見解 

資料：Marshall,J. and Mills-Sheehy,J (2021)を基に筆者作成。 

 

（４）両立に貢献する農業手法 

環境に係る持続可能性と食料生産に両立する農業手法として，英国食料安全保障レポー

ト 2024 においては，有機農業，不耕起農法(4)，低耕起農法，アグロエコロジー(5)，アグロ

フォレストリー(6)等の手法が挙げられている（Defra, 2024c）。 

同レポートにおいては，有機農業について，化学肥料や農薬の散布，抗生物質の定期的

な動物への給餌は認められておらず，動物福祉の基準も高いことから，生産性は慣行農法

よりも低くなる傾向にある一方で，輪作などの適切な土地管理によって環境への害を減ら

し，土壌の健全性を向上させ，長期的な持続可能性を高めることが指摘されており，長期

的な視点で環境に係る持続可能性と食料生産の両立を図る等の観点から有用な手法と位置

付けられていると考えられる。 

英国において有機農業面積がピークに達したのは 2008 年であり，その後減少して 2018

年に最低水準となったが，当該期間における大幅な減少の要因としては，2008 年頃の世界

金融危機による経済的不調に伴う有機産品への需要減少，EU の CAP の下での有機農業・

有機産品への支援スキームの不透明化が挙げられるという（Defra, 2024c）（第１図は，英

国における有機農業面積の推移を示したもの）。 

 直近の数値をみると，2023 年には，英国の総農地面積に占める有機農業の割合は 2.9％

を占め，完全に有機農業に転換された農地と転換中の農地の合計面積は 49 万 8,000 ヘク

タールとなっている。2020 年から 2023 年にかけて，英国の有機農業面積は約 50 万ヘク

タールでほぼ横ばいの状況にある。 

このように，有機農業面積が，近年において横ばい，長期でみると減少傾向にある理由

として，英国政府は，経済の不確実性，農場出荷価格への圧力，さらに有機関連事業への

投資に対する農業者等の自信の欠如を反映しているとしている（Defra, 2024c）。 

これらの課題に対処するためには，英国農業法 2020 でも規定されているように，農業・

⾷料サプライチェーンにおける透明性と公平性の確保等を通じた農場出荷価格への圧力低

減，ELM 等農業支援施策を通じた適切なインセンティブ設計，支援水準の検討等が必要に

見解

野生生物トラス
ト(Wildlife

Trusts)

・「公的資金を公共財に」という概念を支持。
・(ELM等の)新たな支援スキームが、野心的で、適切に導入される限り、これらの支援
スキームは「変革的(transformational)」であり、国が必要とする食料を生産する一方
で、種の回復や気候変動の影響を緩和することができる「自然肯定的な(nature
positive)」農業セクターを創出することが可能。

英国農業者連合
(NFU)

・食料生産と環境保護は「表裏一体」。食料生産への支援は環境に対する支援と同等水
準のものであるべき(2024年2月、NFU前会長ミネット・バターズ氏)
・食料生産と食料安全保障には(高い)優先順位が置かれるべき。政治家は「自国の食料
生産能力を無視し、必要な食料を他国から輸入するだけではいけない」(2024年総選挙
におけるNFUのマニフェスト)
・世界的な食料価格の変動、気候変動の圧力、労働力不足が農業者の間における「信頼
の危機」につながっている。2024年の直接農家支払いの削減を中止すべき(2024年5月)
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なると考えられる。 

 

 

 

第１図 英国における有機農業面積の推移（単位:100 万 ha） 

資料：Defra（2024d）を基に筆者作成。 

 

（５）環境的な土地利用と食料生産に係る土地利用とのトレードオフ 

英国食料安全保障レポート 2024 においても，「場合によっては，環境的な土地利用と食

料生産に係る土地利用との間にトレードオフが生じることもある」と述べられているよう

に，イングランドにおける ELM の導入状況の実際をみると，政府の想定以上の環境重視

への土地利用シフトが確認される側面が見受けられるとして，以下のような土地利用シフ

トに係る面積制限措置が講じられている。 

 

 １）ELMスキーム下での非農業生産用地への転換の加速，政府による面積制限 

農業の移行期間における直接支払いの縮減・廃止に伴い，ELM スキームの下で，農業者

が農地を農業生産以外の用途に転換する動きが加速している。例えば，2023 年に ELM の

主要構成要素の一つである SFI の支払いを申請した農業者の約 1％が，農地の 80％以上を

農業生産から切り離す活動に割り当てており，政府においてはこの動きは必要以上のもの

であるとの認識が有されている（Defra, 2024e）。 

このように，農業者が，ELM スキームへの参画を通じて，環境に係る成果に対する支払

いを追求するために，農業生産から土地を切り離すことへの懸念を受けて，政府は 2024 年

3 月，農業者が保有する農地面積の 25％以上において SFI 活動を実施した場合，「意図し

た目的を達成する可能性が低い」と考えられる SFI 活動には面積制限を設けることが発表

された（Defra, 2024e）。 
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転換中農地 204.3 66.0 52.7 86.0 149.1 119.4 50.8 20.6 31.3 35.7

完全転換農地 536.9 629.0 621.8 533.9 594.4 619.3 667.6 500.8 457.6 462.2

合計 741.2 695.0 674.5 619.9 743.5 738.7 718.3 521.4 489.0 497.9
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 ２）政府による面積制限に対する関係団体の見解 

この政府が設定した面積制限に対して，田園土地・事業協会（Country Land and 

Business Association; CLA）は，このように制限を設けることは，70％の農場を ELM に

参加させるという目標達成を遅らせ，「地球を守りつつ，食料を生産するという我々の能力

を妨げることになる」（Sim, 2024）として否定的な見解を表明している。 

他方で，農業団体である NFU は，当該制限設定について，食料生産と環境の保護・強

化との「より大きなバランスを達成するためのもの」であるとして（Narional Farmers 

Union, 2024a），同設定を歓迎する旨を表明している。 

 

本節で確認したように，環境重視の新たな政策体系の導入と農業生産の両立に関しては，

英国政府は，ELM に代表される AES は，持続可能な食料生産（手法）の支援，自然のレ

ジリエンス強化，環境に資する土地管理の維持等を通じて，直接・間接に食料生産に（正

の）効果を有するとしつつ，場合によっては，環境的な土地利用と食料生産に係る土地利

用との間にトレードオフが生じることもあるとの見解を示している。実際に，ELM の下で

想定以上の環境重視への土地利用シフトが起きているとして，土地利用転換に係る上限設

定の動きも見られる。 

また，主要政党，関係団体の見解を確認すると，農業生産と環境の両立の重要性への認

識自体は一致している。また，ELM 等の農業支援施策を通じて，この両立の実現を図るこ

と自体への認識も英国政府の認識と一致しているが，現行の支援規模では，農業者が ELM

の実施コストをカバーできない等として，予算措置の増額が必要との指摘がみられる。 

農業生産と環境の両立に向けては，土地利用転換に係る制限等に加えて，予算措置の規

模が論点となっているところであり，このことを踏まえて，次節では，農業支援に係る予

算措置の推移を確認することとする。 

 

３．農業支援政策に対する予算措置の推移 

 

 英国においては，EU からの離脱の時点で政権を担当していた保守党政権から，2024 年

7 月の総選挙を経て労働党政権へと政権移行が行われた。この間で農業支援予算において

どのような推移が確認できるかについて本節で論述する。 

 

（１）保守党政権（2024 年 7 月まで）下における農業支援予算 

 EU からの離脱後の農業支援予算の推移について確認すると，EU からの離脱時点にお

いて政権を担当していた保守党政権は，2019 年から 2024 年の国会期間中，農業支援支出

を CAP 下と同水準の年間約 24 億ポンドにすることを約束した（Defra, 2023）。 

しかし，2024 年 9 月に公表された「農業・農村プログラム年次報告書 2023 年 4 月 1 日

-2024 年 3 月 31 日（Farming and Countryside programme annual report  1 April 2023 

to 31 March 2024 ）」（Defra, 2024f）に基づき実際の支出額を確認すると，イングランド
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における農業支援支出は，2023-24 会計年度において，EU からの離脱（2020 年 2 月 1 日）

以降最低水準まで減少した。より具体的には，同会計年度の農業支援支出総額は 2020-21

会計年度に比べ 3.13 億ポンドの純減であり，内訳をみると，直接支払いは 7.75 ポンドの

減少，ELM は 3.73 億ポンドの増額となっている。直接支払いと ELM が必ずしも 1 対 1

に対応する代替関係にあるわけではないが，この総額の純減分については，EU からの離

脱後，新たな支援策である ELM 等がまだ導入の途上状況にあることを示していると見る

ことも可能であろう（第２図は，EU からの離脱後の保守党政権下における農業支援予算

の推移を示したもの）。 

 

 

 

第２図 イングランドにおける農業予算の政策分野別支払い実績（単位:100万ポンド） 

資料：Defra（2024f）を基に筆者作成。 

 

（２）労働党政権（2024 年 7 月以降）下における農業支援予算 

労働党が 2023年に公表した政策文書（National Policy Forum Final Policy Documents） 

（Labour Party, 2023）においては，EU からの離脱時点に比べて減少した農業支援予算

（第２図）に関して，2021-22 年度，2022-23 年度における農業支援予算が不足している

と批判し，「不足している資金を農業者に対して開放し，環境スキームからの資金を受けや

すくする」との考え方を示した(7)。 

2024 年 7 月の労働党への政権移行後，実際に，英国財務省が 2024 年 10 月 30 日に公

表した秋季予算 2024（Autumn Budget 2024）（HM Treasury, 2024）によると，農業支
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援への年間配分について，2024-25，2025-26 年度は，年間 24 億ポンドとすることが示さ

れ，これは EU からの離脱直後の年度である 2020-21 年度の水準（24.50 億ポンド）に近

い水準である。 

 なお，支出の内訳をみると，保守党政権下の農業政策の移行と同様に，直接支払いを徐々

に縮減の上廃止し，ELM 等へ移行する内容となっており，2024-25 年度において農業支援

全体に占める直接支払いの割合は 30％程度であり，残りの支出のほとんどは，ELM 等を

通じて，環境，動物福祉，気候に係る支援スキームへ支出されることとなっている。 

 

 本節で確認したように，2024 年 7 月に開始された労働党政権の下で，2024-25，2025-

26 年度の農業支援予算は，EU からの離脱時点と同水準の規模まで回復されることが予定

されている。この予算規模の下で，農業生産と環境の両立に向けて，農業者・土地管理者

による今後の土地利用選択等がいかなる動態となるか，引き続き注視が必要であると考え

られる。 

 

４．環境土地管理(ELM)スキームの課題 

 

ここまで，ELM を中心とした環境重視の新たな政策体系の導入と農業生産の両立，ELM

等農業支援予算の推移等について確認してきたが，イングランド政府において導入が進め

られている ELM 自体についての課題も指摘されている。本節では，この点について論述

する。 

 

（１）農業者への迅速な資金提供の必要性 

 直接支払いの資金が英国の農業者の経営体の収入に占める割合は高く，特にこの割合は，

高地など条件不利地域の農業者において高い。直接支払いの縮減に伴い導入されている

ELM スキーム等の資金提供が農業者に対して迅速に行われない場合，直接支払いの縮減

に伴う収入減少をカバーするために，農業者，特に直接支払いへの依存度が高い条件不利

地域の農業者は，食料生産を増産することで，直接支払いによる収入減少を補填
ほ て ん

せざるを

得ない事態となる可能性がある。このような事態が生じる場合には，生物多様性，気候変

動に対するレジリエンス，景観等環境上の価値へ負の影響を及ぼすリスクがあると指摘さ

れている（White, 2024）。ELM の政策効果を最大限発揮させるとともに，経営体の経営に

係る持続可能性を確保するために，農業者への迅速な資金提供の必要性が課題の一点目と

して挙げられる。 

 

（２）環境上の成果確保に向けた集団的行動確保の必要性 

 ELM スキーム導入後，近年，ELM への農業者の参加が大幅に促進されていると指摘さ

れているが，この一方で，土地管理への断片的なアプローチ，つまり農場全体の統合の代

わりに，孤立した行動が生み出されるリスクもあると指摘されている（White, 2024）。こ
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れは，政府が ELM への農業者の参加を促進する際に，より広範でシステマティックな変

化ではなく，農業者個々人の慣行に焦点を当てていることから有されている懸念である。

これにより，英国農業が必要としている野心的な農業生態学的改革が危うくされている可

能性があるとの指摘がなされている（White, 2024）。例えば，有機農業のような全農場的

なシステムは，相乗的に，個々の行動による便益の集計よりもより大きな便益を（総体と

して）生み出すような協調した活動・行動が求められる。しかし，より広範でシステマテ

ィックな変化ではなく，農業者個々人の慣行に焦点が当てられることで，断片的な行動を

促進することとなり，ELM は，相乗的に生み出される多層的な利益の達成を逃すことにな

りかねない（White, 2024）。ELM は，環境に対してどの程度の影響をもたらしたかという

成果に基づき支払いが行われる仕組みであり，普及（intake）では十分でなく，達成され

た環境に係る成果への強力な評価が必要である（White, 2024）。 

これらのことから，政府が農業者による ELM への参画を促す際に，支援スキームの要

件，評価基準等を工夫することを通じて，環境上の成果確保に向けた集団的行動確保を図

ることが必要であり，これが第二の課題であると考えられる。 

 

（３）測定可能な成果の創出，政府資金の長期的なコミットメント確保 

 有意義な生態系の変化を実現するには，ELM スキームによる測定可能な成果の創出，政

府資金の長期的なコミットメント確保が必要である。環境に係る成果については，景観の

維持・向上をはじめ，客観的で測定可能な評価手法の確立・評価の実施等において困難を

伴うものが多いと考えられる。実際に，ELM に基づく環境に係る成果の創出については，

現在進行形で，政府，関係機関等による検証が進められている。 

例えば，俯瞰的には，大規模なモニタリング・プログラムの下で，ELM 開始前と後の二

時点で，現場サンプル（field sample）と地球観測データの両方を収集し，時間経過に伴う

環境変化を把握した上で，ELM による環境上の変化としての成果を示すには長期間を要

することから，短期的成果を検証するために影響モデルを使用して，ELM に基づく環境に

係る成果の検証が行われている（Defra, 2024c）。 

また，より実地的には，Natural England(8)が，イングランドにおいて実施されている農

業環境スキームに関してそのモニタリング・評価を行った結果として刊行した年次報告書

（NERR138 Agri-Env Evidence Annual Report 2023）（Defra, 2024g）において，農業環

境スキームの効果と影響に関するエビデンスが提供されている。この中で，例えば，CS の

有効性と文化的価値の把握を試みた調査（Assessing the effectiveness and cultural 

capital value of options HS1 and HS8 - LM04125）の結果を見ると，当該 CS 施策は，土

地管理者において特に評価が高く，社会的，環境的，経済的に望ましい成果をもたらして

いるとされている。Waygood（2024）に基づき，この成果を整理したものが第４表である。 

 このように CS 施策を始め ELM の成果測定は，そのエビデンス蓄積が図られている途

上にあり，これらの取組の結果，客観的で測定可能な評価手法の確立や評価の実施への信

頼度が高まり，それにより，政府資金の長期的なコミットメント確保が図られることが期
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待されるところであろう。 

 

第４表 農業者の伝統的な建物を維持する CS施策の社会的・環境的・経済的成果 

 

資料：Waygood（2024）を基に筆者作成。 

 

５．農業労働力と食料生産 

 

ここまでは，主として，環境重視の政策・土地利用へのシフトや，これらと農業生産の

両立等について論じてきた。しかし，英国食料安全保障レポート 2024 において指摘され

ているように，国内外における気候変動，生物多様性喪失，水に係る安全性の喪失は食料

安全保障のリスクを増大させるとともに，英国における労働力不足は，国内の食料生産に

対して圧力を与え続けている（Defra, 2024c）との現状がある。かかる状況を踏まえて，

本節では，2024 年 7 月に発足した労働党政権において示された農業労働に係る政策方針

やそれへの農業団体の見解等について論述することとする。 

 

（１）2024 年総選挙における主要政党マニフェスト 

2024 年総選挙に際して，労働党マニフェストにおいては季節労働者を含む農業労働に

関して特段の言及が行われなかった。一方，保守党マニフェストにおいては，「食料安全保

障を維持するために必要な労働力を確保しながら農業部門を支援するとともに，自動化へ

の明確な投資を行い，農業・食品部門のキャリアとスキルを促進しながら 5 年間のビザ段

階的縮減制度（five-year visa tapered scheme）を通じて季節労働者への依存から脱却す

る」（Conservative and Unionist Party,2024）と，保守党としては，主として外国人労働

者により構成される季節農業労働者に対しては依存度を縮減していく政策方針が示された。   

以下では，2024 年 7 月に発足した労働党政権において，農業労働分野に関して示され

た政策方針等について論述する。 

 

（２）労働党政権において示された農業労働に係る政策方針 

2024 年 7 月，英国政府に対して移民政策に係る助言を行う移民助言委員会（Migration 

成果(outcomes)

社会

・農業者の伝統的な建物は、人目につきやすく、一般の人々にとってアクセスしやすい。こ
れによって、一般の人々と、歴史的・自然的な環境の関わりが可能になる。
・CSにより、農業者の伝統的な建物を農業用として維持されることで、CSに参加する農業者
の農業のアイデンティティを確認することに役立つ。

環境
・CSにより、地域の景観特性、特徴、歴史的機能が維持・強化される。
・また、CSにより、野生生物のねぐらや巣作りのための生息地が提供・改善される機会が提
供されることで、生物種に恩恵を与えることが可能となる。

経済
・CSにより、農業者の伝統的な建物を農業用として活用を続けることで、地域の工芸技術の
保全や適切な経験を積み重ねた地域の労働者の保全を通じて、地域経済を支えることが可能
となる。
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Advisory Committee; MAC）は，農業部門等において導入されている季節労働ビザに関し

て検証を行った上で，当該ビザを通じた労働力確保については，「短・中期的に国内の食料

生産量を現状レベルに維持するために明らかに必要である」とする報告書を公表した

（Migration Advisory Committee, 2024）。 

この報告書で示された助言を受ける形で，英国政府は，2024 年 10 月 21 日，季節労働

者ビザの有効期限が 2025 年まで延長されることを決定し，園芸分野では合計 4 万 3,000

人，家禽分野では 2,000 人の季節労働者ビザが同年において利用可能であることを示した

（Defra, 2024h） 。 

2025 年における季節労働者ビザに係る決定に関して，Defra は，「高品質な英国産農産

物を市場に供給するために必要な労働力と技能を確保できるようになる」との考え方を示

すとともに，ザイクナー（Zeichner）食料安全保障・農村地域担当閣外大臣による，「英国

政府は，食料安全保障が国家安全保障であることを認識しており，これは食料及び農業ビ

ジネスを支援することによってのみ達成できる」，「2025 年の季節労働者ビザ割当てを確

定することで，生産者は将来を見通すことができ，事業を成長・発展させるために必要な

労働力を確保できるようになる」との声明を紹介している。 

季節農業労働者スキームの 2025 年までの延長に関しては，既に 2024 年初めに既に保

守党政権においては確認されていた方針であったが，労働党政権においては，これまで当

該延長に関して認める旨の方針は示されてこなかった。このことから，労働党政権下で示

される政策方針が注目されてきたところである。 

 

（３）英国政府の方針に対する農業団体の見解 

この英国政府の方針に対して英国最大の農業団体である NFU は，季節農業労働者の割

当てに係る政府方針を歓迎しつつ，業界に確実性をもたらすには，長期的な計画が依然と

して必要であるとの見解を示している（National Farmers Union, 2024c）。 

 具体的には，NFU のブラッドショー（Bradshaw）会長は，今般の英国政府の決定は，

「園芸及び家禽
か き ん

業界にとって「救い」となり，次年の計画を立案することが可能になる」

としつつ，「農業や栽培業は年ごとの生産サイクルで動いているわけではなく，何年も先の

事業運営を計画している」，労働力の問題は「成長の大きな障害であり，新政権の重要な使

命であ」り，「養鶏及び園芸部門は成長を望んでいるが，それを実現するには長期的な確実

性が必要」であると述べ，農業部門の安定的な事業運営のためには，労働力の確保が重要

な課題である旨を主張している。 

 英国においては，移民政策全体の方向性としては，農業部門を含め，外国人非熟練労働

者の受入れに対して制限的な政策が導入されており，季節労働者の受入れは例外的な措置

として導入されているものである。保守党政権下で提唱されていたように，自動化・機械

化，英国人未活用労働力の活用等を通じて，長期的には外国人の季節労働者への依存を低

下させる方向で政策が運営されていくのか注視が必要であると考えられる。 
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６．おわりに 

 

英国においては，EU からの離脱後，ELM の導入等環境重視の土地利用への農業政策体

系の転換が進められてきた一方で，近年ではロシアによるウクライナ侵攻等を踏まえて，

英国内においても食料安全保障，農業生産への関心が以前に比べ高まっている。このよう

な中で英国政府は，（英国内で必要となる食料のうち）国内で少なくとも 60％の生産が確

保され続けるようにするとの方針を示した（Defra, 2024b）。 

本稿では，このような状況を踏まえて，環境重視の新たな政策体系導入と農業生産の両

立に関して，政府，主要政党，環境・農業団体の見解を確認するとともに，環境的な土地

利用と食料生産に係る土地利用とのトレードオフの実際と政府の対応策等について論じた。

また，両立に向けて論点となっている予算措置を確認するとともに，ELM 自体の有する課

題について論述した。その上で，環境課題と同様に，食料安全保障・食料生産に圧力を与

え続けているとして英国食料安全保障レポート 2024 においても指摘されている労働力の

確保について労働党政権の直近の政策，これへの農業団体の見解等について確認した。 

環境問題等地球規模の課題解決の必要性が存すると同時に，食料に係るサプライチェー

ン，物価高，外交・移民政策の変化に伴う労働力不足等，英国の農業・食料分野を取り巻

く課題は多岐に及んでいる。これらの課題及び課題解決への取組は類似した課題を有する

日本へも示唆を与えるものと考えられ，引き続き英国に係る動向に注視が必要である。 

 

 
(1) 本研究の一部は，JSPS 科研費（24K01861，代表：東山寛北海道大学農学研究院教授）の助成を受け

たものである。具体的には，第 ５ 節の記述に当たっては，同科研における外国人労働者の受入れ等に関

する議論等を踏まえて，関連情報の収集・整理，記述等を行った。 

(2) 土壌浸食や雑草の発生を防ぐために，畑地や休閑地などに植える作物の総称。 

(3) 両団体間の比較に関しては，Marshall,J. and Mills-Sheehy,J (2021)を参照して執筆。 

(4) 農作物を栽培する際に土壌を耕さずに種を播く農法。耕起作業を省略することで，省エネルギー，作

業時間の短縮，生物多様性の保全等の効果を期待することが可能。 

(5) エコロジーの概念を農業に応用することと捉えることが可能。具体的には，例えば，気候変動の緩和

につながる農法を推進するだけでなく，農地周辺の自然環境，農業従事者や地域社会との関わり増大につ

ながる農法の推進を指すと考えられる。 

(6) 農業と森林を掛け合わせた概念であり，一つの土地に農作物と樹木を一緒に植え，植物同士や生態系

の相互作用によって，農業と林業・畜産業を同時に行うことを指すと考えられる。 

(7) 一方，保守党は，2024 年総選挙に際してのマニフェストにおいて，2024 年に始まる議会会期(2024-

29 年)において，英国全体で 10 億ポンドの農業支援予算増加を行うとの方針を示した。 

(8) 政府外公共機関（Non Departmental Public Bodies; NDPB）の一つで，Defra からの資金提供を受け

イングランドの自然環境の確保のために活動する団体。 

 

［引用文献］ 

 

Coe, S. (2024) New approaches to farm funding in England, House of Commons Library. 

https://commonslibrary.parliament.uk/new-approaches-to-farm-funding-in-

 



第２章 英国の農業・食料部門を取り巻く諸課題（桑原田） 

- 16 - 

 

england/#:~:text=How%20much%20is%20spent%20to,was%20around%20%C2%A32.33%20billion. 

Conservative and Unionist Party (2024) The Conservative and Unionist Party Manifesto 2024 

https://public.conservatives.com/static/documents/GE2024/Conservative-Manifesto-GE2024.pdf 

Department for Environment, Food and Rural Affairs (Defra)(2023) Applications start for Sustainable 

Farming Incentive 2023. https://www.gov.uk/government/news/applications-start-for-sustainable-

farming-incentive-2023 

Defra (2024a) Budget 2024: maintaining momentum. 

 https://defrafarming.blog.gov.uk/2024/10/30/budget-2024-maintaining-momentum/ 

Defra (2024b) Biggest upgrade to UK farming schemes introduced by the Government since leaving 

the EU.  

https://www.gov.uk/government/news/biggest-upgrade-to-uk-farming-schemes-introduced-by-the-

government-since-leaving-the-eu 

Defra (2024c) United Kingdom Food Security Report 2024.  

https://www.gov.uk/government/statistics/united-kingdom-food-security-report-2024 

Defra (2024d) Organic farming statistics 2023: United Kingdom. 

https://www.gov.uk/government/statistics/organic-farming-statistics-2023/organic-farming-

statistics-2023-united-kingdom 

Defra (2024e) Why we’re putting area limits on some SFI actions.  

https://defrafarming.blog.gov.uk/2024/03/25/why-were-putting-area-limits-on-some-sfi-actions/ 

Defra (2024f) Farming and Countryside programme annual report 1 April 2023 to 31 March 2024. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/media/66e06dba44b517b5cc5e2665/FCP_AG_ACT_2024.pdf 

Defra (2024g) Assessing the effectiveness and cultural capital value of options HS1 and HS8 - 

LM04125.  https://sciencesearch.defra.gov.uk/ProjectDetails?ProjectId=20724 

Defra (2024h) Government provides certainty to horticulture and poultry businesses. 

 https://www.gov.uk/government/news/government-provides-certainty-to-horticulture-and-poultry-

businesses 

HM Treasury (2024) Autumn Budget 2024 fixing the foundations to deliver change. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/media/672b98bb40f7da695c921c61/Autumn_Budget_2024_

Print.pdf 

Labour Party (2023) National Policy Forum Final Policy Documents.  

https://labourforelectoralreform.org.uk/wp-content/uploads/2024/04/WR-366_23-NPF-final-report-

for-Conference-v10-UPDATE.pdf 

Labour Party (2024) Change Labour Party Manifesto 2024.  

https://labour.org.uk/wp-content/uploads/2024/06/Change-Labour-Party-Manifesto-2024-large-

print.pdf 

 

https://www.gov.uk/government/statistics/united-kingdom-food-security-report-2024
https://assets.publishing.service.gov.uk/media/66e06dba44b517b5cc5e2665/FCP_AG_ACT_2024.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/media/672b98bb40f7da695c921c61/Autumn_Budget_2024_Print.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/media/672b98bb40f7da695c921c61/Autumn_Budget_2024_Print.pdf


農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第 10 号（2025.3） 

- 17 - 

 

Liberal Democrats (2023) Policy Paper - Food and Farming Autumn Conference 2023. 

https://fleet.libdems.org.uk/001b000000Q0N3G/conference/papers/autumn-2023/policy-paper-food-

and-farming 

Marshall,J. and Mills-Sheehy,J (2021) Agriculture subsidies after Brexit Having left the EU, the UK 

is now free to design its own agricultural policy to replace the EU’s Common Agricultural Policy 

(CAP), Institute for Government.  

https://www.instituteforgovernment.org.uk/article/explainer/agriculture-subsidies-after-brexit 

Migration Advisory Committee (2024) Seasonal Worker visa review.  

https://www.gov.uk/government/publications/seasonal-worker-visa-review 

National Farmers Union (2024a) Farming for Britain’s Future.  

https://www.nfuonline.com/media/liqfgd5s/election-manifesto-farming-for-britains-future-final-

dec23.pdf 

National Farmers Union (2024b) Six SFI actions to be capped to 25% of land.  

https://www.nfuonline.com/updates-and-information/six-sfi-actions-capped/ 

National Farmers Union (2024c) Government confirms Seasonal Worker visa route for 2025. 

https://www.nfuonline.com/updates-and-information/seasonal-workers-scheme-visa-allocation-

confirmed/ 

Natural England (2024) NERR138 Agri-Env Evidence Annual Report 2023. 

https://publications.naturalengland.org.uk/publication/5416943646146560 

Sims, M. (2024) CLA responds to Defra cap on SFI actions Introducing caps may delay target of getting 

70% of farms in land management schemes, CLA says, Country Land and Business Association.  

https://www.cla.org.uk/news/cla-responds-to-defra-cap-on-sfi-actions/ 

Waygood, U. (2024) Agri-environment schemes work: Natural England’s latest findings, Defra. 

https://defrafarming.blog.gov.uk/2024/08/20/agri-environment-schemes-work-natural-englands-

latest-findings/ 

White, W. (2024) What does the government's farming budget mean for Environmental Land 

Management?, Sustain.   

https://www.sustainweb.org/blogs/nov24-farming-budget-elms/ 

桑原田智之(2019) 「英国における WTO 上の「デカップル所得支持」について―WTO 交渉・英国の EU

離脱等を踏まえた構成国ごとの動向，横断的考察―」農林水産政策研究所『プロジェクト研究[主要国

農業戦略横断・総合]研究資料』10. 

https://www.maff.go.jp/primaff/kanko/project/attach/pdf/190300_30cr10_08.pdf 

桑原田智之(2021) 「英国の「農業法 2020」等に基づく新たな農業政策の展開―農業の生産性・活力向上

と持続可能性の両立に向けて―」農林水産政策研究所『プロジェクト研究[主要国農業政策・貿易政策]

研究資料』5.  

 

https://www.maff.go.jp/primaff/kanko/project/attach/pdf/190300_30cr10_08.pdf


第２章 英国の農業・食料部門を取り巻く諸課題（桑原田） 

- 18 - 

 

https://www.maff.go.jp/primaff/kanko/project/attach/pdf/210331_R02cr05_04.pdf 

桑原田智之(2022) 「サプライチェーンの強靭性における労働と環境―英国における食料安全保障と新た

な農業・環境関連政策の展開―」農林水産政策研究所『プロジェクト研究[主要国農業政策・貿易政策]

研究資料』9.  

https://www.maff.go.jp/primaff/kanko/project/attach/pdf/220331_R03cr09_02.pdf 



農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第 10 号（2025.3） 

 

- 1 - 

 

第３章 ドイツにおける健康的な食品摂取と食意識・食環境 

 

飯田 恭子・丸山 優樹・山本 祥平・伊藤 紀子 

 

１．はじめに 

 

持続可能な食料システムの構築が課題となる中，本研究は，消費者がどのような食品を

摂取したいと考えているのかを理解したうえで，消費者ニーズに合う食品の供給を促す政

策を検討することに主軸を置いている。筆者らが所属する研究チームは，消費者の食意識，

社会・経済的環境，食環境を理解し，それに伴っていかなる食料消費行動がとられている

のかを分析するため，世界8か国（セネガル，ケニア，中国，インド，米国，アルゼンチン，

フランス，ドイツ）の都市に暮らす消費者を対象としたアンケート調査を実施した(1)。 

調査結果に基づき，丸山ら（2024a；2024b）が多国間分析を行ったところ，先進国・途

上国のいずれにおいても「安全性」「栄養」が重視され，「環境影響」「伝統性」「公平性」

が軽視されていた。ケニアとドイツに関しては，「健康的な食」に焦点を当てた調査結果の

分析も国別に行った（伊藤ら，2024；飯田，2025）。本稿は，ドイツの調査結果に基づき，

健康的な食品摂取と食意識・食環境に関して分析するものである。 

 

２．研究方法 

 

本研究では，2024 年 1 月から 3 月まで，世界 8 か国の都市に暮らす消費者を対象とし

たアンケート調査を実施した。ドイツ調査では，2024 年 1 月にハンブルク，ケルン，フラ

ンクフルト，ミュンヘンに居住する 20 歳から 69 歳までの男女 211 人から回答を得た(2)。

ドイツにおける調査方法は，調査会社のモニターに対する Web 調査とした。 

世界 8 か国共通の調査票は，次の①から⑦までの調査項目により構成した。 

①食品全般に対する食意識（消費者選好）（Lusk and Briggeman, 2009） 

②消費者の置かれた社会・経済的環境(3) 

③食品全般に対する食環境の諸側面のうち，アクセス可能性（居住地において食料品を

購入する店舗・施設と飲食店がどの程度に存在するか）（Yamaguchi et al., 2019） 

④「健康的な食」と「エシカル消費」に関連する 5 つの食品（1.野菜・果物，2.ウルト

ラ・プロセスド・フード（Pagliai et al., 2021），3.地域産，4.有機食品，5.食用昆虫）

に対する食環境の諸側面のうち，アクセス可能性と受容可能性（質と量の観点で納得

いく食品を入手できているか）（Gase et al., 2016）。 

⑤上記の 5 つの食品の摂取頻度と摂取理由 

⑥多様性得点（12 個の食品群の摂取頻度(4)）（熊谷ら，2003） 
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順位 属性 重視 軽視 差分

1 食味（その食品を食べることがどの程度五感に訴えるものであるか） 471 66 405

2 安全性（食品を摂取しても病気にならない程度） 383 62 321

3 価格（食品に支払われる価格） 338 158 180

4 栄養（脂肪、タンパク質、ビタミンなどの量と種類） 300 123 177

5 ナチュラル（食品が近代的な技術に頼らずに生産されている度合い） 250 154 96

6 環境影響（食品生産が環境に与える影響） 141 174 -33

7 原産地（農産物の生産地） 139 193 -54

8 公平性（食品の生産に関わるすべての関係者が等しく利益を得る度合い） 83 239 -156

9 外観（食品が魅力的に見える程度） 92 272 -180

10 利便性（食品の調理や消費のしやすさ） 91 435 -344

11 伝統性（伝統的な消費パターンを守る） 33 445 -412

⑦消費者の価値観（Schwartz and Sagiv, 1995, Lee et al., 2008） 

本稿では，ドイツの調査結果に基づいて，第 1 に，①食意識，②社会・経済的環境，③

食品全般のアクセス可能性について分析する。第 2 に，健康的な食を促すドイツの政策例

を示す。第 3 に，⑥多様性得点について分析する。第 4 に，飯田（2025）を参考に，健康

的な食（野菜・果物）と不健康な食（ウルトラ・プロセスド・フード：以下，UPF と記す）

に対する④アクセス可能性と受容可能性，⑤摂取頻度と摂取理由について分析する。 

 

３．集計結果 ―食意識，社会・経済的環境，食環境― 

 

（１）食意識（消費者選好） 

本研究では，消費者の食意識を捉えるため，Lusk and Briggeman（2009）を参考に，

消費者が食品を購入する際に意識する全11属性の消費者選好（Food Values）の相対的重要

度を調査した。全11属性は，ナチュラル（Naturalness），食味（Taste），価格（Price），

安全性（Safety），利便性（Convenience），栄養（Nutrition），伝統性（Tradition），原産

地（Origin），公平性（Fairness），外観（Appearance），環境影響（Environmental Impact）

である。アンケート調査では，ベストワーストスケーリング（Best worst scaling）という

手法を適用した。本手法では，全11属性中，5属性を選択肢として回答者に提示し「あなた

が食品を購入・飲食する際に『最も重視する項目(Best)』と『最も軽視する項目(Worst)』

をそれぞれ一つずつ選択してください」と尋ね，回答を得た。5属性の組み合わせを変えて，

質問と回答を繰り返し，合計11通りを調査した。 

調査結果に基づいて，全 11 属性の相対的重要度の順位を示したものが第 1 表である。各

属性が「重視」と「軽視」に選択された回数の差分を見ると，順位が高いのは，第 1 位「食

味」，第 2 位「安全性」，第 3 位「価格」，第４位「栄養」であった。本稿が分析する健康的

な食と関連する属性では，「安全性」と「栄養」が含まれていた。一方，順位が低いのは，

第 10 位「利便性」，第 11 位「伝統性」であった。 

 

第１表 食品全般に対する消費者選好 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。Lusk and Briggeman（2009）を参考に調査を実施。 
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ドイツにおける食意識（消費者選好，Food Values）に関しては，Hempel and Roosen

（2024）の先行研究がある。「2020 年 11 月と 2022 年 11 月に，ドイツ南部のバイエルン

州の消費者 1,000 人を対象にオンライン調査を実施したところ，この期間に，価格の相対

的重要度が高まっていた（筆者ら注：価格が第 4 位から第 2 位に上昇した）。同様に，価格

に敏感な層は，2020 年よりも 2022 年が大きくなった。一方，社会的影響を重視する層は，

2020 年よりも 2022 年がかなり小さくなった（筆者ら注：環境影響，原産地，公平性の相

対的重要度が低下した）。価格重視の傾向が強まる中，それに逆行すべく，持続可能な食料

消費に転換するための対策が求められている（Hempel and Roosen, 2024）」。 

Hempel and Roosen（2024）による 2022 年 11 月の調査結果では，全 11 属性の相対的

重要度の順位を見ると，順位が高いのは，第 1 位「食味」，第 2 位「価格」，第 3 位「安全

性」，第４位「ナチュラル」であった。一方，順位が低いのは，第 10 位「伝統性」，第 11

位「利便性」であった。本研究による 2024 年 1 月の調査でも，「価格」が第 3 位の結果と

なり，価格の相対的重要度が高い状況となっていた。 

Hempel（2024）によると，食品価格の大幅な上昇は，持続可能な食品を選択する消費者

の意欲を削ぐことにつながった。その背景には，2020 年以降の「COVID-19 のパンデミッ

クと 2022 年 2 月のロシアのウクライナ侵攻により，ドイツでは食料品価格の上昇が加速

し，2023 年 3 月には月間インフレ率が 21.2%に達した（Hempel and Roosen, 2024）」こ

とが挙げられる。 

 

（２）社会・経済的環境 

本研究のアンケート調査結果では，回答者（n=211。以下，回答者と記す）の主な職業

は，会社員が 41%，退職者が 15%，自営業が 10%，パート・アルバイトが 10%であった。

家族構成は，単身または 2 人世帯で未就学児童のいない家庭が 65%，3 人以上の世帯が 35%

であった。 

第１図の左側の点線枠に示すように，回答者の世帯収入（月額・手取り，以下も同様）

は，20 万円以上 60 万円未満が 54.5%を占めていた。ドイツ連邦統計局によると，世帯収

入が約 80 万円（5 千ユーロ）以上の家庭は全体の 22%を占める（2018 年現在）(5)。18 歳

未満の子どもがいる家庭の世帯収入は，約 88 万円（5 千 5 百ユーロ）が最も多い（Behrends 

et al., 2021）。一方，第 1 図の右側の点線枠に示すように，本研究の調査では，世帯収入が

80 万円以上の回答者は 13.8%を占めるのみで，統計と比較して少ない結果となった。 

ドイツ連邦統計局によると（Behrends et al., 2021;Tab.4），家計に占める食費の割合は，

平均で 13.3%である(6)。第２図の点線枠に示すように，本研究のドイツ調査の結果では，

世帯食費は，月額 2.5 万円から 10 万円未満までが回答者の約 6 割を占めた。筆者らは，多

国間調査の調査票を作成する際に，収入の 25%を食費に充てると想定し，食費に関する回

答の選択肢を設けた。本研究の調査結果は，食費が収入の 25%よりも低かった（所得の分

布を示す第１図と比較して，第２図は少額な方向に偏った）ことを鑑みると，統計（平均

で 13.3%）に即した結果で，一般性があると解釈できる。一方，理由は不明であるが，回
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答者の一部では，収入と食費が少なかった。 

以上，回答者の置かれた社会・経済的環境に関してまとめると，本稿が示す調査結果は

ドイツを代表するものではなく，家族構成が単身か 2 人，未就学児童がいない家庭，収入

と食費が比較的に低い世帯の消費者に偏ったものと言える。筆者らは，このサンプルの分

析は，経済的に弱い立場にある消費者が，健康的な食品摂取に関してどのような課題を抱

えているかを明らかにし，対応策を検討するうえで，有効と考えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 世帯収入の分布（月額・手取り） 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。1 ユーロが 161 円にて計算。 

注：「○○に相当」はドイツ連邦統計局（Behrends et al., 2021）が示す家族構成別の典型的な収入と照合したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２図 世帯食費の分布（月額） 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。1 ユーロが 161 円にて計算。 

 

（３）食環境（食品全般） 

食品アクセスは，消費者の置かれた食環境における重要な要素である。食品アクセスに

は，いくつもの側面があり，Yamaguchi et al.（2022）は先行研究の調査内容を5つの側面

に整理した（第２表）。本研究では，Yamaguchi et al.（2022：26, Tab.5）が整理した先行

研究の中から，食品アクセスと健康的な食（食品，食事）との間に有意な相関を見出した
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研究を抽出した結果，Yamaguchi et al.（2019）による「アクセス可能性」（第２表の番号

1）に関する研究，Gase et al.（2016）による「受容可能性」（第２表の番号4）に関する研

究を参考文献として，筆者らは調査票を作成した。 

 

第２表 食品アクセスの 5つの側面（Yamaguchi et al., 2022） 

番

号 
食品アクセスの側面 調査事項 

1 アクセス可能性 食品の供給源の場所と，その場所へ到達するうえでの容易さ 

2 利用可能性 健康的な食品の供給が十分であること 

3 購入可能性 費用に見合った価値があるという知覚や，食品の価格 

4 受容可能性 
地域の食環境の属性への態度，製品の供給が自分の基準を満たすかに関

する態度 

5 順応性 地域の食品の供給源が地域住民のニーズを受け入れ，適応していること 

資料：Yamaguchi et al.(2022)に基づき山本祥平が作成。 

 

第３表 居住地別回答数 

 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。 

第３図 食料品店と飲食店への移動手段（複数回答） 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。 
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アンケート調査結果では，都市の郊外に住む回答者が，中心部に住む回答者よりも，や

や多めであった（第３表）。丸山ら（2024b）によると，ドイツの回答者が主に利用する食

料品店と飲食店の数は，平均すると4.18であった。利用する店舗数が多い（4店舗以上）回

答者は53.6%，少ない（4店舗未満）回答者は46.4%を占めた。食料品店と飲食店への移動

手段は，徒歩が最も多く78.2%（複数回答），自家用車の利用も多かった（第３図）。移動時

間は，平均で13分弱（12.42分）であった。移動時間が短い（15分以下）回答者は82.0%，

長い（16分以上）回答者は18.0%であった。 

回答者の食事のとり方に関して，家庭内消費（中食を含む内食）と外食のどちらが多い

かを尋ねたところ，「家庭内消費が非常に多い」との回答者が54%を占めた（第４図）。日

常的に食料品を購入する店舗・施設の種類について尋ねたところ，スーパーマーケットを

利用する回答者が最も多く，全体の97.6%を占めた（第５図）。 

第４図 家庭内消費（中食を含む）と外食の頻度 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。 

注：回答者には，家庭内消費に中食が含まれることを調査票で示した。 

 

第５図 日常的に食料品を購入する店舗・施設の種類（複数回答） 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。1 ユーロが 161 円にて計算。 

注：数値は月額の世帯食費。 
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ドイツ連邦テューネン研究所が作成したアトラスを参照すると，車で 5 分以内に最寄り

の食料品店（専門小売店，スーパーマーケット，ディスカウントストアー等）に行ける人

は，ドイツ全体で 88％を占める。5 分以上 10 分以内に行ける人は 11％を占める。人口の

少ない地域では，20 分以上かかるケースがある（Neumeier and Osigus, 2024）。本研究の

アンケート調査の回答者が置かれた食環境は，ドイツの都市における一般的な食環境と言

える。 

以上をまとめると，回答者の居住地は都市の中心部と郊外がおよそ半々であった。回答

者は徒歩や自家用車で移動し，近場のスーパーマーケットを利用して食料品を購入してい

た（丸山ら，2024b）。移動手段に自家用車を利用する回答者（約 7 割）と，公共交通機関

や自転車を利用する回答者（約 3 割）との間には，利便性に違いがあると思われた（第 3

図）。しかし，回答者には，食品のアクセス可能性に対する大きな困難さは見られなかった。 

 

４．健康的な食品摂取を促す政策 

 

ドイツが加盟するEUは，持続的食料システムの構築では，環境（エコロジー），社会，

経済のすべての分野に戦略的政策課題があるとしている。人々の健康づくりは，社会の持

続性を高めるための諸課題の一つとして位置づけられている（DG-RTD, 2020）。 

 

（１）食品加工・流通業と政府との協定 

ドイツでは，糖尿病などの病気を減らすため，人々の体重過多の改善が課題となってい

る。連邦食料・農業省は（BMEL, 2020a），過体重や肥満は，幼少期に発症し，成人後も

続くことを問題視し，体重過多による病気を減らすことを目的に「調理済み食品中の砂糖，

脂肪，塩分に関する国家削減・革新戦略（NRI）」を2018年に策定した。加工食品に含まれ

る糖分，脂肪，塩分，カロリーを削減するため，食品製造業や小売業は2025年を期限とし

た目標を設定し，政府との協定を結んだ。対象となった食品は，清涼飲料水，加糖された

果汁入り飲料，朝食用シリアル，加糖の乳製品，冷凍ピザであった(7)。追加された時期に関

する記述はないが，第二回中間評価報告書では（BMEL, 2024a），2018年に検討中とされ

ていた加工肉とパンにも目標が導入されていた。 

 

（２）健康な食のための原材料と栄養素に関する情報提供 

消費者が健康的な加工食品を選ぶために必要な情報を提供すべく，EUの国々は，栄養ス

コア（ニュートリスコア）表示を導入してきた。栄養スコアとは，加工食品に表示される

任意のラベルである。ドイツは，2020年にフランスの制度を参考に(8)，栄養スコア表示を

導入した。EU規則「消費者への食品情報の提供に関する規則（EU No 1169/2011）」によっ

て義務付けられている食品情報の表示とは別途，栄養スコアは補完的に表示される。 

2024年に筆者らが実施したドイツのヘッセン州とバイエルン州におけるスーパーマーケッ

トと有機食品専門店の調査では，ソーセージやハムなどの加工肉，チーズなどの乳製品，
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菓子では，ほとんどの商品に栄養スコアが表示されていた。栄養スコアのラベルには，信

号機のような緑色，黄色，赤色をした定規のような図柄が描かれている。その尺度は，Aか

らEまでの5段階となっている。連邦食料・農業省によると(9)，Aに向かって増えていく栄養

成分や原材料は，食物繊維，プロテイン，果物，野菜，ナッツ，菜種油，クルミ油，オリー

ブ油である。一方，Eに向かってカロリー，飽和脂肪酸，糖分，塩分が増えていく。 

ドイツ連邦食料・農業省の調査では，買い物の際に，栄養スコアが表示された食品を見

たことがある回答者は，2021年に44%であったが，2022年に71%にまで増加した。2022年

の調査では，栄養スコアを参考に食品を比較している回答者は31%を占めた（BMEL, 2022a）。 

 

５．健康的な食品摂取に関する分析 

 

（１）食品群の摂取頻度 

 

１）多様性得点の分析結果 

本研究のアンケート調査では，熊谷ら（2003）に基づき一部改変した多様性得点指標を

用いた。本指標では，12個の食品群に対して，１週間における摂取頻度を「毎日」から「全

く食べない」の8段階で尋ねた。「毎日」を7点，「週に6日」を6点とし，以下同様に点数化

し，「全く食べない」を0点とした。加点式で計算し，最大84点とした。集計結果に基づき

計算し，その平均値を示したものが第6図である。 

摂取頻度の高い食品群は，「飲料（酒類を含む）」5.42点，「牛乳・乳製品」5.07点，「調

味料・油」4.94点，「果物」4.93点，「野菜類」4.8点，「いも類」4.8点であった。摂取頻度

の低い食品群は，「魚介類」1.67点，「豆類」2.48点，「卵」2.77点であった。いずれもタン

パク質を多く含む食品群である。ドイツでは，沿岸や一部の内陸地域を除いて「魚介類」

を日常的に摂取する習慣がなく，「魚介類」は高価でもある。伝統的な食文化では，多くの

地域において「豆類」が摂取されていたが，近年では見られなくなった。「卵」は比較的に

高価である。 
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第６図 12 個の食品群の摂取頻度（多様性得点） 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。 

 

ドイツ連邦食料・農業省の消費者調査では（BMEL, 2024b：11），特定の食品を毎日摂

取する回答者の割合は「果物・野菜（71%）」「ヨーグルトやチーズのような乳製品（58%）」

「甘い菓子，スナック菓子（26%）」「肉・ソーセージ類（20%）」「畜産品の代替食品とし

ての植物性食品（10%）」「調理済みの料理（1%）」「魚介類（1%）」「料理の出前や持ち帰り

（0%）」であった。ドイツ連邦の調査結果と本研究の調査結果は類似していることから，

本研究の調査結果（第６図）は，ドイツにおける食品摂取の特徴を示していると言える。 

筆者らの知る限り，ドイツでは，健康のために多様な食品を摂取するという議論は展開

されてこなかった。食品摂取に関する先行研究では，前述の「調理済み食品中の砂糖，脂

肪，塩分に関する国家削減・革新戦略（NRI）」（BMEL, 2020a）に示したように，体重過

多による病気（心疾患，糖尿病など）を予防するための方策が議論されてきた(10)。一方，

ドイツ連邦食料・農業省の消費者調査の調査票を，2015年から2023年までの期間で比較す

ると，摂取頻度を尋ねる食品群の種類が年々増加しているため，多様な食品摂取への関心

は，多少はあると思われる。 

 

２）ドイツの食生活と畜産品の消費 

ドイツの食生活と畜産品の消費については，飯田（2023）がドイツ滞在における観察に

基づいて考察しており，以下に引用する。 

「ドイツの食生活には，二面性がある。ドイツの人々は，平日は質素な食生活を，週末

や休暇は贅沢な食生活を送っている。 
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平日には，乳・乳製品及び若干の食肉製品を消費している。平日の朝食は，トーストと

ジャム，グラノラなどの雑穀，牛乳，ヨーグルトなどをとっている。昼食は，パン屋で購

入した黒パンなどに，主にスーパーマーケットで購入したチーズやハムを挟んだサンドイッ

チとりんごやバナナなどの果物を弁当にしている。黒パンは，乳酸発酵したライ麦パン，

全粒粉パンなど，地方によって異なる。昼食と同様に，夕食も，チーズやハム，ニシンの

酢漬けを黒パンにのせたオープンサンド，トマト，キュウリなどと質素である。 

週末や休暇には，家族や親戚，友人が集まって贅沢な料理を食べる。ホームパーティー

では，ソーセージや豚肉，牛肉，鶏肉のバーベキュー，牛肉のグリル料理が振る舞われる

ことが多い。街角には，精肉マイスターが近隣の地域から仕入れた畜産品を，量り売りで

販売する精肉店がある。（中略）しかし，近年では，地元の畜産品を扱う街角の精肉店が減

少傾向にある。消費者は精肉などの畜産品をスーパーマーケットで購入することが増えた

(11)。また，スーパーマーケットでは，畜産品とあわせて，植物性代替品が販売されること

が一般化した（飯田，2023）」。 

多様性得点の分析では，上記の観察を踏まえて，健康的な食品摂取の観点から気づいた

二つの点を以下に記す。第１に，食品への加糖の有無について，第２に，タンパク質を多

く含む12食品群以外の食品の摂取について記す。 

 

３）摂取頻度の高い食品への加糖の有無 

本研究の調査結果において摂取頻度が高かった食品群には，「調理済み食品中の砂糖，脂

肪，塩分に関する国家削減・革新戦略（NRI）」の対象食品が含まれている。例えば，「飲

料（酒類を含む）」には，NRIの対象食品である「清涼飲料水」や「加糖された果汁入り飲

料」が含まれている。また，「牛乳・乳製品」には，「加糖された乳製品」が含まれている。

これらの食品群の摂取に関して分析する際には，加糖された製品がどの程度含まれるかに

よって，健康への影響が異なってくることに考慮が必要である。 

 

４）タンパク質を多く含むその他の食品群 

調査結果では，タンパク質を多く含む「魚介類」，「豆類」，「卵」の摂取頻度が低かった。

ドイツ連邦食料・農業省によると，ドイツでは，食肉消費量も年々減少している（BLE, 2023；

飯田，2023：11-16）。同省が2020年に実施した消費者調査では（BMEL, 2020b:12），フレ

キシタリアンと呼ばれる，食肉はするが，意識して食肉を控えている回答者が55%であっ

た。同省の2024年の報告では（BMEL, 2024b:24-25），植物由来の畜産品の代替品を頻繁

に摂取する回答者は，2020年に29%，2024年に39%と増加した。2024年の調査結果では，

代替品を頻繁に摂取する回答者が，14歳以上29歳未満では58%を占めていた。一方，60歳

以上では24%と比較的に少ない結果であり，若者を中心に畜産品の代替品の摂取が普及し

ていた。 

ドイツでは，タンパク質の摂取について分析するうえで，本研究の調査で用いた多様性

得点の選択肢（12個の食品群）以外にも，「種子」と「ナッツ」が日常的に摂取されている
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ことを考慮する必要がある。例えば，ヒマワリ，ゴマ，カボチャ，ケシ，アサの実などの

「種子」，アーモンド，ヘーゼルナッツ，クルミ，カシューナッツなどの「ナッツ」は，そ

のまま摂取されたり，菓子やパン，シリアルの材料として摂取されたりしている。チアシー

ド，キヌアなどの「種子」も摂取されている。そのほか，畜産品の代替品(12)として，アー

モンドミルク，カシューナッツのチーズなどの「ナッツ」を原材料とする加工品も，豆乳

や大豆ミートなどの大豆由来の加工品と並んで摂取されている。 

 

（２）健康的な食品と不健康な食品の食環境 

 

１）調査の範囲 

本研究では，「野菜・果物」を健康的な食品と位置づけ，「ウルトラ・プロセスド・フー

ド（UPF）」を不健康な食品と位置づけて，消費者の置かれた健康的な食品と不健康な食品

の食環境（アクセス可能性，受容可能性）(13)に関して調査した。アンケート調査では，野

菜・果物と UPF に関して，回答者に第４表の説明文を提示した。 

 

第４表 野菜・果物と UPF に関する説明 

番号 調査項目 調査時に回答者に示した説明文 

1. 野菜と果物の食品・
その料理 

生鮮，加工品，料理，テイクアウト品を含む，野菜・果物を 

使用した食品・その料理のことです。 

例：生のトマト，トマトケチャップ，トマトスープ， 

スパゲッティ・トマトソース 

例：生のパイナップル，パイナップルの缶詰， 

パイナップルジュース，パイナップルの入った料理 

2. ウルトラ・プロセス
ド・フード 

ファストフード，ジャンクフード，スナック菓子などの， 

すぐに食べられるように加工された，油脂がたくさん入って 

いる食品・料理のことです。 

例：ハンバーガー，ピザ，フライドチキン，インスタント麺， 

ポテトチップス，クッキー 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。 

 

２）野菜・果物の食環境 

野菜・果物の食環境に関して，調査結果を示したものが第７図である。居住地の近くに

野菜・果物を提供する店舗・施設が「数多くある」との回答は35.5%を占め，「いくつかあ

る」は41.2%を占めた。野菜・果物のアクセス可能性に関しては，回答者は店舗・施設での

入手に関して，良好と知覚していた。一方，飲食店での提供については，おおむね良好と

知覚していた。 

居住地の近くにある店舗・施設において，納得のいく品質と量の野菜・果物が手に入る

かは，「当てはまる」との回答は56.9%を占め，「少し当てはまる」は28.4%を占めた。回答

者は野菜・果物の受容可能性が非常に良好と知覚していた。一方，飲食店での提供につい

ては，おおむね良好と知覚していた。 
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第７図 野菜・果物のアクセス可能性と受容可能性 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。 

 

 

第８図 UPF のアクセス可能性と受容可能性 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。 
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３）UPFの食環境 

UPFの食環境に関する調査結果を示したものが第８図である。居住地の近くにUPFを提

供する店舗・施設が「数多くある」との回答は21.8%を占め，「いくつかある」は32.2%を

占めた。UPFのアクセス可能性に関しては，回答者は店舗・施設での入手に関して，やや

良好と知覚していた。一方，飲食店での提供についても，やや良好と知覚していた。 

居住地の近くにある店舗・施設において，納得のいく品質と量のUPFが手に入るかは，

「当てはまる」との回答は20.4%を占め，「少し当てはまる」は37.9%を占めた。回答者は

UPFの受容可能性がある程度良好と知覚していた。一方，飲食店での提供についても，あ

る程度良好と知覚していた。 

 

４）野菜・果物の食環境とUPFの食環境の比較 

回答者は野菜・果物と UPF の食環境に不便を感じていなかった。回答者にとって UPF

はある程度入手しやすく，野菜・果物は UPF よりもさらに入手しやすいと知覚されてい

た。 

 

（３）健康的な食品と不健康な食品の摂取頻度と摂取理由 

 

１）野菜・果物の摂取頻度 

アンケート調査では，「1週間の中で，あなたはどのくらいの頻度で野菜・果物，それを

使った料理を食べますか（生鮮，加工品，料理，テイクアウト品を含む）」と尋ねたところ，

週に5日以上食べる（以下，頻繁に食べると記す）回答者は，全体の67.7%（143人）を占

めた（第９図）。 

 

２）UPFの摂取頻度 

アンケート調査では，「1週間の中で，あなたはどのくらいの頻度でUPF，それを使った

料理を食べますか」と尋ねたところ，週に5日以上食べる（以下，頻繁に食べる）回答者は

全体の11.8%（25人）を占めた（第10図）。 

 

３）野菜・果物の摂取理由 

野菜・果物を頻繁に食べる回答者には，「いつから，どうして，野菜・果物を頻繁に食べ

るようになったのかを記してください」と，自由回答の記入を依頼した。回答を整理する

と，食べ始めた時期は「長い間いつも食べている」が53人，「20年以上」が9人であった。

頻繁に食べる理由は「健康」が78人，「栄養」が14人，「フィットネス，ダイエット」が4人，

「消化が良い」が3人であった。回答者は複数の理由について記していたため，整理したと

ころ，野菜・果物を頻繁に食べる143人のうち，90人が，摂取理由として健康や栄養に関し

て記していた。健康や栄養に関して記した90人のうち，33人が「おいしい」とも記してい
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た。なお，「おいしい」と記した回答者は全部で44人であった。摂取理由として，朝食やお

やつなどと，食事の場面を記した回答者も19人と多かった（第11図）。 

 

第９図 野菜・果物の摂取頻度 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。 

 

第10図 UPFの摂取頻度 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者ら作成。n=211。 

 
 

 

第11図 野菜・果物の摂取理由（n=211） 

資料：アンケート調査の自由回答に基づき筆者ら作成。 

注：数値は回答者の人数。自由回答には，複数の理由が記されていた。 
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15人の回答者は，野菜・果物を食べる生活へと意識的に切り替えたと記していた。その

きっかけは，「フィットネス」「子どもが生まれた」「友人の影響」などであった。 

前述の食意識（消費者選好）に関する調査結果では，「価格」が重視されていた。しかし，

野菜・果物を頻繁に食べる理由に「安価」と記した回答者は，3人のみであった。一方，「高

価」と記した回答者はいなかった。本研究のアンケート調査では，頻繁に食べない回答者

68人には，その理由を尋ねなかったため，野菜・果物が「高価」なために購入できない回

答者の存在は把握できなかった。 

そのほか，食意識に関する調査結果では，「安全性」も重視されていたが，野菜・果物を

頻繁に食べる理由に「安全性」に関して記した回答者はいなかった。 

 

４）UPFの摂取理由 

頻繁に食べる回答者には，「いつから，どうして，UPFを頻繁に食べるようになったのか

を記してください」と，自由回答の記入を依頼した。食べ始めた時期は，2人が「19歳から

（46年間）」「長期」であった。頻繁に食べる理由は，25人のうち，6人が「良い」，3人が

「おいしい」，3人が「時短」，3人が「健康」，3人が「分からない」，2人が「おやつ」と記

していた。5人は理由を記していなかった。 

食意識に関する調査結果では，「価格」「安全性」が重視されていたが，UPFを頻繁に食

べる理由として，自由回答にそれらに関する内容を記入した回答者はいなかった。 

 

５）食習慣のゆらぎ 

UPFを頻繁に食べる回答者は全体の11.8%（25人）を占め，その全員が，野菜・果物を

頻繁に食べるとも回答した。これらの回答者は，健康な食と不健康な食との間でゆらいで

いると，筆者らは考察した。25人の中で，65歳の女性が自由回答を詳細に記してくれたの

で，以下に引用する。 

UPFを頻繁に食べる理由は，「19歳でシェアハウスに住むようになり，夜に友人とクッ

キーやスナック菓子を食べるようになりました。26歳で就職したら時間が無くなってしま

い，すぐに準備できて，便利で，おいしいので，（UPFを）食べるようになりました」と記

していた。 

野菜・果物を頻繁に食べる理由は，「子どもの頃は，母と祖母が家庭菜園で野菜や果物を

収穫し，料理してくれました。20代半ばに，体形が気になり，カロリーが低くて，栄養バ

ランスが良く，消化不良にならない野菜や果物を食べるようになりました」と記していた。 

この回答者は，健康的な食と不健康的な食をどちらも経験し，現時点では，その両者が

混在した食生活を送っていた。筆者らはこの回答者の経験を踏まえて，学業・職業・家庭

の変化に伴い調理等の時間を確保できるか，誰かが食事を用意してくれるか，体形を気に

するか，友人との交際など，社会や家庭の影響を受けて健康的な食品摂取は変化すると考

えた。 
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６．おわりに 

 

（１）国際的に見た持続可能な食料消費に対する消費者ニーズ 

持続可能な食料システムの構築が課題となる中，本研究は，消費者がどのような食品を

摂取したいと考えているのかを理解したうえで，消費者ニーズに合う食品の供給を促す政

策を検討することに主軸を置いて実施した。筆者らが所属する研究チームは，消費者の食

意識，社会・経済的環境，食環境を理解するため，世界8か国の都市に暮らす消費者を対象

にアンケート調査を実施した。 

調査結果に基づき，丸山ら（2024a；2024b）が多国間分析を行ったところ，先進国・途

上国のいずれの国においても共通に「安全性」「栄養」が重視され，「環境影響」「伝統性」

「公平性」が軽視されていた。 

それでは，なぜ先進国と途上国において消費者ニーズが似ているのだろうか。伊藤（2022）

は，2000年代以降，リーダーの国（フランスやドイツなどの先進国）を中心とする有機農

業の普及に関する政策・取組の増加は，フォロワーの国（途上国）における輸出向け有機

農業普及政策・取組の増加につながり，有機農業の国際的なメインストリーム化をもたら

したことを指摘した。フォロワーの国（途上国）では，国内の有機食品市場は未成熟な状

況にあった。 

有機食品の普及が示すように，ドイツの消費者は，持続可能な食料消費に取り組んでき

た。ドイツの消費者の食意識を見ると，以前は，「環境影響」「伝統性」「公平性」の相対的

重要度がやや高めであった。その後，ドイツでは，2020年以降のCOVID-19のパンデミッ

ク，2022年2月のロシアのウクライナ侵攻により，食料品価格の上昇が加速した（Hempel 

and Roosen, 2024）。食品価格の大幅な上昇は，持続可能な食品を選択する消費者の意欲を

削ぐことにつながった（Hempel, 2024）。価格重視の傾向が強まる中，それに逆行すべく，

持続可能な食料消費に転換するための対策が求められている（Hempel and Roosen, 2024）。 

ドイツにおける上記の状況を鑑みると，リーダーの国（先進国）の消費者にとって，持

続可能な食料消費に対する相対的重要度が下がったため，フォロワーの国（途上国）の消

費者との違いがなくなったのではないかと筆者らは考えた。しかし，先進国・途上国のい

ずれの国においても，都市部では食環境が似通っていて，消費者グループが類似している

可能性も否めない。今回の分析結果が一過性であるかも含めて，調査を継続しながら観察

する必要がある。 

 

（２）ドイツの消費者が求める健康的な食とは 

本稿では，多国間分析を踏まえて，安全性・栄養に関連する健康的な食（野菜・果物）

と不健康な食（UPF）に関する食環境，摂取頻度，摂取理由について，ドイツのアンケー

ト調査結果を分析した。回答者の特徴を捉えるため，食意識，社会・経済的環境，食環境

（食品全般）に関する集計結果も示した。 
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ドイツでは，糖尿病などの病気を減らすため，人々の体重過多の改善が課題となってい

る。健康的な食を促す政策例として，連邦食料・農業省は（BMEL, 2020a），「調理済み食

品中の砂糖，脂肪，塩分に関する国家削減・革新戦略（NRI）」を2018年に策定した。また，

消費者が健康的な食品を選ぶうえで参考となる情報を提供するため，栄養スコア（ニュー

トリスコア）表示を導入した。 

本研究によるドイツの調査結果に基づく分析では，食品全般の食意識（消費者選好）に

関しては，「食味」「安全性」「価格」「栄養」の相対的重要度が高かった。Hempel and Roosen

（2024）が指摘したように，「価格」の重要度が高い状況となっていた。 

本研究の調査では，回答者の社会・経済的環境に関しては，家族構成は単身か 2 人，未

就学児童がいない家庭，収入と食費が比較的に低い世帯が中心であった。回答者の居住地

は都市の中心部と郊外が半々であった。食品アクセスに関しては，回答者は徒歩や自家用

車により近場のスーパーマーケットを利用して，食料品を購入できる状況にあった。 

多様性得点に関する分析結果は，ドイツの消費者の特徴をおおよそ示していると思われ

た。「飲料（酒類を含む）」「牛乳・乳製品」「調味料・油」「果物」「野菜類」「いも類」の摂

取頻度が高かった。「飲料」と「牛乳・乳製品」の摂取では，加糖された製品がどの程度含

まれるかによって，健康への影響が異なると思われた。摂取頻度の低い食品群は，「魚介類」，

「豆類」「卵」で，タンパク質を多く含む食品群であった。一方，ドイツでは，多様性得点

の選択肢である12個の食品群以外にも，タンパク質を多く含む「種子」や「ナッツ」が頻

繁に摂取されていることにも考慮が必要であった。 

健康的な食（野菜・果物）と不健康な食（UPF）の食環境に関しては，回答者は，それ

らの入手に不便を感じていなかった。回答者にとって，UPF はある程度は入手しやすく，

野菜・果物は UPF よりもさらに入手しやすい食環境であった。野菜・果物を頻繁に食べる

回答者と，UPF を頻繁に食べる回答者は，いずれもそれらの食品を長期にわたって摂取し

ていた。 

UPFを頻繁に食べる回答者25人（全体の11.8%）は，その全員が，野菜・果物を頻繁に

食べると回答した。これらの回答者は，健康な食と不健康な食との間でゆらいでいると，

筆者らは考察した。野菜・果物とUPFの摂取状況は，社会や家庭の影響を受けて変化して

いた。 

野菜・果物を頻繁に食べる回答者143人（全体の67.7%）のうち，90人が健康づくりや栄

養摂取を，野菜・果物の摂取理由として記していた。摂取理由には，「おいしい」という「食

味」（食意識の一属性）が関係していた。また，朝食やおやつなど，食事の場面について記

した回答者も多かった。ドイツにおいて健康な食に対する消費者の関心は，食味と食事の

場面にあると考えられた。 

ドイツの政策では，食品製造業と小売業が政府と協定を結び，健康的な加工食品の製造

と消費者への供給を目指している。それに加えて，消費者が加工食品を選ぶ際に，健康や

不健康につながる栄養素と原材料について，分かりやすく情報提供している。ドイツでは，

加工食品の摂取が肯定的に捉えられているようである。 
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一方，我が国の消費者に関しては，山口・星野（2023）が，食事を用意できるかどうか

は，知識や技術の有無よりも，「料理」を作る「意欲」を持てるかに左右されると考察した。

我が国の食習慣では，健康と「料理」が結びついている。 

消費者は健康的な食に対してどのような食味を求めているのか。消費者が健康的な食品

摂取の意欲を持てるのは，どのような食の場面や社会・家庭の状況下であるのか。ドイツ

と我が国では，食習慣が異なるが，その違いも踏まえながら，持続可能な食料システム構

築のため，消費者が求める「健康的な食」とは何かを理解することは重要であり，今後の

研究課題としたい。 

 

【付記】 

本研究は，農林水産政策研究所のプロジェクト研究「主要国における農業政策の改革の

進展とそれを踏まえた中長期的な世界食料需給に関する研究」の「持続的食料システムの

構築に関する国際比較研究」の一環として，令和4年度から令和6年度まで実施した。研究

チームのメンバーは，飯田恭子，丸山優樹，山本祥平，伊藤紀子（客員研究員，拓殖大学），

勝又健太郎，草野拓司，須田文明，服部麻子，田澤裕之，百﨑賢之，井上荘太朗，後藤正

憲，小向愛（敬称略）である。本研究が実施したアンケート調査は「農林水産政策研究所

における人を対象とする研究に関する倫理審査委員会」にて審査済みである（５政策研第

220号）。

 

注： 

(1) アンケート調査では，各国 200 回答を目標に回収を進めた。8 か国の合計で 1,706 回答を回収し

た。セネガルを除く 7 か国では，調査会社のモニターに対する Web 調査を実施した。セネガルでは，

訪問調査を実施したため，回答者の構成は人口構成比には準じていないが，地域差が出ないように配

慮し，首都の各地区で回答を収集した。 

(2) 調査会社のモニターがいる都市の中から全国に分散させ，北部のハンブルク，西部のケルン，中部

のフランクフルト，南部のミュンヘンを調査対象として選んだ。 
(3) 社会・経済的環境を捉えるため，体重，身長，居住地区（都市の中心部，郊外），年齢，性別，教育

年数，世帯月収，毎月の食費，職業，家族構成（人数，未就学児童の人数，高齢者の人数）について

尋ねた。 

(4) 熊谷ら（2003）に基づき一部改変した。 

(5) ドイツ連邦統計局の Web サイトを 2024 年 6 月に参照。2018 年現在の数値。 

Statistisches Bundesamt: Wirtschaftsrechnungen, Einkommens- und Verbrauchsstichprobe, 

Creative Commons by-nc-nd/3.0/de. 

https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.bpb.de%2Fsystem%2Ffile

s%2Fdatei%2FSOZ_08_04%2520Einkommen%2520privater%2520Haushalte.xlsx&wdOrigin=BRO

WSELINK 

(6) ドイツ連邦統計局（Behrends et al., 2021:Tab.4）によると，ドイツの家計に占める食費（食費とは，

食品，飲料，たばこを含む）の割合は，平均 13.3%である。夫婦のみ 13%，夫婦と子ども 14%，ひとり

親と子ども 15%，単身 12.4%，その他 14.3%となっている。2024 年 11 月 15 日に参照。 

Private Haushalte – Einkommen und Konsum, Auszug aus dem Datenreport 2021 

https://www.destatis.de/DE/Service/Statistik-Campus/Datenreport/Downloads/datenreport-2021-

kap-6.pdf?__blob=publicationFile 
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(7) ドイツ連邦食料・農業省の Web サイトを 2024 年 11 月 15 日に参照。 

https://www.bmel.de/DE/themen/ernaehrung/gesunde-

ernaehrung/reduktionsstrategie/reduktionsstrategie-zucker-salz-fette.html 

(8) Santé Publique France (2024) Conditions of Use of the trademark « Nutri-Score », Version dated 

26 June 2024. 

(9) ドイツ連邦食料・農業省のWebサイトを2024年11月15日に参照。 

https://www.bmel.de/DE/themen/ernaehrung/lebensmittel-kennzeichnung/freiwillige-angaben-und-

label/nutri-score/naehrwertkennzeichnung-hilfestellungen.html 

(10)そのほか，「食料消費，栄養，多様，食品，摂取，健康」というキーワードの Web 検索では，植物

性食品や全粒粉の摂取をテーマとした先行研究が見つかる。 
(11) Sauer, B. (2019) Genuss Region Oberfranken -Wir sprechen kulinarisch-, Bierland Oberfranken, 

2020-genussregion-bierland-kurz.pdf  2019 年の聞き取り調査において調査先が筆者らに情報提供。 
(12) 「動物性食品（肉，乳製品，卵，水産物など）の代替となる植物性食品（大豆やナッツベースの製品

など）」（FAO, 2023:129）を指す。 

FAO, IFAD, UNICEF, WFP and WHO. 2023. The State of Food Security and Nutrition in the World 

2023. Urbanization, agrifood systems transformation and healthy diets across the rural–urban 
continuum. Rome, FAO. 

https://doi.org/10.4060/cc3017en 

小田志保によると，畜産由来の温室効果ガスの削減が課題であるが，一方では，先進国中心の「代替タ

ンパク質（alternative proteins）」の普及に関して，FAO が畜産経営の社会的地位の低下や，南北所得

格差の拡大といった弊害も指摘している。近年，国際的な議論の場では，「代替タンパク質（alternative 

proteins）」に代わる用語として，「補足的タンパク質（complementary proteins）」を使用するなど，新

たな展開が見られる。 

参考：小田志保「酪農乳業と気候変動対策」農林中金総合研究所 Web セミナー，2025 年 1 月 22 日． 

(13) 食環境（アクセス可能性，受容可能性）に関する設問は，下記の二つである。設問内にある「以下の

食品」とは，野菜・果物，または，UPFを指す。 

アクセス可能性：「あなたの家の近所には，以下の食品・それを使用した料理を提供する店舗・施設／飲

食店が，どのくらいありますか」と尋ねた。5件法（1. 数多くある，2. いくつかある，3. どちらともい

えない，4. 数は少ないがある，5. ない）で回答を得た。 

受容可能性：「あなたの家の近所にある店舗・施設／飲食店では，以下の食品やそれを使用した料理に関

して，自分の納得のいく品質と量が手に入りますか」と尋ねた。5件法（1. 当てはまる，2. 少し当ては

まる，3. どちらともいえない，4. ほとんど当てはまらない，5. 当てはまらない）で回答を得た。 
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第４章 ロシアとウクライナ 

―戦争下の農業と農業政策における対照性― 

 

後藤 正憲  

 

１．はじめに 

 

 ロシアによるウクライナへの軍事侵攻によって始まった戦争は，開始から 3 年を経過し

た今も膠着状態が続いている。ロシアとウクライナ両国とも，農業分野では穀物と油糧作

物の生産が盛んで，世界屈指の農産物輸出国である。しかし，農業市場をめぐる政府関与

のあり方においては，両国の間でますます違いが大きくなっている。ロシアでは欧米諸国

との関係が冷え込むにつれ，中央政府が強い権力を行使して，より一層集権化を強める傾

向が見られるのに対し，ウクライナでは，逆に欧米諸国との距離を縮めるとともに，市場

の自由化・民営化が推進され，政府の役割は縮小される傾向にある。 

 以下，本カントリーレポートでは，主に 2024 年から 2025 年にかけてロシアとウクライ

ナで生じた出来事の中から，本報告のテーマに沿った事象を整理し，分析を加えることに

よって，両国の農政事情に現れている対照性を明らかにすることを目的とする。ロシアに

ついては，農業および食品関連企業の国有化の動きに焦点を当てて，その性質を見極める。

ウクライナについては，欧州への接近と経済自由化へと向かう農政の姿を追う。最後に両

者を比較して，農業の観点から両国の立場の違いを明確にする。 

 

２．ロシア農業関連企業に対する政府の対応 

 

（１）農産物輸出の拡大 

 2024 年ロシアでは，5 月に南部地域で霜害が発生し，さらにその直後からロシア南東部

の広い地域で干ばつが続いた。一方ヴォルガ・ウラル地方では，夏から秋にかけて長雨が

続き，全体として異例の天候不順に見舞われた。その結果，連邦統計局の集計による穀物

収穫量は約 1 億 2,500 万トンで，前年に比べて 13.8％減少した(1)。しかしそれにもかかわ

らず，前年からの在庫が豊富に保たれていたこと，世界的な需要が高かったことなどから，

穀物輸出量は前年を大きく上回って 7,200 万トンに上り，過去最多となった(2)。そのうち小

麦輸出量は 5,400 万トンで，世界最大の地位を保っている。植物油の輸出でも，前年から

8％増加の 729 万トンとなり，世界市場におけるロシアのシェアを 7.5％から 8.5％に押し

上げた。中でもヒマワリ油の輸出 546 万トンは，前年比 24％増で，過去最多を記録してい

る(3)。 

 このように，ロシアの農産物輸出は，現在も拡大の一途をたどっている。しかし，かつ

てソヴィエト連邦とともに農業生産体制の瓦解したロシアでは，2000 年代に入るまで農産
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物を国外からの輸入に依存していた。それが短期間のうちに，世界でも有数の農産物輸出

国に変貌したわけであるから，驚くほどのスピードで成長を遂げたことになる。このロシ

ア農業の躍進ぶりを振り返ってみると，そこにはもちろん技術革新や生産の効率化，制度

の拡充といった実際的な要因があることも確かだが，国内外から投入される資本の流れが

全体の基調にあることが分かる。ここで，大まかにその経緯についてたどってみたい。 

 

（２） ロシア農業・食品産業と外国資本 

ソ連崩壊後のロシアで，最初に農業への投資に乗り出したのは，ロシア国内の石油・ガ

スなどエネルギー部門の企業家たちだった。1998 年のルーブル平価切下げによって，輸入

農産物の価格が高騰し，代わって国産農産物への需要が高まった。それまでに経営の破綻

していた農業組織の土地や建物は，破格の値段で手に入れることができたため，ビジネス

の多角化によってリスク回避を狙う企業家たちにとって，農業は格好の投資対象となった 

(Visser and Spoor, 2011: 301)。2000 年代後半になると，西側諸国や中東産油国からも直接投

資(FDI)が集まるようになる。こうした投資家たちにとって，ロシア農業への投資は，その

報酬として得られる収穫を期待する意味合い (yield play) だけでなく，そこで得られる資

金を資産運用の元手とする意味合い (asset play) が大きかったという (Kuns et al., 2016: 5)。

ロシアの連邦法では，外国籍の個人や法人が権益の 50％を超えて農地を所有することはで

きないことになっているが，外国企業の子会社の子会社，つまり「孫会社」が所有するの

であれば違法とはならないため，結果的にロシアの農地が外国人によってコントロールさ

れることも十分起こり得ることだった(4)。一般的にロシアの土地取引においては，透明性

を高めるインセンティブが働かないため，正確なデータを得ることは不可能とされる 

(Visser and Spoor, 2011:309)。その上で，ロシア農業市況研究所が 2015 年に発表したカント

リーレポートでは，認識されているだけで少なくとも 270 万ヘクタールの土地が外国企業

の管理下にあるとされている (Rylko et al., 2015: 8)。 

2014 年に起きたウクライナの政変と，それに続くロシアのクリミア併合によって，ロシ

アと西側諸国の関係が悪化した後，ロシア農業から撤退する西側企業が増えていった。外

国資本による農業企業の多くが，2014 年から数年の間に，ロシアビジネスに売却された 

(Wengle, 2021: 63; Lander and Kuns, 2022: 451)。その結果，ロシア農業に投入される FDI の

大半は，いわゆるタックスヘイブンに置かれたロシアのオフショア企業によるものとなり，

最も多いキプロスのほか，バミューダ諸島，オランダ，ジャージー，バハマなどからの投

資が主流を占めるようになっている(Astrov, 2024: 11) (5)。その一方で，食品産業の分野では

依然として西側の企業がロシア市場の相当な割合を占めており，農業生産の分野とは状況

が異なることが指摘されている(6)。 

 

（３）戦争による国際企業への影響 

 

１）食品産業分野 
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 2022 年 2 月に始まったロシアによるウクライナへの軍事侵攻が，両国間の戦争に発展し

ていく中で，日本を含む西側諸国は，ロシアに対して段階的に経済制裁を加えることによ

って圧力をかけている。それに対してロシアは，制裁に加担する西側諸国を「非友好国」

と位置付け，様々な報復措置で対抗しようとしている。しかし，農業と食品産業における

ロシア政府の対応を見ると，必ずしも制裁に対する報復だけに収まりきらない側面も見え

てくる。 

 2023 年 4 月 25 日付大統領令第 302 号「何らかの資産の一時的管理について」は，西側

諸国においてロシアの企業や個人の資産が凍結されたり，経済活動が制限されたりしたこ

とに対抗する措置として，そうした「非友好国」の資産を一時的にロシアの国が管理でき

るようにしたものである(7)。それに則って，2023 年 7 月には，デンマークのビール醸造企

業カールスバーグ・グループが所有するロシアの銘柄バルチカ社と，フランスの乳業メー

カー，ダノン・グループの所有するダノン・ロシアおよびダノン・トレード社の資産を，

一時的にロシア連邦国家資産管理庁に移管する措置が取られた。この二つの国際企業グル

ープは，いずれも戦争が始まって間もなく，ロシアの事業から撤退を表明して，売却先を

検討しているところだった。 

 ダノン・ロシアは，国内各地の牛乳生産者から生乳を仕入れて乳製品に加工，製品化，

販売まで行うロシア最大の乳業メーカーで，2022 年には 1,269 億ルーブルの売上げがあっ

た。国内 13 か所にあった工場はすべて国家資産管理庁に移管され，社名もヘルス・アン

ド・ニュートリションに変更された (Kulistikova, 2024: 15)。この移管措置は，翌年 2024 年

3 月に取り消され，企業はタタルスタン共和国のヴァーミン・ホールディングに売却され

た。新生企業はさらに投資額を増やして，事業を拡大する計画を立てている。 

 一方バルチカは 1990 年に創設されたロシアのビール会社で，2008 年にカールスバーグ・

グループに吸収されたという経緯を持つ。親会社のカールスバーグは，やはり今回の軍事

侵攻直後にロシアでの営業を停止し，ロシア市場から撤退するべく売却先を選定していた

ところ，国家資産管理庁への一時的な移管の命が下された。それにともない，1991 年から

2004 年までバルチカの社長を務めたタイムラズ・ボロエフ氏が，再び社長に任命されてい

る。企業は，2024 年 12 月には国による管理を解かれ，ボロエフ氏を始めとする株主の手

に渡った(Kulistikova, 2024: 14)(8)。新生バルチカの運営に当たっては，これまでほとんどす

べて欧州や米国からの輸入に頼ってきたビール原料を国産化することが課題とされており，

ホップや大麦の品種改良と生産基盤の拡大に力が注がれている(9)。 

 外国資本の食品産業に起こったこれらのケースでは，ロシア政府による資産の接収とい

う，かなり強硬な手段が用いられていた。しかし，ロシアで営業を行う外国企業がすべて

このような処遇を受けたわけではなく，現在もこれまでどおり営業を続けている企業もあ

る。ロシアからの撤退を表明し，事業を売却しようとした企業が一時的な国有化を被って

いることから，一連の措置はロシアから国外に資本が流出するのを阻止するための方策と

捉えることができる。 
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２）農業分野 

 上記の方策は，実は戦争が始まった直後から，外国企業の撤退に様々な制限を加える形

で準備されていた。国外に退去しようとする外国企業にとって，ハードルが徐々に上げら

れ，ますますロシアから退去しにくい状況に置かれている(Astrov, 2024:17-18)。2022 年 8 月

には，ロシアの金融，燃料・エネルギーなど戦略的に重要とみなされる部門から「非友好

国」の企業が撤退するには，ロシア大統領の特別な許可が必要とする法令が出されている。

同じ年の 12 月には，外国企業がロシア国内に持つ資産を売却する場合には，50％以上値引

きすることが義務づけられた。 

 これに基づいて，農業分野では 2024 年 11 月に，フランスのルイ・ドレフュス社の所有

するロシア穀物倉庫会社（ルセルコ LLP）の売却を認めるプーチン大統領の指令が出され

ている(10)。世界的な大手穀物トレーダーのルイ・ドレフュスは，ロシア国内 12 か所に大穀

物倉庫を持ち，ロシアで穀物取引を行う輸出業者の中でも上位を占めていた。2012 年には

ロシアの投資会社 AFK システマと共同で出資して，農産企業 RZ アグロを立ち上げ，ロシ

ア南部の約 10 万ヘクタールの農場で，穀物やヒマワリ，テンサイなど商品作物の栽培も行

っていた。しかし，2023 年 4 月にカーギルやバイテラとともに，ロシアでの穀物取引事業

から撤退を表明。その後 RZ アグロの持ち分は，共同出資者である AFK システマに属する

ロシアの農業ホールディング「ステピ」に，大きく値引きして引き渡されることになった

(11)。 

 一方 2024 年 4 月には，オランダに登録されている農業ホールディング「アグロ・テラ」

を，一時的にロシア連邦国家資産管理庁の管理下に置く指令が出された。それにともなっ

て新しい社長が任命されている(12)。アグロ・テラは，2008 年に米国の投資会社 NCH キャ

ピタルが投資して立てられた会社で，大豆，小麦，テンサイ，ヒマワリ，ナタネなどを栽

培する農場や穀物倉庫のほか，独自の種苗施設や実験圃場を所有し，サプライチェーンの

マネジメントも手掛けるマルチ企業である(Kulistikova, 2024: 16-17)。伝えられている限り

では，ロシアから撤退を表明していた事実はなく，例年どおり春の作付けに取り掛かろう

としていた。アグロ・テラを実質的に管理する NCH キャピタルは，旧ソ連や東欧諸国の農

業に幅広く投資を行っており，ウクライナではやはり大型の農業ホールディング「アグロ・

プロスぺリス」の運営を行っている。アグロ・テラほど専門が多岐にわたり，それぞれが

見事に機能している企業は，おそらく新しい売却先は見つからないだろうといった意見も

出されている(13)。 

 ロシアから撤退しようとする，または撤退する可能性のある外国資本を締め出す動きが

ある一方で，外国に逃れている，または逃れる可能性のあるロシア資本を国内に引き戻す

動きも見られる。2022 年からオフショアのロシア企業が，ロシア国内で優遇税制の適用さ

れる特別行政地区（SAR）に移転するための条件が緩和された(14)。それに従って，キプロ

スに登録されていた会社の住所を，ウラジオストク沿岸のルースキー島に移した企業の一

つが，農業ホールディングのルスアグロである。ルスアグロはロシアを代表する農業ホー

ルディングの一つで，畜産，製糖，油脂加工業，穀物や飼料作物の生産など，多岐にわた
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る事業を展開しており，近年では沿海州地方でコメ生産を行うプロジェクトにも名を連ね

ている(15)。2024 年 7 月には，この会社が「経済的に重要な組織」（EZO）のリストに含ま

れた。これは，前年の 2023 年 8月に制定された連邦法によって，ロシア政府から指定され

た企業は裁判を通して外国企業の法人権停止を求められるという制度に関連するものであ

る(16)。この指定を受けた翌月の 2024 年 8 月，ロシア農業省は，ルスアグロの親会社でキ

プロスにあるロス・アグロ PLC の法人権停止を求める訴状を裁判所に提出。9月にはそれ

を認める判決が出された(17)。こうして，オフショアで管理されていたロシア企業が，短期

間で完全にロシアの司法権内に取り込まれることになった。 

 また，ロシア農業の中でも，特に酪農部門で非常にユニークな存在として，農業ホール

ディングのエコニワを挙げることができる。エコニワの創業者ステファン・デュルは，1989

年にドイツの交換学生としてソ連時代のロシアを訪れ，農業研修を受けた後もロシアに残

り，1994 年にエコニワを立ち上げた。当初はロシアに輸入される農業機械や種子を扱って

いたが，2000 年代初め頃から土地を借りて農業も行うようになり，現在ではロシア最大の

牛乳生産量を誇る農業ホールディングにまで成長した(18)。デュル自身はロシア国籍を取得

しているが，彼が筆頭株主としてドイツに置くエコセム・アグラル AG 社が，エコニワの

親会社となっていた。言わばロシアとドイツにまたがる組織として機能してきたわけであ

るが，2024 年 12 月にドイツの会社が，ロシアに持つすべての会社資産をエコニワに売却

することによって，エコニワがロシアの司法権内に結集されることになった(19)。 

 

（４）国有化される国内企業 

 以上で見てきたように，ロシアでは西側諸国から加えられる経済制裁への報復措置とし

て，ロシアから撤退しようとする（またはその可能性のある）西側の企業資産を接収した

り，ロシア企業を完全にロシア司法権の内部に取り込んだりすることで，企業の構造改革

を迫るといったことが行われている。しかし，農業と食品関連の企業に生じていることを

さらにたどってみると，ロシア政府の強硬な采配を促しているものが，必ずしも西側に対

する報復にとどまるのではないことが分かる。 

 2025 年 1 月，穀物輸出業大手の海運商社ロドヌィエ・ポリャー社の資産が，100％国家

資産管理庁に移管された。同社は前年 4月まで TDリフの名称を掲げていた会社で，2016/17

年度から 2022/23 年度まで連続して，ロシア国内で最大の輸出穀物取扱量を誇っていた。

黒海に通じるアゾフ海の港に専用の積出ターミナルを持ち，穀物運搬車両 1,500 台以上，

船舶 17 隻を保有して，多い時でロシアから輸出される穀物全体の 2 割程度を扱っていた

という(20)。ところが 2024 年 3 月頃から，輸出される小麦の衛生検査で検疫上の違反が見

つかったとして，連邦農産物衛生監督局（ロスセリホスナドゾル）から輸出が差し止めら

れ，営業停止の状態が長く続いていた。そして結局，会社ごと国有化されることになった

のである。国有化の根拠としては，会社の所有者であるピョートル・ホドィキン氏がロシ

アと外国（英連邦セントクリストファーネイヴィス）の二重国籍を持っていたことが理由

として挙げられている(21)。しかし，本人はその事実を否定しており，競合する会社の受益
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者が外国企業による営業を制限するべきだと早くから主張していたことから，外国資本を

排除するという理由が便宜的に使われた可能性がある(22)。 

 しかしその一方で，企業の国有化には，外国資本を理由にした正当化すら必要とされな

いケースも見られる。2024 年 4月から 5 月にかけて，二つの大手食品会社が相次いで国家

資産管理庁に移管された。一つはアリアント社で，ロシア最大のワイン醸造会社クバン・

ワインを始め，養豚や食肉加工，小売りネットワークなどから成る企業グループを形成す

る会社である。社名の由来にもなっている 2 人の創業者，アレクサンドル・アリストフと

ユーリイ・アンチポフが，企業を立ち上げる際の元手として，1990 年代に鉄合金を作る冶

金企業を違法に私有化していたことが，国有化の理由とされている(23)。もう一つの例はマ

クファ社で，マカロニやパスタ，小麦粉，フレークなど，穀物加工食品ではロシア最大の

売上げを持つ。地方の製パン会社も含めて，26 社から成る企業グループを形成していた。

ソ連時代から続くチェリャビンスク州のマカロニ工場を，後に州知事となるミハイル・ユ

レーヴィチが 1990 年代に私有化して，会社を立ち上げたのが起点となっている。彼と，マ

クファの大型株主で元国会議員のワジム・ベロウソフの 2 人は，これまでに汚職の罪で起

訴され，国外に逃れていた。今回はその家族や関連法人を含めて一斉に検挙され，資産が

差し押さえられた(24)。その後，アリアントとマクファの両社とも，農業系銀行 RSKhB フ

ァイナンスの管理下に置かれている。 

 こうした例から分かるように，今日ロシアの農業と食品関連産業においては，外国資本

の有無にかかわらず，国家の利益に反するとみなされた企業の資産が接収され，一時的に

国の管理下に置かれた後に，望ましい所有者に引き渡されるということが起こっている。

接収された企業は，裁判を通して抵抗を試みているが，訴えが認められることはない。こ

れらのことから，企業資産の配分について，国が強力な権力を発揮している状況がうかが

える。 

 

第１表 ロシアの農業・食品関連企業資産の移動状況 

 

 

３．混迷するウクライナの農業と農業ビジネス(25) 

 

 （１）好調な農産物輸出 

 ウクライナでも 2024 年の農産物輸出では華々しい成果が出された。2025 年の年頭にウ

社名 業種 旧所有者または最終受益者 新所有者 およその決定時期

アグロ・テラ 耕種農業 NCHキャピタル (米) 連邦国家資産管理庁 2024.4

ルセルコ LLP 穀物倉庫 ルイ・ドレフュス (仏) ルセルコ 2024.11

RZ アグロ 耕種農業 ルイ・ドレフュス(仏)／AFK システマ (露) ステピ（AFK システマ） 2025.3

ルスアグロ 畜産、耕種農業 ロス・アグロ PLC (キプロス) ルスアグロ 2024.9

エコニワ 酪農、耕種農業 エコセム・アグラル AG (独) エコニワ 2024.12

ダノン・ロシア 牛乳加工業 ダノン・グループ (仏) ヴァーミン R 2024.3

バルチカ ビール醸造業 カールスバーグ・グループ (デンマーク) バルチカ 2024.12

アリアント ワイン醸造業、食肉加工業 アリアント(露) RSKhB ファイナンス 2024.5

マクファ 穀物加工業 マクファ(露) RSKhB ファイナンス 2024.7

輸出企業
ロドヌィエ・ポ

リャー（TD リフ）
穀物取引、海運業 ロドヌィエ・ポリャー（TD リフ） 連邦国家資産管理庁 2025.1

農業企業

食品企業
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クライナ農政食料省が発表した情報によると，2024 年にウクライナから輸出された農産物

は 7,830 万トンで，総額にすると 245 億 US ドルに上った(26)。これは 2021 年の 277 億 US

ドルに次ぐ過去 2 番目の記録である。中でも砂糖輸出は過去最多となり，前年比 47％増，

2021 年と比べると 29 倍にも増えている(27)。2023/24 年度には，ヒマワリ油の輸出が過去 2

番目となる 620 万トン，菜種油の輸出は過去最多の 42 万トンとなり，いずれも戦前の水

準を上回った(28)。鶏肉と卵の輸出も好調で，いずれも金額で前年より 20％以上増加してい

る(29)。 

 このように目覚ましい成果が出される一方で，ロシア軍による軍事侵攻以来続いている

戦争では，ウクライナの農業部門にも大きな被害が出ている。現在では，侵攻前の 2021 年

にウクライナ行政区内にあった国土のうち，約 1,000 万ヘクタールの農地がロシアの実効

支配のもとに置かれている（KSE, 2023: 7）。また，攻撃によって破壊されたり損傷を受け

たりした農業機械，穀物保管施設，家畜や作物，畜産・養蜂施設等の農業資産を合わせる

と，総額で 100 億 US ドルに上るという（KSE, 2024: 13）。労働力の損失も大きい。戦争で

ウクライナ軍に従軍している農家は約 20 万人で，農業部門で働く人を含めると，その数は

500 万人に上る(30)。戦争にともなうインフレも深刻で，2024 年末には消費者物価が前年同

月比を 12％上回った。中でも食料の値上がりは大きく，野菜は 50％前後，バターは 30％

以上，パンや牛乳は 18％となっている。電気代は 63.6%も値上がりしている(31)。 

 ウクライナにおける農産物輸出の躍進は，戦争による物理的な被害に加えて，インフレ

によって市民生活が逼迫する中で起こっている。このことを考慮に入れた上で，以下で今

日のウクライナ農業を取り巻く状況に迫ってみたい。 

 

（２）農業における二極分化の構造 

今日のウクライナ農業では，大規模にビジネスを展開する農業企業と，小規模の家族経

営農家の二極分化が進んでいる。ソ連崩壊後，それまで農業主体のほぼ全体を占めていた

国営・集団農場が解体され，その土地と資産は民営化された。家族農家が小規模な農場経

営を維持する一方で，組織的な農業企業は後退し，しばらく停滞が続いた。しかし 2000 年

代になると，土地を集約して大規模に農業を営む農業企業が現れ始め，その後急速に発達

していった（Keyzer et al., 2013: 22）。こうして生まれた大規模な農業企業と，家族経営によ

る農家の二極分化は，今日でもウクライナ農業を特徴づけている。マーモノワらの報告に

よると，今日では農地全体の 54％を農業企業が占めており，残りの 46％を家族農家が占め

ている。農業企業では主に輸出用の穀物，油糧種子，テンサイの栽培が行われるのに対し，

家族農家では，国内市場向けもしくは自家消費のためのジャガイモ，その他の野菜，果物，

穀物，酪農・畜産物を生産している（Mamonova, et al., 2023）【第１図】。 



第４章 ロシアとウクライナ―戦争下の農業と農業政策における対照性―（後藤） 

8 

 

第１図 ウクライナの主要作物生産量とその生産者の内訳（2024 年） 

資料：ウクライナ国家統計局 

注：単位 万トン 

 

さらにいくつかの農業企業が吸収合併を繰り返し，大型の農業ビジネス組織に発展した

ものは農業ホールディング（アグロホールディング）と呼ばれる。親会社が多くの子会社

を束ねて垂直統合型の巨大企業グループを形成し，1 万ヘクタールを超える広大な土地で

農業を行うことから，しばしば「ラティフンディア」になぞらえられる。今日では農業企

業のおよそ 4 割が何らかの農業ホールディングに含まれ，上位 10 社でウクライナの耕地

面積の 8％に当たる 260 万ヘクタールを利用している（Mamonova et al., 2023）。いずれも

収益性の高い作物を集約的に生産し，その大部分を輸出することで大きな利益を上げてい

る。しかし，農業ホールディングを構成する親会社の多くは，タックスヘイブンのキプロ

スやルクセンブルクに登録されているため，利益の大部分が国外に流出しているとされる

（Kravchuk et al., 2018；Mousseau and Devillers, 2023）。会社の運営資金としては，パリ，ロ

ンドン，ワルシャワ，ニューヨークといった欧米の証券取引所に株式を上場して資金を調

達するほか，欧州復興開発銀行（EBRD）や国際金融公社（IFC）等からの融資に多くを負

っている。こうした西側からの資金の流れが，後述する農地売買の自由化や水利事業改革

に見られるように，大掛かりな構造調整プログラムの前提となっている。 

 

 （３）農業ホールディングの代表例 

 ここで，より具体的なイメージを描きやすくするために，ウクライナの代表的な農業ホ

ールディングである MHP，アスタルタ，ケルネルの 3 社における近年の動向を取り上げて

みたい。 
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１）MHP 

 1998 年創設の MHP（Myronivsky Hliboproduct）は，2024 年に鶏肉生産で欧州 1 位，世界

でも 8位の実績を誇る巨大企業グループである。今日では，穀物と油糧作物の栽培から，

複合飼料生産，受精卵から育てるブロイラー飼育，解体，鶏肉製品化，輸送，販売にいた

るまで，鶏肉生産のあらゆる行程を管理する。2024 年時点で利用する農地面積は 35.16 万

ヘクタール(32)。2024 年にはサウジアラビアの農業系投資会社 SALIC に自社株の 12.6%を

売却する一方で，ウクライナの食肉加工会社や輸送会社を買収して，積極的に M&A を展

開している(33)。国外でも，2019 年にスロヴェニアの鶏肉食品会社 Perutnina Ptuj を買収し，

旧ユーゴスラビアを中心に販路を拡大した。その経験を生かして，現在スペインの鶏肉と

豚肉生産大手の UVESA Group 買収に向けて交渉を進めている(34)。 

 

  ２）アスタルタ 

製糖と乳業大手のアスタルタ（Astarta）は 1993 年創設。原料となる農産物生産から加工，

輸出までグループに統合することで稼働率を高めている（Lapa et al., 2015: 105）。2024 年時

点の農地利用面積は 21.2 万ヘクタール。2024 年には前年の 4 倍となる 11.7 万トンの砂糖

を輸出した。インプットの面では，ドイツの投資会社 Connect GmbH & Co. Geschlossene 

Invest KG から 500 万ユーロの融資を受け，製糖工場の近代化を行うとしている(35)。また，

1,200 万ユーロ以上の投資計画のある企業が利用できるウクライナ政府の大型投資計画支

援プログラムに選ばれ，ポルタワ州に日産 500 トンの大豆かす生産工場建設を予定してい

る(36)。国際金融公社 (IFC)はアスタルタに 4,000 万 US ドルの融資を検討しており，これが

成立すれば，2012 年以来 5度目の融資となる(37)。 

 

  ３）ケルネル 

 1994 年創設のケルネル（Kernel）は，油糧種子生産と植物油加工の統合を主軸とする企

業グループ。ヒマワリ油のほか，穀物の生産，輸出，穀物保管倉庫や港湾ターミナルの運

営も行っている（Lapa et al., 2015: 106）。2023/24 年度には，前年度より 29％増となる 147

万トンのヒマワリ油のほか，穀物は 47％増の 545 万トンを出荷した(38)。2024 年時点の農

地利用面積は 36.3 万ヘクタール。戦争被害を受けて，一時業績が悪化していたが，2024 年

10 月にユーロ債 3 億 US ドルを 6.5%の利札付きで償却することによって信頼を回復した

(39)。それによって，欧州銀行シンジケートから 1 億 5,000 万 US ドルの融資を引き出した。

シンジケートには，オランダの ING グループやラボバンクのほか，黒海貿易開発銀行

（BSTDB）等が含まれる(40)。 

 

 （４）国際的な支援の枠組み 

 こうした農業ホールディングの活動は，欧米の金融機関からの投資だけでなく，国家ま

たは超国家的枠組みの財政支援プログラムによって積極的に後押しされている。2024 年 3

月に EU は Ukraine Facility を発足させ，2024 年から 2027 年まで多面的なアプローチから
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500 億ユーロまで資金援助を行うことを約束している(41)。米国国際開発庁（USAID）は，

既存のウクライナ支援プログラムに加えて，2024年 4月に新たな計画 harvestを発足させ，

ウクライナ農業部門に 5 年間で 2.5 億 US ドルの投資計画を立てた(42)。そこでは輸出品目

の多様化と高付加価値化を通して，農産物輸出を拡大することが目標とされている。また

国連世界食糧計画（WFP）は，2025 年から 2027 年にウクライナのための中間戦略予算に

21 億 US ドルを計上し，人道援助とともに世界市場に向けたウクライナ農産物輸出支援に

充てるとしている(43)。 

 

 （５）二極化の深化 

 このような農産物輸出を支援する投資や，様々な援助プログラムは，あくまで農業企業

に向けて行われるものであり，家族経営農家や農村世帯の多くは，そこから取り残されが

ちである。このことが顕著に表れているものの一つに，酪農の現場がある。従来ウクライ

ナでは，企業よりも農家・農村世帯での乳牛飼育の割合が高く，その比率はおおむね企業

4 割に対し，農家 6 割となっている。統計上に現れる数値を見ると，近年では乳牛の頭数

が毎月のように減少しており，2024 年には年間で約 6.5％，過去 7年間では 40％以上減少

した。過去 7 年間の内訳を見ると，企業では 20％の減少にとどまるのに対し，農村世帯で

はほぼ半減している(44)。企業では生産性を高めることによって，生乳の生産量は一定を保

っているが，農村世帯では技術的にカバーすることは難しく，生産量も大幅に落ち込んで

いる。さらに農村世帯で産出される生乳は，保存や輸送の面で困難を抱えている。ウクラ

イナの行政では，欧州の食品安全規準に適合するために生産を集約化して，設備の近代化

を図るべきだという意見が出されている。ただそうなると，小農家の生み出す牛乳は規準

を満たさないという理由で流通に回されなくなり，結果的にさらなる縮小が免れない状況

にある(45)。 

 

（６）ウクライナと欧州連合 (EU) 

 

１）EU によるウクライナ農産物の受容 

 2014 年以降，ウクライナは欧州との距離を縮めてきたが，2022 年 2月に始まる軍事侵攻

を受けて，両者の関係はさらに緊密化した。黒海西岸を通る「穀物回廊」や，ウクライナ

から欧州へと抜ける「連帯通路」（Solidarity Lanes）を通して，貿易が盛んに行われるよう

になり，2024 年にはウクライナから輸出された農産物の 55％を EU への輸出が占めてい

る。品目としては，主に飼料用穀物のトウモロコシや小麦，油かす，植物油（主にヒマワ

リ油）とその原料（主に菜種），砂糖等となっている(46)。 

 EU ではウクライナを支援する目的で，2022 年 6 月よりウクライナからの農産物輸入を

非関税とする措置をとっており，1 年ごとに期間を延長している。2024 年にもその期間を

2025 年 6 月 5 日まで延長することで EU メンバー国の間で合意が出された。ただその際

に，EU 内の農家を保護する目的で，特に価格に影響の出やすい鶏肉，卵，砂糖，エン麦，
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ひきわり穀物，トウモロコシ，ハチミツについては，2021 年後半から 2023 年にかけて EU

に輸入された量の平均を上回った場合には，直ちに関税を課すというセーフガードが設定

された(47)。ここに挙げられている品目の中で，特にユニークなものがハチミツである。他

の品目は，ほとんどが農業ホールディングや農業企業で集約的に生産されるのに対し，ウ

クライナのハチミツに関しては，ほぼすべてが個人農家や養蜂家の手によって集められて

いる。輸出先はドイツ，ポーランド，フランスをはじめとする EU 諸国が大半で，その際

に製品化されたものではなく，原料として樽詰めにしたものが出荷される。その後欧州で

ビン詰めして包装され，市場に出されるが，中には欧州産として販売されることもあると

いう(48)。ウクライナのハチミツは，流通過程でほとんど産業化されておらず，EU には安

い原料として出されるので，価格が低く抑えられている(49)。そのため，2024 年 8 月には設

定されたセーフガードの上限に達して 17.3％の関税が課されたにもかかわらず，その後も

ハチミツの輸出は途絶えなかった。しかし，欧州の食品安全規準に合わせる必要から，2024

年末にウクライナ政府は，ハチミツ生産の規準を強化する法改正を行っている(50)。 

 

  ２）EU 加盟に向けた取り組み 

 ウクライナは EU との貿易を拡大するだけでなく，EU に加盟することを第一の目標とし

ている。2022 年 2月にロシアが軍事侵攻を開始してから 5 日後に，ウクライナは EU に加

盟を申請した。同じ年の 6月には欧州理事会から加盟候補国のステータスが与えられてい

る。正式に EU 加盟国となるためには，まだこれから準備と交渉を重ねていかなくてはな

らない。その進捗と課題をまとめて，欧州委員会が 2023 年と 24年に発表したレポートに

は，ウクライナが EU に加盟するための条件と勧告が 33 章に整理して示されている。その

中で第 11 章「農業と農村の発展」，第 12 章「食料の安全，動物・植物検疫政策」，第 13章

「漁業と養殖」では，食に関する農水産物資源の扱いに関する規定が記されており，欧州

の法体系（Acquis）に合わせて国内の実践を変革することが求められている  (European 

Commission, 2023; 2024)。 

 これを受けてウクライナ農政食料省は，2024 年 6 月に EU 主催のプロジェクト「ウクラ

イナにおける小規模農業のための制度・政治的改革」(IPRSA) と共同で，2030 年までの農

業発展戦略目標を発表した(51)。そこでは，次の 7 つの目標に向けて取り組むことが表明さ

れている。 

①農業と農村の発展に関する包括的な政策の展開： 制度面での能力 

②高品質で，栄養価が高く，安全な食品に対するニーズの保証： 食料安全保障の達成 

③農業部門の持続性の確保： 生産者の安定的で公平な収入の維持，競争力の増大 

④効果的な農地利用： 地雷除去，土地改革 

⑤気候変動対策を重視する農業： 気候変動の緩和と適応 

⑥農業部門の近代化： 加工業の発展，イノベーション，デジタル化，情報交換 

⑦農村発展のための条件の創出 

 これらの目標を実現させるために，一部ではすでに法整備に踏み切っている。2024 年 9



第４章 ロシアとウクライナ―戦争下の農業と農業政策における対照性―（後藤） 

12 

月には国家農地登録法が制定され，オンラインシステムを通した統括的な農地管理に向け

て動き出した(52)。また 10 月には環境規制法案が採択され，2050 年までに温室効果ガス排

出ネットゼロの気候中立を実現することが目標に設定された。また，アニマルウェルフェ

アの規定については，基本的な法律が 2025 年 9 月 1 日から施行される予定になっている

(53)。しかし，農業生産者の間では不安も広がっている。ウクライナ養豚業者組合が行った

調査によると，EU 加盟を肯定的に捉えている養豚農家は 24％に過ぎず，EU 加盟によって

競争力が失われると考えている人が 40％，規制の強化を恐れている人が 26％，EU の条件

に合うように生産施設を更新するには，技術的にも財政的にも無理だとする人が 10％とい

う結果になっている(54)。また，農薬についても EU のルールに合わせて規制を強化するこ

とが求められているが，農薬の使用は作物や機械，土壌管理など農業全般のあり方と紐づ

けられるために，農家から強い反対を受けて規制の見直しを余儀なくされている(55)。 

 

  ３）立ちはだかる障壁 

 実際に，ウクライナが EU に加盟するとなった場合，あらゆる方面に大きな負担を強い

ることになる。キーウ経済大学のニヴィエフスキイの推計によると，ウクライナ政府は農

業に関する行政管理システムを整備し，食の安全を確保し，環境規制に対処するために，

農業予算を現在の 2 倍に増やさなくてはならない。同時に EU は，新たなメンバー国とな

るウクライナに共通農業政策 (CAP) 費を振り分けるために，現在よりも 18.4％の予算追

加が必要となる(Nivievskyi, 2024）。EU 内の農家にとっても負担は大きい。環境規制の強化

や農業資材の値上がりと並んで，ウクライナからの安価な農産物の流入に不満を募らせる

農家たちは，2023 年に引き続き 2024 年にも欧州各地で抗議運動を起こした。欧州の中で

もウクライナ穀物の最大の輸入国であるスペインでは，ウクライナから輸入される穀物が

市場価格を押し下げているとして，マドリードの EU 建物前で農家連合のメンバーがピケ

を張った(56)。ポーランド，ハンガリー，ブルガリア，スロヴァキア，ルーマニアといった

ウクライナ近隣諸国では，ウクライナの穀物が自国内を通過することは認めているものの，

自国市場への流入は制限している。ブルガリアやルーマニア政府は，穀物の他にもウクラ

イナの卵や鶏肉，ハチミツの輸入を制限するよう，欧州委員会に申し入れを行った(57)。2025

年前半に欧州連合理事会議長国を務めるポーランドでは，議長国期間の開始を祝う式典に

合わせて，20 以上の農業団体が団結して EU の政策に反対する集会を開いた(58)。そのスロ

ーガン "5xSTOP!"の意味する 5つの抗議対象には，メルコスールとの自由貿易協定，グリ

ーン・ディール，森林破壊，ポーランド産業の侵蝕と並んで，ウクライナからの農産物輸

入が含まれている。こうした例を見ても，ウクライナの EU 加盟の前に立ちはだかる障壁

は大きいと言わざるを得ない。 

 

（７）土地と水の自由化 

 

１）農地利用の不均衡 
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財政的な問題や交易関係の不均衡と並んで，ウクライナの EU 加盟を難しくしている要

因の一つに，土地利用の格差がある。上述のように，ウクライナの農業は，大規模な農業

企業と中小規模の家族農家の二極化した構造になっている。一件の農村世帯が農業を営む

土地は 1 から 5 ヘクタールが大半であるのに対し，一般的な家族農家は 50～100 ヘクタ

ール，企業では 100～500 ヘクタール，農業ホールディングとなると 1 万ヘクタール以上

の土地を利用している。それに対し，EU では小規模農家が中心で，経営単位ごとの農地面

積の平均が 17.4 ヘクタールであることから，両者の違いは歴然としている (Mamonova et 

al., 2023)。【第２図】 

 

第２図 ウクライナ農地面積の分布（2024年） 

資料：ウクライナ国家統計局 

注： 単位-件。農村世帯のデータは含まれない 

 

このような土地利用の不均衡が生じることになった背景には，ソ連崩壊後のウクライナ

における農業再編過程の事情が関係している。ソ連時代に作られた集団農場や国営農場が

解体されるにあたって，農場の土地は，農場で働いていた多くの市民の間で均等に分けら

れた。土地の分与を受ける市民には，その資格を証明する書類とともに，1人 3～5ヘクタ

ールの土地の権利書が配られた。しかし，その正確な位置について明示されていないこと

が多かったという(Keyzer et al., 2013: 31)。実際に具体的な境界で区切られているわけでは

ない上に，アクセスが困難な土地は，個人にとっては使いようがなかったが，だからとい

って売ってしまうこともできなかった。というのもウクライナでは，かつての集団農場や

国営農場の私有化が進められる中で，一部の大企業を保有する富裕層のオリガルヒや外国

人に土地が買い占められることを防ぐために，土地の売買を禁止する措置（モラトリアム）

が取られていたからである。こうした中で，自分の所有する土地がどこにあるのか大まか

にしか知らない大勢の個人から，企業が長期の賃貸契約を通して土地を借り上げることに

1438
1925

6557

4386

8434

2815

4075

487

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000



第４章 ロシアとウクライナ―戦争下の農業と農業政策における対照性―（後藤） 

14 

よって，実際には企業が広大な土地を利用する現在の状況が生まれた (Murova, 2015)。 

 

２）EU による改善要求 

ウクライナにおける農地のこうした状況に対して，EU は主に二つの点で改善を求めて

いる。一つは，土地区画の画定である。ウクライナに対する条件と勧告を示した欧州委員

会のレポートでは，土地区画 ID システム（Land Parcel Identification System, LPIS）の整備

が求められている(European Commission, 2023: 130; 2024: 87)。すなわち，土地の権利書があ

ってもその土地がどこを指すのかはっきりとは分からないような状況をなくして，土地の

所有権と具体的な土地の認識を一致させることが不可欠とされた。これに対して，国家農

地登録法が施行され，オンラインシステムを通した行政による農地管理が進められている

ことは，先に述べたとおりである。 

EU の求める土地改革の二つ目は，農地売買の自由化である。ウクライナで 2001 年から

法律化され，その後繰り返し期間が延長されてきたモラトリアムを撤廃して，農地売買を

自由化することは，ウクライナに財政的な支援を行う欧米の金融機関の強く求めるところ

だった (Mousseau and Devillers, 2023: 16)。民間からの投資を増やして経済を活性化させる

には，農地の売買を自由化して市場を創出すべきだというわけである。実は一つ目の要求

である土地の画定も，商品としての土地の価値を明確にして，取引を促すための前提に他

ならない。ウクライナ政府は早くも 2017 年には，国際通貨基金(IMF)や国際復興開発銀行

(IBRD)といった国際金融機関の主導の下で，農地登録や農地市場創出のための法律の準備

を進めていた。 

 

３）市民による反発 

それに対し，ウクライナ市民からは反対の声が上がっていた。農地の売買が自由化され

ることで，農業分野で汚職が蔓延することや，オリガルヒや外国人にウクライナの農地が

占領されてしまうことを懸念するものだった。2019 年に行われた住民投票では，農地売買

のモラトリアム撤廃に賛成と投票した人は 24％，反対とした人は 58％で，国民の大部分が

撤廃に賛成していないことは明らかだった (Mamonova et al., 2023)。それにもかかわらず，

2020 年 3 月 31 日にウクライナ最高議会では，モラトリアムを撤廃し農地売買を合法化す

る法案が可決された。ちょうど新型コロナウイルス感染症が拡大し，キーウ州など中心部

では非常事態宣言が出されて，抗議活動ができない中で決定されたと言われている

(Mousseau and Devillers, 2023: 17)。政策の実施においては，反対意見に譲歩する形で，2 段

階に分けて農地売買を自由化する方針が取られた。まず第 1段階では，2021 年 7 月からウ

クライナ市民の個人のみ 100 ヘクタールまで購入を可能とし，第 2 段階の 2024 年 1 月か

らは，個人と法人を問わず 1 万ヘクタールまで購入可能とするものである。 

こうして，まずはウクライナ国籍の個人に市場が開かれ，農地売買が静かにスタートし

てから半年後，2022 年 2 月にロシア軍による軍事侵攻が始まった。その際，一時的に土地

市場は閉ざされたが，間もなく再開された。しかし，個人だけでなく法人にも農地を購入
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できるようになることに対しては，なおも賛否の立場に分かれて激しい議論が交わされた。

賛成派は，農地売買がもたらす経済効果を強調した。IMF の試算によると，企業が農地市

場に参入することで，土地の価格は年間 15％以上上昇し，今後 10年間ウクライナ GDP の

約 6％を占めるようになる。さらに外国人にも市場が開放されれば，土地価格上昇率は 19％

に達し，10 年間はウクライナ GDP の 12％を農地取引が占めるとの予測が出された

(Mamonova et al., 2023)。こうした国際金融機関のアドバイスを受けて，ゼレンスキー政権

が経済界・ビジネス界の代表者とともに自由化を推し進める一方，反対意見も根強く残っ

ていた。2022 年秋には，ウクライナ科学アカデミー，農家土地所有者連合，地域小農家代

表が集会を重ね，戦争中は法人への土地売買の自由化を停止する要求を議会に提出した。

それを受けて 2023 年 5 月には，法人の土地購入権取得延期についての法案が出されてい

る。しかし，こうした反対の声が顧みられることはなく，当初の予定どおり 2024 年 1 月 1

日から法人による農地市場への参入が実現された。 

ウクライナの法人による農地購入が可能になってから，1年間で 32 万ヘクタール以上の

農地が購入され，それとともに農地の平均価格も１ヘクタール当たり 39,000 フリヴニャか

ら 46,000 フリヴニャに上昇した(59)。さらに，2024 年 10 月 1日から国有地の借地権を競売

で決める「農地バンク」プロジェクトが始動した。国有農地 80.6 万ヘクタールのうち，国

有財産基金の管理する 38.6 万ヘクタールについて，単位区画ごとにオンラインで競売を実

施し，落札した者に一年生作物なら 14年，多年生作物なら 25 年まで，その土地の借地権

が与えられる仕組みである(60)。このプロジェクトでは，2024 年の 3 か月間に 266 件の競売

が行われ，23,296 ヘクタールの国有地が貸借されることによって，3 億 4,370 万フリヴニ

ャの行政収入につながったと公表されている(61)。このような結果を見る限り，農地市場の

変革は順調に進んでいるように見える。しかし，決して懐疑的な見方が解消されたわけで

はない。2024 年 4 月，当時現職のムィコラ・ソリスキー農政食料相が，大臣就任前に国有

地を横領していた罪で摘発され，辞職に追い込まれた。農業政策の先頭に立つ人物が土地

に関する汚職に手を染めていたという事実は，政府に対する国民の信用を著しく損なうも

のだっただろう(62)。 

 

４）水利事業の民営化 

ウクライナ政府が多くの国民の反対を押し切ってでも，農地売買の自由化を推し進める

背景には，融資を提供する欧米から構造調整プログラムの遂行を強く求められているとい

う事情がある。2024 年には，規制緩和に関する省庁間の作業グループで，1,000 件以上の

規制制度の見直しが行われた(63)。農政食料相の交代があった後，新たに大臣に就任したヴ

ィタリー・コヴァリ氏は，国営事業の民営化を急務として訴えている。彼は，それまで国

有財産基金の理事長だった自分の経歴に触れて，「この私が言うのだ」と念を押した上で，

国にしかできないような分野を除いて，国営事業は速やかに民営化すべきだと述べている

(64)。 

国や地域で管理していた事柄を民営化する中で，ウクライナ政府が特に力を入れている
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課題の一つに，水利事業が挙げられる。農業にとっては欠かせない水を補給するための灌

漑や排水用の水利施設の多くが，ソ連崩壊後は資金不足から修理も行われず放置され，部

品の盗難などによって機能しなくなっていた。これに対応するべく，2021 年には水利用者

団体 (OVK)の組織化に関する法案が出された。法案では，農地の所有者または利用者が

OVK を組織し，水利施設の運営と管理を独自に行うとされており，一定期間が過ぎれば，

水利施設一式が OVK に無償で譲渡されることになっていた。水利施設が整備されていれ

ば，当然その周辺の土地の価格が上がるため，農地市場との相乗効果を期待する狙いもあ

った(65)。世界銀行や USAID も積極的に法案を支持していた。しかし，地方行政とのつな

がりを利用して水を有利に利用していた企業の中には，法案に反対する者も多く，交渉は

難航した(66)。結局，ロシアによる軍事侵攻が始まる直前の 2022 年 2 月 17 日に，ようやく

法案の成立に至った。ところが，その後も水利事業の管轄をめぐって省庁間で折り合いが

つかなかったり，税金をめぐる問題が発生したりして，民間の OVK への水利施設の移譲

は，当初想定されていたようには進んでいないのが現状のようである(67)。 

 

 （８）食料輸出から食料主権へ 

 現在，ウクライナの農業を取り巻く環境は，ますます厳しい状況になりつつある。水利

事業の変革が計画どおり進まない中で，2024 年には夏から秋にかけて降雨のない状態が長

く続き，国土の 50～60%で干ばつに見舞われた(68)。その結果，トウモロコシやヒマワリの

一部が被害を受けたほか，秋播き作物の播種時期が遅れたために，その収穫にも影響が及

ぶ恐れがある。EU との関係では，ウクライナの EU 加盟交渉が本格化するのに先立って，

EU はウクライナからの農産物輸入に認めていた優遇措置を，2025 年 6 月 5 日以降は延長

しない方針を伝えている(69)。今後は 2016 年に結ばれた「深化した包括的自由貿易協定」

（DCFTA）に基づいて，新たに輸出入量を決めるとしているが，ウクライナから EU への

農産物輸出は，これまでより大幅に制限される模様である。また，国際的な支援に関して

も，米国のトランプ政権による USAID の活動停止命令は，大きな打撃を与えている(70)。

その活動は，単に資金援助にとどまらず，種子，肥料，農薬，収穫物の保管機材，輸送車

両の提供，教育プログラムの実施など，多岐にわたって行われていた。ウクライナの農業

は，その力強い支えを失うことになる。 

 しかし，より正確に言えば，今日の状況で困難に陥っているのはウクライナの農業では

なく，農業ビジネスである。国外に輸出される作物を集約的に生産する農業企業や農業ホ

ールディングは，効率性を重視した経営で莫大な収益を上げる一方で，国際的な情勢の波

を受けて物流が途切れると，直ちに脆弱性を表す。それに対し，小規模の家族農家や農村

世帯では，ローカルな食料生産と消費に基づくフードシステムを形作っているために，戦

争のような困難な状況にあってもしなやかな弾力性を保つことが指摘されている 

(Mamonova, 2022)。経済的な実績によって判断される食料輸出の成果ではなく，自らの食

料と農業システムを決定する権利を保証する「食料主権」の立場に立つならば，相互扶助

を交えてローカルなネットワークを活用する小規模農家は，その強力な担い手であること
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が見えてくる。しかしながらその存在は，国内の政策においても国際的な支援においても，

農業ビジネスの生み出す目覚ましい成果のもとで目立たなくされている。今後は支援国に

とっても，そうした意味での視点の転換が求められる。 

 

４．おわりに 

 

 以上，本カントリーレポートでは，軍事的対立のさなかにある二つの国の，農業と農政

をめぐる動きの間に見られる対照的な違いについて取り上げた。ロシアとウクライナは，

黒海に臨む黒土地帯において互いに隣接し，帝政時代からソ連時代にかけて同じ一つの国

としての歴史を共有してきたことから，農業の特性において本来的に多くの共通性を持つ。

しかし，近年の政治情勢によって両者の違いが拡大し，互いに懸隔を深めてきた。 

 その中で，ロシアにとって「非友好国」の資本による農業ホールディングや食品企業の

資産が，ロシア政府によって接収される事態が生じている。ただしそれは，西側諸国から

の制裁に対する報復にとどまらず，国内の資産配分を望ましい状態にするための，中央政

府による強硬な権力行使の現れだった。実際的な農業政策においても，ロシアでは種子か

ら土地，農薬，収穫物にいたるまで，互いに紐づけされる電子情報システムの構築が進め

られていることからもうかがえるように，中央政府があらゆる方面で情報を統括し，制御

するための権力の中心化が加速されている。一方，ウクライナの土地や水利施設に関して

は，実質的に民営化が進められ，作物についても輸出志向の大企業の意向が強く働くなど，

小さな政府と脱中心化の傾向が顕著になっている。 

 一方のロシアでは，ますます大きな権力を行使して巨大化する中央政府の利益のために，

しばしば生産者の個別の利益が犠牲にされている。他方ウクライナでは，経済的には西側

諸国や国際金融機関への依存が強まる一方で，脱中心化して弱体化した政府は統括力を失

い，経済活動における不正が蔓延する要因を作り出している。このように，両国の農業と

農業政策をめぐる状況は，きわめて明確な対照をなしているが，いずれの場合も弱い立場

の農業生産者が，ともに困難な状況に置かれていることも確かである。 
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第５章 米国 

―主要農産物の需給動向と品目別の収支分析― 

 

勝又 健太郎  

 

１．はじめに 

 

 近年，米国のバイオ燃料政策により主要農産物の需給構造が変化するとともに，第一次

トランプ政権における米中貿易紛争，コロナ禍やロシアのウクライナ侵攻等世界の農産物

需給や農業に影響を与える不確実性の高い要因が生じている。2025 年 1 月には第二次ト

ランプ政権が発足し，「アメリカ第一貿易政策（America First Trade Policy）」の下，米国

の経済と国家の安全保障の観点から米国の貿易政策，エネルギー政策や対中関係，ウクラ

イナ情勢等がどのように変化していくのか不確実性が高まっている(1)。また，米国の 2018

年農業法は 2025 年度まで延長され(2)，従来の作物プログラム等が継続されており，農業法

の改正については 2025 年に本格的に検討される模様である。 

本稿は，このような情勢を踏まえ，今後，農産物の需給に影響を与えるような政策の変

更や不確実性が高い要因により世界情勢が変化した場合においても，米国の農業と農業政

策をめぐる情勢について構造的に理解することにより，合理的に見通しを立てることに資

するため，米国の近年の農業事情について基礎的な調査分析を行うことを目的とする。具

体的には，米国の主要農産物であるとうもろこし，大豆，小麦の需給動向や各品目の収支

状況と農業法の作物プログラム（直接支払い）の効果について，構造的に把握できるよう

に実証的な分析を行うこととする。 

 

２．主要農産物の需給動向 

 

とうもろこし，大豆，小麦の需給動向について構造変化とその背景を調査分析する。需

給構造に影響を与えたとされる米国のバイオ燃料政策の導入前後の 2000 年代以降を分析

の対象期間とする。 

 

（１）とうもろこしの需給動向 

 

米国は，世界第 1 のとうもろこしの生産国であり（2023 年度の生産量シェア約 32％），

また，世界第 1 の輸出国である（2023 年度の輸出量シェア約 30％）(3)。 

生産量については，需要量の増加とそれに伴う価格や収益性の上昇がインセンティブと

なり，作付面積と単収の増加が相まって，増加傾向にある（第１図，第２図）。 

とうもろこしの需要の主な用途は，元来，飼料用と輸出向けであったが，近年，バ
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第１図 米国のとうもろこし，大豆，小麦の作付面積と単収の動向 

資料：USDA/ERA, Data Products, Feed Grains Database, Feed Grains: Yearbook Tables, Oil Crops Yearbook, 

Wheat Data のデータより筆者作成。 

 

 

第２図 米国のとうもろこしの需給動向 

資料：USDA/ERA, Data Products, Feed Grains Database, Feed Grains: Yearbook Tables のデータより筆者作成。 
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イオエタノール原料用の需要が急増しており，2007 年度には輸出を追い越し，現在では，

飼料用と同水準に達している（総需要に占めるシェアは，2023 年度において飼料用は約

39％，バイオエタノール原料用は約 37％）。 

飼料用の需要は，バイオエタノール原料用の需要の急増により，とうもろこしの価格

が上昇したこともあり停滞している。 

バイオエタノール原料用の需要が急増した背景としては，米国におけるバイオ燃料政

策がある。2005 年にはエネルギー政策法が成立し，「再生可能燃料基準(RFS：

Renewable Fuel Standard)」が創設された。RFS においては，米国の輸送用燃料の生産

において混合使用するバイオエタノール等の再生可能燃料の最低義務量が定められている

（バイオエタノールの RFSは 2006 年から設定）。2007年にはエネルギー自立安全保障

法が成立し，RFS は更に拡大され，2022 年までに 360 億ガロンまで拡大することとな

っており，このうち 150 億ガロンがとうもろこしを原料とするバイオエタノールとされ

た（2023 年以降は，環境保護庁（Environmental Protection Agency）が権限に基づい

て RFS の設定を行っている）。こうした中，とうもろこしのバイオエタノール原料用の

需要が急増することとなった。 

以上のように，とうもろこしの需要の増加は，バイオエタノール原料用の需要が牽引し

てきているが，ここ数年は当該需要が停滞している。その背景としては，RFS が 2015 年

以降は 150億ガロンで頭打ち状態であること，また，コロナ禍における移動制限や経済活

動の停滞によりバイオ燃料の需要が一時的に減少したことがある。さらにバイオエタノー

ルのガソリンへの混合率は 10％が米国内市場の大勢を占めており，その状態から抜け出す

ことが難しいといういわゆる「ブレンドウォール」という要因もある(4)。 

とうもろこしの輸出については，国内のバイオエタノール原料用の需要増加やアルゼン

チンやブラジル，ウクライナ等のその他諸国との競争という輸出の減少要因が出てきてお

り，豊凶変動の影響を反映しながら，総需要の伸びを踏まえると停滞しているといえる（総

需要におけるシェアは 2001年度約 20％から 2023 年度約 15％）。 

輸出相手国は，日本，メキシコ，コロンビア，カナダであったが，メキシコについては

NAFTA による段階的な貿易自由化で継続的に増加した。中国については，後述する米中

貿易紛争に係る米中間での貿易に関する第一段階の合意により 2020 年から 2021 年にか

けて輸出が急増したが，合意の履行期間の終了後 2022 年から減少している（第３図）。 

また，米国は元来世界最大の輸出国であるが，そのシェアは減少し続けている（2001年

度シェア約 65％であったが，2023 年度シェア約 30％）。 
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第３図 米国のとうもろこしの主要輸出相手国別の輸出量の動向 

資料：USDA/FAS, Global Agricultural Trade System (GATS), Standard Query のデータより筆者作成。 

 

（２）大豆の需給動向 

 

米国は中国に次ぐ世界第 2 の大豆の生産国であり（2023 年度の生産量シェア約 29％），

また，ブラジルに次いで世界第 2 の輸出国である（2023年度の輸出量シェア約 26％）。 

生産量については，需要量の増加とそれに伴う価格や収益性の上昇がインセンティブと

なり，作付面積と単収の増加が相まって，増加傾向にある（第 1 図）。 

大豆の需要の主な用途は，搾油用（大豆油）と輸出向けである（第 4 図）。 

搾油用は，2010 年度以降，豊凶変動にも関わらず確実に増加している（総需要に占める

シェアは 2023 年度において約 55％）。一方，輸出の動向は，増加傾向にあるが，豊凶変動

の影響を反映するようになってきている（総需要に占めるシェアは 2023 年度において約

42％）。搾油用の増加の背景には，大豆油の需要の構造変化がある（第 5 図）。 

大豆油の需要は，2000 年代初頭まで大部分が食用であり，その残余を輸出していたが，

その後，バイオディーゼルの普及が政策的に進められたことから（バイオディーゼルの

RFSは 2009 年から設定），バイオディーゼル原料用の需要が 2009 年度以降，増加するこ

ととなった。最近では，バイオディーゼル原料用の需要は食用油用に迫る勢いであり，食

用油用や輸出用の需要の減少要因ともなってきている。以上のように大豆の搾油用の需要

の増加は，大豆油のバイオ燃料用の需要への構造変化が牽引してきたものである。 
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第４図 米国の大豆の需給動向 

資料：USDA/ERA, Data Products, Oil Crops Yearbook のデータより筆者作成。 

 

 

第５図 米国の大豆油の需給動向 

資料：USDA/ERA, Data Products, Oil Crops Yearbook のデータより筆者作成。 
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大豆の輸出については，2001 年 12 月に中国が WTOに加盟して以降，中国への輸出が

牽引する形で増加した。しかしながら，第一次トランプ政権時の米中貿易紛争の影響で中

国に対する大豆の輸出は，2018 年においては，前年の約四分の一にまで減少した。一方で

代替的に EU，エジプト，その他（パキスタン，ベトナム等）諸国への輸出が増加した。

2018 年 12 月の米中首脳会談の合意後の 2019 年になると，米国産の大豆の中国への輸

出は，2017 年の約 7 割にまで回復した。このため，輸出先としては，中国が増加した一

方で，2018 年に増加した EU，エジプトやその他の諸国が減少している。さらに 2019 年 

12 月に米中間で貿易に関する第一段階の合意に達した（「米中両政府間の経済と貿易に関

する合意（Economic and Trade Agreement Between the Government of the United 

States of America and The Government of the People’s Republic Of China）」として，

2020 年 1 月署名）。この第一段階の合意においては，農産物の貿易について，2017 年の

中国による米国からの輸入額（約 240 億ドル）を基準として，中国が，2020 年に当該基

準より少なくとも 125 億ドル多く輸入すること，また，2021 年には少なくとも 195 億

ドル多く輸入することとされている（当該農産物は，油量種子（大豆），食肉，穀物，綿花，

その他農産品，魚介類とされた）(5)。 

その結果，2020 年から中国への輸出が増加に転じ，2021 年には 2017 年以上の水準ま

でに回復した（現在も最大の輸出相手国である）。その他，主な輸出相手国は，EU，メキ

シコ，エジプト，日本，インドネシア，台湾である（第 4 図，第 6図）。 

また，全世界の大豆輸出量に占める米国のシェアについては，米国は大豆の世界最大の

輸出国（全世界の大豆輸出量に占めるシェアは 2001 年度約 55％）であったが，2012 年

度以降はブラジルに追い抜かれ，現在では世界第二の輸出国（2023 年度シェア約 26％，

ブラジルは約 59％）となっている。 
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第６図 米国の大豆の主要輸出相手国別の輸出量の動向 

資料：USDA/FAS, Global Agricultural Trade System (GATS), Standard Query のデータより筆者作成。 

 

（３）小麦の需給動向 

 

米国は中国，EU，インド，ロシアに次ぐ世界第 5 の小麦の生産国であり（2023年度の

生産量シェア約 6％），また，ロシア，EU，カナダ，オーストラリアに次いで世界第 5 の

輸出国である（2023 年度の輸出量シェア約 8％）。 

生産量については，需要量の停滞・減少傾向とそれに伴う価格や収益性の低下により，

小麦からより収益性が高いとうもろこし，大豆への作付けの転換が進み，単収の増加はあ

るものの作付面積の減少により減少傾向にある（第 1 図）。 

小麦の需要の主な用途は，食用と輸出向けである（総需要に占めるシェアは 2023 年度

において食用は約 53％，輸出向けは約 39％）（第 7図）。 

2000 年代以降，低炭水化物の食事が健康・減量の観点から普及され始めて一人当たり

の小麦の消費量は停滞傾向にあり，総人口は増加しているものの食用の需要量はほぼ一定

水準に停滞している。 

輸出については，食用やその他（飼料用等）の国内需要用の残余について豊凶変動を受

けながら変動しているが，近年，減少傾向にある。これは，伝統的な輸出国（アルゼンチ

ン，オーストラリア，カナダ，EU）だけでなく，ロシアやウクライナ等の新興輸出国が競 
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第７図 米国の小麦の需給動向 

資料：USDA/ERA, Data Products, Wheat Data のデータより筆者作成。 

 

争力を増加させてきたためである。主な輸出相手国は，メキシコ，フィリピン，日本，韓

国，中国，台湾である。このうち，中国への輸出量が 2004年，2013 年と 2020年から 2021

年にかけて極端に多くなっている。これは，2004 年については 2000年以降の生産量の減

少の影響による在庫削減の抑制を主な目的としたものであり，2013年については，中国に

おいて収穫小麦が食用に適さない低品質なものが多く，高品質小麦を大量に輸入する必要

があったためである。2020年から 2021 年については，米中貿易紛争に係る米中間の第一

次合意の履行の結果である（第 8図）。また，全世界における輸出シェアも減少傾向にある

（2001年度約 25％から 2023 年度約 9％に減少している）。 
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第８図 米国の小麦の主要輸出相手国別の輸出量の動向 

資料：USDA/FAS, Global Agricultural Trade System (GATS), Standard Query のデータより筆者作成。 

 

３．品目別の収支と直接支払いの効果 

 

とうもろこし，大豆，小麦の品目別の作付面積 1 エーカー当たりの収支を算定し，当該

収支において作物プログラムの直接支払い（ARC と PLC）が経済的支援策としてどの程

度の効果をもっていたのかについて分析する（作付面積 1 エーカー当たりの直接支払いや

農業保険の保険金額等については，USDA の関係データに基づき筆者が推計した）。なお，

現在の農業者への直接支払いである作物プログラム（ARCと PLC）が導入された 2014年

以降を分析の対象期間とする。 

 

（１）収支の算定と効果の評価 

 

１）算定に係る概念の定義 

（ⅰ）「生産額」とは，単位量（１ブッシェル）当たりの価格（収穫時の価格）に単収（１

エーカー当たりの生産量）を乗じたものとする。つまり，１エーカー当たりの生産物の販

売収入額とも捉えられる。 

（ⅱ）「総収入」とは，生産額（販売収入額）に作物プログラムにおける直接支払い（ARC

と PLC），農業保険金や作物プログラム以外の特別支払い（MFP，CFAP）を加算したも

のとする。 
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（ⅲ）「支出額」は，生産に投入した物財費（種苗，肥料，農薬・薬剤，光熱動力，農機

具），雇用労働に係る賃金，修繕費等の生産するために実際に支出した金額とする。 

（ⅳ）「総費用」とは，支出額に生産に係る機会費用（家族労働費，自作地地代，自己資

本利子について擬制的に計算）を加算したものとする。 

（ⅴ）「利益」とは，総収入と支出額の差額とする。 

（ⅵ）「利潤」とは，総収入と総費用の差額とする。 

 

２）効果の評価方法 

作物プログラムの直接支払いが経済的支援策としてのどの程度の効果があったのかの

評価の基準については，直接支払い支給後の農業者の収入（収入には農業保険金も含む）

が経済合理的な水準に達していたかどうかということとする。 

つまり，収支について利潤が生じている場合は，生産に伴う機会費用をカバーできてい

る状態であることから，直接支払い支給後の農業者の収入が，生産を継続するために経済

的に十分な収入水準（経済合理的な水準）にまで補てんされたという効果があったと評価

される。一方，利潤が生じていない場合には，作物プログラムの直接支払いには，経済合

理的な水準にまで補てんする効果はなかったと評価される。 

 

（２）算定と評価の結果 

 

１）とうもろこし 

基本的に生産額が支出額を上回っており，利益は生じているが，価格が低迷している 2014

年から 2020年にかけては，生産額が総費用を下回っており，また，2019 年を除いて作物

プログラムの直接支払い（ARC と PLC）と農業保険金による補てんのみでは総費用をカ

バーできない状況であった。2020 年は，コロナ禍で経済的損害を受けた農業者への支援策

であるコロナウイルス食料支援プログラム（Coronavirus Food Assistance Program：

CFAP）による特別支払いが支給されたことにより(6)，総収入を経済合理的水準以上に維持

することが可能となった。2021 年度以降は，コロナ禍，2022 年度以降はロシアによるウ

クライナ侵攻の影響で，総費用が上昇したが，価格も上昇したため，2023 年度にかけて生

産額のみでも利潤が生じており，経済合理的水準以上の十分に高所得の状況である（第 9

図）。 

 

２）大豆 

基本的に生産額が支出額を上回っており，利益は生じているが，2014 年から 2017年に

かけては，作物プログラムの直接支払い（ARC と PLC）と農業保険金が生産額に加算さ

れることにより，総収入が経済合理的水準に達していた（2015 年は，総収入は総費用の

98％をカバー）。しかしながら，2018 年と 2019 年においては，第一次トランプ政権下に

おける米中貿易紛争による価格下落の影響もあり，作物プログラムの直接支払い（ARCと
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PLC）と農業保険金による補てんのみでは総費用をカバーできない状況となり，中国等が

実施した報復関税の賦課による農産物の輸出減少から生じた損害を著しく被った農業者に

対する特別支払いである市場促進プログラム（Market Facilitation Program：MFP）が支

給されたことより，総収入を経済合理的水準以上に維持することが可能となった（第 10

図）。2020年度以降は，コロナ禍，2022年度以降はロシアによるウクライナ侵攻の影響で，

総費用が上昇したが，価格も上昇したため，2023 年度にかけて生産額のみでも利潤が生じ

ており，経済合理的水準以上の十分に高所得の状況である（2020 年のコロナ対策の特別支

払いである CFAP は，2020 年 1 月から 7 月末までの価格下落幅に基づいて支給単価が設

定されたが，2020 年後半期には大豆の価格は上昇したことから，過剰な補てんであった）。 

 

３）小麦 

2014 年と 2015 年を除いて基本的に利益は生じているが，2014 年と 2015 年について

は，作物プログラムの直接支払い（ARC と PLC）と農業保険金による補てんで支出額を

カバーすることができた。しかしながら，総収入が総費用を下回る状況が常態化しており，

総収入が経済合理的水準に達していない。このように，大豆やとうもろこしと比較して収

益率が悪い状況が継続している（第 11図）。 

 

４）直接支払いの効果 

とうもろこしと大豆については，基本的に生産額が支出額を上回っており，利益は生じ

ているが，小麦については，作物プログラムの直接支払い（ARC と PLC）と農業保険金

による補てんがなければ，利益が得られない場合がある。また，とうもろこしと大豆は，

作物プログラムの直接支払い（ARC と PLC）と農業保険金による補てんのみでは総費用

をカバーできずに MFP や CFAP のような特別支払いの支給がなければ，総収入が経済合

理的水準を維持することができない場合が生じている。小麦については，作物プログラム

の直接支払い（ARC と PLC）と農業保険金に加え，特別支払いが支給された場合でも総

収入が総費用を下回り，経済合理的水準に達していないという状況が常態化している。 

これは，作物プログラムの発動要件や支払い単価が生産費用の水準に応じて算定される

仕組みとなっていないことが根本的な要因とも考えられる。 
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第９図 とうもろこしの収支状況 

資料：USDA/ERA, Data Products, Commodity Costs and Returns, USDA/RMA, Summary of Business, 
USDA/FAS, ARC and PLC Data, Congressional Research Service(2019a)(2019b) Glauber(2019), USDA, 

Coronavirus Food Assistance Program 1 Data , USDA, Coronavirus Food Assistance Program 2 Data のデータよ

り筆者作成。 

 

第 10図 大豆の収支状況 

資料：USDA/ERA, Data Products, Commodity Costs and Returns, USDA/RMA, Summary of Business, 
USDA/FAS, ARC and PLC Data, Congressional Research Service(2019a)(2019b) Glauber(2019), USDA, 

Coronavirus Food Assistance Program 1 Data , USDA, Coronavirus Food Assistance Program 2 Data のデータよ

り筆者作成。 
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第 11図 小麦の収支状況 

資料：USDA/ERA, Data Products, Commodity Costs and Returns, USDA/RMA, Summary of Business, 
USDA/FAS, ARC and PLC Data, Congressional Research Service(2019a)(2019b) Glauber(2019), USDA, 

Coronavirus Food Assistance Program 1 Data , USDA, Coronavirus Food Assistance Program 2 Data のデータよ

り筆者作成。 

 

４．おわりに 

 

（１）本稿において行ったとうもろこし，大豆，小麦の需給動向や各品目の収支状況と

農業法の作物プログラム（直接支払い）の効果についての分析の要点は以下のとおりであ

る。 

１）とうもろこしの主な需要は，飼料用と輸出向けであったが，2000 年代にバイオエタ

ノール原料用の需要が急増し，飼料用と同水準になっている。大豆の主な需要は，搾油用

（大豆油）と輸出向けであるが，大豆油の需要の構造変化（バイオディーゼル原料用の需

要増加）により，搾油用が 2010 年度以降，豊凶変動にも関わらず増加している。バイオ

燃料政策において輸送用燃料に混合する再生可能燃料の最低義務量である「再生可能燃料

基準（RFS）」が導入されたことが主な背景である。また，とうもろこしと大豆の生産につ
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いては，需要の増加とそれに伴う価格や収益性の上昇がインセンティブとなり，小麦から

作付けの転換が進み，単収の向上も相まって増加傾向にある。 

２）大豆の輸出については，2001 年 12月に中国がWTOに加盟して以降，中国への輸

出が牽引して増加した。しかし，第一次トランプ政権時の米中貿易紛争の影響で中国への

輸出は 2018 ～2019 年に激減した（総輸出量も減少）。その後の米中間での貿易に関する

第一段階合意の結果，2020 年から中国への輸出が増加に転じ，2021 年には 2017 年以上

の水準までに回復し現在も中国は最大の輸出相手国である。 

３）コロナ禍やロシアのウクライナ侵攻の影響で生産費用が上昇したが，農産物価格も

高騰し，主要農産物の収支状況は 2021 年度から 2023年度にかけて良好な状態である。 

４）とうもろこしと大豆については，生産額が生産に係る支出額を上回っているが，小

麦については，農業法の作物プログラムの直接支払い（ARC と PLC）と農業保険による

補てんがなければ利益が得られない場合がある。また，とうもろこしと大豆についても作

物プログラムと農業保険による補てんのみでは，総費用（支出額＋生産に係る機会費用）

はカバーされず，緊急時の特別支払い（MFP と CFAP）がなければ，総収入（生産額＋補

てん総額）を「経済合理的」な水準に維持できない場合がある。 

 

（２）以上の分析結果を踏まえれば，今後，注視するべき要点は以下のとおりである。 

１）第二次トランプ政権でのバイオ燃料政策の変更（RFS水準の引下げ等）や追加関税

の賦課等に伴う新たな貿易紛争により，主要農産物の需給構造や価格，貿易構造にどのよ

うな影響が出るのか。 

２）農産物需給や価格の変動がどのように収支に影響を与えていくのか（第一次トラン

プ政権時の米中貿易紛争におけるように緊急的な特別支払いを実施する必要があるのかど

うか等）。 

３）そして，次期農業法の検討において，作物プログラムの直接支払いである ARC の

基準収入や PLC の参照価格等の支払いの発動要件や支給単価に係る指標に関しては，生

産費用の状況がどのように考慮されるのか。また，生産費用と何らかの形でリンクされた

仕組みが検討されるのかどうか。 

 

注(1)「アメリカ第一貿易政策（America First Trade Policy）」については，The White House(2025)を参照。  

(2)USDA/FAS, Farm Bill Home による。  

(3)米国のとうもろこしの全世界における生産量と輸出量のシェアについては，USDA/FAS, PSD Online, Custom 

Query のデータより筆者が算定した。以下，大豆と小麦の同シェアについても同様である。 

(4)米国におけるとうもろこしのバイオエタノール原料用の需要については，小泉(2018)を参照。  

(5)第一次トランプ政権時の米中貿易紛争と米中間での貿易に関する第一段階の合意の経緯については，勝又(2020)

を参照。 

(6)コロナウイルス食料支援プログラムについては，Congressional Research Service(2020a)(2020b), U.S. 

Government Accountability Office(2022)を参照。 
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